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序 文

昭和 62年 12月のコンタクトミッションによる調査の結果を踏まえ，当事業団は 63年

2月 26日から 3月 12 Aまで， トルコ歯の人口家族計画)分野における基礎データの収集と

1 E C分野での技術協力の可能性に係る調査を呂的に，基礎調査団を派遣した。

本報告書は，この基礎調査の結果を左りまとめたものである。

調査団員各位ならびに本調査団派遣にど協力いただいた関係各位，在トルコ日本国大使館

IC対し，深益なる謝意を表する次第である。

闘際協力事業団

理事 末永昌介
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総論

1 -1 調査の民的と背景

基礎調査の目的は，①トルコ箇の人口家族計画に関する基礎的資料の収集をおこなうととも

に，②人口家族計画分野における技術協力可能な活動と，その内容を特定することである o な

お，この報告書は，標記の基礎調査のうち. r①技術協力可能な活動と内容Jに関するもので

ある。 f①基礎調査資料の収集」に関しては，別添資料編として取りまとめられている。

昭和 62年 12月に行われた J1 C Aによるコンタクト・ミッ γ ョンによる『エジプト・ト

ルコ人口家族計姻プロジェタトコンタクトミッション報告書』によると r先方(トルコ)の

第一の希望kしては厚生省の広報センターで母子保健・家族計画・教育・指導のためにビデオ

を撮影制作するスタジオがあり，そこの機材が老朽化しているのでこれを最新のものに更新す

ること，ビデオ{乍制指導の専門家の派遣，研修員の日本への受入れが提案された jと記されて

いる。

そこで，この度の弱音量のねらいを，ピデオ製作，配布，利用活動を含む人口家族計闘に~ら

れる IEC活動の活性化と，これに必要な厚生省広報センター改善のための具体的方策の検討

に焦点を置くこととした。このために，主として厚生省母子保健・家族計筒l局，同局公衆衛生

教育室，教育機材・制作室の責任者との面談，および関連する諸施設の訪問による調査を行う

こととした。望ましい作業手順からすれば，まずトルコにおける人口家族計画に関する慕礎的

資料を収集し，これをもとにして有効な 1E C計画を立案し，この枠組みの中での厚生省所属

の視聴覚メディ 7 ・セ Yターの改善プロジェタトを吟味すべきであろう。しかし，調査日数の

関係から，二つの作業を向時に並行して進めた。

1 -2 調査団員，調査期間及びスケジュール

1 )調査団構成

団長中野照海(国際基督教大学教授)

渡辺 正夫(J1 CA医療協力特別業務室室長代理)

内海成治(J 1 C A国際協力専門員)

3 月 l El ~3 月 1 2日

2月 26 臼 ~3 月 1 2日

2月27 日 ~3 月 7 日

2月26 日 ~3 月 1 2臼

2 J'! 26 日 ~3 月 1 2日

*石川! 克彦(アジア人口開発協会嘱託職員)

*西)11由比子(アジア人口開発協会申告員)

水コンサル契約

2)調査内容左業務分掌

(l) 協力可能分野と協力上の留意点

(2) 要議分野について

ア. ~ 的

イ.背景

ウ規模

}-

<中野>

<渡辺>



(3) II:!当機関

7. 必要度

イ.実行力

ウ.優先度

μ) 受義者

7. 必要度

イ.効果

(5) 臼本からの可能な投入

7.機材

イ 専門家

ウ.研修員

本(6) 基礎データの収集(社会・経済・地域特性等)

ド(7) F / Pでのニーズの犯讃(人口関連情報)

ネ(8) 人口政策(j政策と実施体制)

ド(9) 人口家族分野の実施体制

<渡辺>

<内海>

<内海>

<石JII.jffiJII>

<石川・西JII>

く石JII・西JlI>

<石川・西JII>

水コンサル契約書付属書にて規定の調査担当事項による

2ー



3) スケジュ}ル

月日

2月不平司志五
訪問機関等

(21l:55 8s-170) 

27日(土) Iチューリッヒ若 (日G:05 ) 

28日(日) Iチューリッヒ発 (Jt :40 Ss-320) 
アンカラ着 (15:10 ) 

29日(月) I在トノレコ日本同大使館表敬
公使 浜野美智夫

一等書記官 深沢博芯

Ministry of lIealth and Social Assistance 
Producing Training Matcrial 

教材開発室室長
印刷技術)11当責任者

ヒデオスタジオM当責任者
写真スタジオ1M当ti任者

Division 
11. lbrahim Somyurek 
IInseyin Ertan 

Mns ta fa Gohgiindiiz 
Kenan Dewirhan 

3月 i日(火) IlIacettepc Univers ity， lnsti tutc of Popnlation Studies 
Dr. Ergiil Tungldlel<， Director 
Dr. Ayl(llt. Toros， Depuly Director， Associate Prof. of Demography 

Ministry of lIealth， Ilureau of family Planning 
Dr. Giiler Bezirici， General Director 
Dr. I.event Aldn， Depllly Directol 

Ms. Nuran 'Ustiinoglu， lIead of lIeal th Edncation Department 

Mr. 11. lbrahim Somylirek， lIead of Producing Training Material Department 
Ms. Aybegin findir， lnterpreter 

3月 2日(水) I Anl<ara University 
Prof. Dr. Necdet Serin， sector 
Prof. DI・.lIayati Ekmen， faculty of Medical Science 
Prof. Dr. Ya~ar Bi Igin， faclllty of Medical Science 
Prof. DI'. Ali Gurgliy， faculty of Medical Science 
Associate Prof. DI ・ Giil~en Vardar， faculty of Medical Science 
Associate Prof. Dr. Ferda ()zyurdan， faculty of Medical Scicnce 
Prof. Dr. Nermin Abanda IJnaL， faclllty of Political Science 
Prof. Dr. Ozer Ozankaya， I'aculty of Political Science 
Associate Prof. Dr. Orhan Tlirkay， Faculty of Pol itical Science 

Prodllcing Training Material Division 

lntel'vicw to 
Associate Prof. 01'. Orhan Tiirkay， Oepartment of Political 8cience 

つd



月日 | 訪問機関等

3日(木)I Prod川 18Training Mat山 1Division 
Statc Planning Organization 
Mrs. llhan Diilgcr， Dircd.or of Social Planning Division 
Mr. Tuncer Kocaman， Expcr t (Popu 1 ation) 
出r.Muharren Varlik， Expert (lIealth) 
Ms. Senay Escr， Expert (Techincal Cooperation) 

Ilegional Office of Ministry of IIcal th， Etimesgut， Ankara 
Dr. Dogan Benli， Chief， Regional Office 

State lnsti tute 01 Statistics 

Mr. Gemi 1 Ergene， Oirector of the Social Statistical Oepartment 

Mr. lbrahim OzgUr， Assistant Oirector 
Ms. Tomris Okman， lIead of the Oemographic Statistics Oivision 

Mr. Bal<i Akin， lIead of thc Population Oivision 

HJ (金) 1 Jnterview 1.0 
Prof. Dr. Sina Al<sin，自epartmentof Poliltical Science， Ankara Univcrsity 

WIIO， Europcan Rcgion 

Or. IJmbcrto s. Tommasi. Di rector， Special Representati ve for Turkey 

IJNfPA 
Mr. Dieter Ehrhardt， UNFPA Dcputy Representative 

5日(土) I資料繋I型/Jlj¥然

6 日( 日) 111叫 thDirectorate， Ne附 hi叶il' PI針Pro叩句ovin

a仇r.sestami Ute， oirector 

7日(月)I UNICEF 
Mrs. Saroj ini Abraham， 
Dr. Gary R. Gleason， 

Ms. lncila Diker， 

Representative 
Senior Projed Officer 

Programme Officer 

Turkish Gynecological Association 
Dr. Necdet Erenus， President 

8 El (火)いnterviewto 
Associale Prof. Dr. Ferda OZYllrdan， Puhlic lIealth Department， 

Faculty of Medical Science， Ankara University 
Interview to 

Dr. Aykut Toros， Dcputy Director， Associate Prof. of De冊目aphy
lIacettepe IJniversity， Institute of POPlllation Studies 

4-



月日 | 訪問機関等

9日(水)I Min i山 of11凶九州e剖 offami Iy P円la叩n川昭最終打ち合わせ

10日(木)

11日(金)

10日(土)

Enviro聞 entalProblems fllndation in Turkey 資料収集

TlIrkish fami Iy Planning Association 
Dr. Senra Koral. Excecutive Director 

lnlerview to 

Ms. Sibel Nart. faculty of Political Science. Ankara Univ.(政治討会学専攻)

アンカラ発 (16:10 AF-61J) 

パリ着 (20:25 

パリ発 (20: 10 JL-406) 

東京着 (15:55 

5 



ll. 調査事項と結果

II-1. 人口家族計酪の現状

トノレコにおける人口は， 1985年現在50，664，458である。年間増加率は，約 2.5%( 1980-

85年の平均)である。この水準が続けば，ほぽ2010年には，人口が 2倍となる。現在は，第5

次 5カ年国家開発計画(j985--89年)の過程にあるが，この終了時には，人口増加率を 2.12%

に留め，これを基準とした雇用，教育，医療対策が立てられている。つまり，出家の社会・経

済協発計画の基本条件として，人口急増の圧力を軽減する必要性が挙げられている。このため

に，避妊を認める法律 (1963年)から，条件つきではあるが，人口中絶を可能とする法律(1983 

年)が公布されている o そして，他方では，母子の保健の観点からも，家族計画実施のための

諸活動が強調されるようになってきた。

II -2. 視聴覚メディアセンター

1) トノレコ保健省視線党メディアセンターの現状

トルコ保健省の視聴覚メディアセ γターは母子保健家族計画局に属しているが，同局のメ

ディア制作のみを行っているのではなく，保健省全体のメディア制作を担当している。しか

し中心は母子保健家族計画i関係であり，仕事の割合は局関係が30から40パーセ γ トと思われ

る。職員は局に属しており，嘱託もふくめて 37名である。視聴覚メディアセンターは 3つの

部門に分けられる。すなわち印刷，写真およびビデオである。

① 印刷j部門

現在設も力を入れているのは印服部門であるo昨年度 7億5千万世ラ (7，500万円)を投

入して，カラーオアセット機器を導入した。ここには50年以上前の活版印刷機から最新の

カラーオフセット機まで十数台の機器が 2つの部屋で稼働している。活版は活字を作成す

る機器があり，連a使われているとのことであった。我々が視察した日も大きな音を立て
て活字がつくられ活版印刷機が働いていた。新しいカラーオ7セットは B本製(SAKURAI)

だが，現地で購入され，ここのスタップが使いこなしていた o

印刷室に付属してグラッ 7 ィック室があり 3人のデザイナ がポスターや出版のデザイ

ンやレイアウトを行っている。

② 写真部門

写真部門は保健省、の別の建物の一室を，小スタジオと暗室に改造して使っているo撮影，

照明機材や縞室用品はニコ γ， りγホ 7，ベスラ ，フォコマート等定評のあるものが使

われ，整備，整理がゆきとどいている。

ポスターや出版用の写真の他にスライドの制作を行っている。多くはスライドセットだ

が，ビデオ部門との共同で音声テープを作成するものもある。

③ ビデオ部門

ビデオ部門は印別部門と向様視聴覚メディアセ Yター内にある。約70，，(のビデオスタジ
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オと同じ大きさの編集ダビング室がある。機材は日可FPAから供与されたものを中心にした

ものだが，編集機器等センターで購入したものも多い。ビデオのグレードはUマチックロー

パンドである。主な機材は次のとおりである。

ピデオカメラ

ポータプノレVTR

編集用 VTR

編集コ γ ト口 ノレユニット

特殊効果機

音声機器

グピング用 VTR

その他の機器

D X C -1800 P 2台

V 0 -4500 P S 2合

V 0 -2865 P 

R M-400 

S E G -1210 P 

2台

R M-440 

V 0 - 2850 P 2台

音声ミキサー，オープンリールデッキ，カセットデッキ

VHSおよびベータマックス 2台

ビデオプロジェクター，テレ yネ用映写機

音声高速ダビング機

ビデオ部門での仕事は大きく 2つに分けることができる。制作と配付である。制作は1育

報提供，広報，訓練等のテレビ番組やピデオであるが家族計画にとどまらず，母子保健，

血液，予防接重量に隠するキャンベーン，青少年週間用番組等が作成されている。昨年作成

されたものは17本である。

fl'られた作品は，カセットにして各保健センターに配付されたり，がE送される o カセッ

トの送付は67県の健康センターをはじめとして，各関係機関に配付する場合があり，ダピ

ングの本数はまちまちだが，年間数千本にのぼる。放送は陣営放送のトルコラジオテレピ

局(T R V )で行われるが，ニュースの素材やスポットとして流したり，番組の形で放送

する場合とがある。

2) 今後の課題

家族計画の推進にとって，第 1次(1963-68年)開発計画の策定以来.r広報活動の推進J.
「家族計画に携わる保健・医療関係要員の言11練J.r大衆教育プログラムの推進J.さらに
「マス・メディアの利用 Jなどが，重点的に考えられるようになった。現在，厚生省「教育

機材・制作室Jの所管する夜聴覚メディアセンターは，開発計画の趣旨にのっとって，教育・

広報活動のための教材・キャ γベーン資料の製作を行っている。家族計画推進のためのポス

ターや，調査期間当時，政府機関をはじめ，各地で多く見られる，例えば「禁煙キャンベー

ンJのポスターは，このセンターの印刷部門で製作されたものである。

印刷部門の活況に較べると， ビデオ部門の活動は，その施設・機器の老朽化もあって，や

や低調である。家族計画，母子保健，予防接種などに関するビデオ教材が，昨年17本制作さ

れ，イスタ γプールをはじめとする地方のヘルス・ユニット(この報告書では，県衛生部，

母子保健セ γターなど厚生機関・施設の総称として，この用語を使う)に配付されている。

さらに，ここで作られた教材や，テレビ用スポット番組は， トルコ放送協会によって週平均

10本が提供されている o これらを勘案すると，ビデオ教材・番組の量的・質的向上は，人口・

家族計画の推進にとって，重要な働きをするものと思われる。
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このセンターの機能を考えるにあたり. VTR教材の質を高め，これらを各地のヘルス・

ユニットに提供するとともに， トノレコ放送の電波による，良質な番総提供の機能は， より重

要であると考える。

3) 既存のメディア・プログラムメディア制作・配付の機関としての厚生省視聴覚メディァ・

センター(印刷部門，写真部門，ビデオ部門)があり，利用機関として，県衛生部 (67)• 

公立病院，母子保健センター，大学医学部公衆衛生科(かなり初期の段階で病院での実習

がある).ヘルス・ユニット(3千以上).ヘノレス・ハウス(1万2千)など，既KIEC

を推進する機関・純設がある。しかし 2カ所の地域センターの視察のみであるが，乙 ζ

での活動が十分とは思われなかった。乙乙では，スライド. OHP. VTRなどの視聴覚

機器があり，メディア・センタ 製作ICなる VTRパ yケージを見る乙とができた O

視線覚メディア・センターにおいては，印刷部門の充実に較べて， ピデオ/スタジオ部門

は，機器の不適切さ，老朽化などから，劣るといわざるをえない。しかし，昨年度17本のビ

デオ教材を制作し，そのコピー数千本を配付したという。センタ一昔話作のスポットプログラ

ムなどが，全国放送縞にのせるための番組供給施設として十分ではない。なお，中央メディ

7・センターと地方ヘノレス・ユニットととの，ネットワーキングも今後の重要な諜題である。

特に，地方ユニットにおける活動を促進するために，教材の効果的利用法，メディア・プロ

グラムの運営などに関するマニュアノレの作成は，早急に行なわれるべき作業であろう。

4) 施設の性能の水準

視聴覚セ γターの設備・器材の性能の程度は，印刷部門，写真部門，ピデオ部門の順位で

ある。特に，スタジオ部門の性能向上が必要である。全国を対象とするスタジオ設備である

が，わが国の県立の教育センターなどのそれに劣っている。特に，放送との関係を考えると

き，現在のむmatic Low-Bandによるセッティ γグは改善されるべきであり，ヘルス・ユニ

ットに配付されるビデオ教材のコピー機緑の性能向上が必要であろう。

5) 職員の能力・技能水準

機員の技術水準は，率直にいって，不明である。メテ'ィア・センターの責任者である lbrahim

氏は，医療関係専門学校の教師であったが，厚生省に移ったのち， ドイツで2カ年間{言語

訓練を含む)のメディア関係の訓練を受けて現職に就任した。そして，間もなく， ドイツで

の再教育を受ける予定であるという。しかし，いずれにしても，新たな機器の操作，保守，

制作技法に関する委員の訓練は必須であろう。なお，セ γターの要員は，比較的長期にその

任にあると思われ，中核となる要員の訓練は将来的にも継続的な成果が期待できると思われ

る。

6)制作の水準と維持のシステム

職員の技術水準と制作機器とに関係するが， ビデオ作品の水準は，文化的背景もあって，

評価は困難である。しかし，制作技術の水準は高いとはいえない。地域セ γターで見たVT

R作品の質も， トノレコ放送による一般テレピ放送番組についても，同様に良質とはいえない

というのが，率直な感想である。
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7)利用場所の状況

アンカラ近郊の Cubuk Health Center -Hospi tal，およびNevsehir衛生部での観察で

あるが， VT  R，スライドなどの機器は保有されているが，活発な利用が行われているとは

言い難い。 Nevsehir衛生部では，確かにセンターで制作されたVTR番組は保管され，利

用の態勢にあるが，利用活動が活発なようには思われなかった。利用にあたっての指導者の

指導・利用方法のマニュアルなども見あたらず，利用促進の方策を立てる必要があろう。

メディア・セ γターからの教材の供給はあるが，これの利用状況は不明である。利用促進

のために，まず利用状況調査から始めなければならないであろう O

8) 機器の保守と部品等の補給

機器の保守の問題は，今後の 1E Cプロジェタトを進める場合の重要な要件になると思わ

れる。この問題は，一方では，機器等の修環部品等の供給システムが不完全なことである。

また他方では，練達の機器の保守要員の訓練が皆無に近い状態にあることである。センター

の円滑な活動にとって，器材の保守は必須であるが， r教育機材・制作室Jの意見では，保
守のための要負の確保，または教育が必要であるという。このためには，わが留からの技術

専門家の一定期間の派遣が望まれ，センタ と地方の利用施設で，巡回しつつ保守の実際を

OJTの必要性が表明された。このような技術指導は，比較的容易に現地に根付くものと思

われる。

9) 外国援助機関等の動向

人口家族計画のプロジェクトが，函連関係諸機関等との共同で，現在幾っか実施されてい

る。主なものに， r東部17州統合母子保健・家族計画サービス J(WHO/UNFPA/U 
NICEF)， r労働者のための家族計画教育 J(UNFPA/ILO/トルコ家族計画協
会)などがある o 将来予想される人口家族計画推進のための支援教材の制作，配付を改善す

るためのプロジェクトは，これら進行中のものと競合することはないといえる。むしろ，他

のプロジェクトへの支援，または棺互補強が可能である。

なお，教材の利用方法や教材改善のための資料を得るなどのために， 数箆所の実験的な

「パイロット・センター」の設置をおこなったとしても，進行中のプロジェクトととの競合

関係は生じないと思われる。

10)政府上層部による支援

少なくとも，厚生省，母子保健・家族計画局とも視聴覚メディア・セ γタ の改善に関し

て熱意を持っているように思われる。局長，局次長との函談において，この感触を得た。さ

らに，展家計画局の担当官との面談においても，人口家族計画関連活動の優先順位の高いこ

とを示していた。なお，厚生省事務次官は先の母子保健・家族計画局長であり，人口家族計

画の必要性に関する理解は深いとのことである。

11)厚生省/局内関係部局との協調

母子保健・家族計画局において，視聴覚メディア・セ γターを直接的に推進するのは教育

機材・制作室であるが，これと同局内の「子供健康室 J，r公衆衛生教育室J，r家族計画
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分室Jとの連絡・調整は良好のように思われる。特に，教育機材・詰u作室を担当する局次長

Ugur氏は，同時に総務，人事，予算などを担当していることから，内部調整を行うには格

好の位置にあるといえる。

12) 改善実施の規模

現在のスタジオは，施設の更新を考える場合，少し手狭まである。活発な活動を続ける'

印刷部門lζは，必要なスペースがある。センターは，民立衛生研究所の建物の，半地下lζ

あり，採光などの条件は決して良好とはいえない。スタジオ施設の改善1<:あたって，十分

なスベースの確保が必要であろう。現在，倉庫をつぶしてスタジオ拡張への転用，新たな

スペースを建物の 1階IL求める，あるいは現在駐車場になっているスペースへの拡張など

が，責任者1<:よって挙げられたが，いずれも仮定の段階である。

13 )センタ と地方ユニットとの関係

地方衛生部，ヘノレス・ユニット等と中央メディア・センターとのコミュニケーション・シス

テムは，中央集権的な図家・官僚組織がうかがえ，良好である。このことは，アンカラ近郊

のCubuk Heal th Center -Hospi tal.およびNevsehir衛生部の訪問に探して感じたこと

である。いわゆる， トップダウン方式が効果的に機能している印象である。しかし，その半

面，利用実態や教育改善のための基礎資料を得る，実態調査，意向調査などは行われていな

い。また，地方センタ からの利用に関する定期的な報告もないようである。このような状

況にあって，地方の婆墾を製作に反映させる回路，逆にメデ i7・センターの指導・助言の

方法など，実際の推進活動にあたっての問題への技術指導も重要であろう。

10-



][.新規プロジェクトについての考察

震一 1 有効なプロジェクトの方向/事項

前記調査結果，およびトノレコ尽における①進行中の人口家族計画事業の強化，②外国の援助

機関等の活動との競合を避けるという鋭点、から，次の事項で，わが国の技術援助が有効のよう

に思われる o それぞれの事項は，単一でも可能であるが，統合して行うとき，一層の効果が認

められると予想される。

1)センター施設の更新

厚生省母子保健・家族計画局，視聴覚教青メディ 7 ・センター(教育機材・制作室)に所

属する制作スタジオの製作器材の性能の更新を行う。この場合，教材の地方センターへの配

付ばかりでなく，放送局による放映も行われていることを考えると. r Umatic Hi -Band J 

による製作の水準に施設・器材を盤備するのが妥当であろう o 援助の対象としても，この事

業がもっとも有効であろう。

2) センタ の統合的機能の開発

センターには，印刷部門，写真部門， ビデオ部門があるが，これらを統合的に機能させる

ことによって，より 1E C プログラムが充実することと忠われるo主としてビデオ部門の改

善から，統合的なマルチ・メディ 7 ・プログラムの活性化のための技術援助が望ましい。具

体的には，センターの運営の合理化と，三部門の施設の点検と機能的統合連関に隠する示唆，

および均衡のよい施設・器材の整備である。

3) センター/地方へんス・ユニット職員の技術指導

ビデオ教材の制作，機器の保守，利用の推進方法などの分野で中核となる要員の研修が望

ましい。この場合， 1IiU f乍と利用推進に関してはわが国での研修が，機器の保守に関しては現

地での技術指導が適切であろう。

4)地域パイロット・センターを設置

地方へノレス・ユニットに， 1 E Cユニットを実験的に設けて，教材の利用促進のモテソレ・

プランを実施して，将来の全国ネットワークへの拡大の参考にするo さらに，このセンター

は，周辺地域の家族計画に携わる保健・医療関係要員の訓練機関の機能も果たすことが望ま

しい。

賢一 2. プロジェクト実施にあたっての謀題

1)セ γターの施設について

厚生省視線覚メデ fアセ γター施設の世ノベーションにあたっては，制作機材・施設の更

新と，関係要員への指導・訓練が挙げられる。

まず施設については，印刷部門は広さ環境ともに十分あると忠われるが， ビデオ部門とス

ライド部門には問題がある。現在のビデオ部門の設霞されている建物は，狭く，半地下室で

天井が低く，今後の発展を考えると不適当である。またスライド部門はピデオ部門に隣接し
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ておかれるべきであろう o 面積，環境ともに適当な建物の確保はトノレコ側の課題であろう。

当面現在のスタジオで制作を実施するにしても間取，内装の手直しが必要でもある。つまり，

ビデオ撮影スタジオとは別に音声スタジオ， ビデオ編集室，ビデオダビング室が必要になる o

2) 機材について

機材に関してはビデオ関係機材が主要なものとなる o 現在すでに放送番組や放送用スポッ

トの制作が実施されているところから， トノレコ放送局の機器との互換性が重要である。ビデ

オは U-maticハイバンド仕様とし. A Bロール編集が可能なものが適していようo周辺機

器として高性能キャラクタージェネレーターが必要となろう。カメラは三管式(三板式)を

スタジオ用に複数導入し，野外での録影に対応、させるため小型軽量カメラが必要となる。ま

た放送局の音声集録，編集機器(マイク，マノレチトラックテープレコーダ一等)が必要とな

るo 音声関係のソアトもZ重要である。

写真スライド部門への機材としてはマルチプロジェクタースライドの制作および上映機材

等が，印刷部門にはワードプロセツサ一等が必要になる o

3) プロジェクト要員について

現在の印刷部門は機材，人材，活動のいずれの面でも充実しており，早急に手をつけねば

ならないものはない。ビデオ部門と写真部門は人材の補充と活性化が必要である。少なくと

も2名のビデオ制作プロデューサーが必要であろう。また現在の験員の技術向上も重要であ

るo テレビおよびビデオ制作だけではなく，印刷部門と協同して，総合的なメディア戦略を

構想実施できる人材の育成が目標となろう。ビデオ，写真部門の活動はマスメディアを利用

や教材の百日付と同時に，訓練プログラムのための教材関発が大きな比重をしめることになろ

う。そのなかで印榔部門もポスターや単発の教材，報告書の制作から，マルチメディアを前

提としたコ ス開発やモジュール開発を行うことが期待される。

4) 専門家の派遣

長期専門家として家族計画母子保健におけるメディア利用に関する研究開発のアドバイザ

ーと調整員，短期専門家として，ビデオ制作技術専門家，家族計画母子保健のメディア利用

技術，メディア利用の評価技術，ビデオメ γテナンス技術の専門家が必要であろう。研修員

としては家族計画母子保健の教材開発，家族計幽母子保健メディア利用技術，ピデオ制作技

術の受入が必要であるo

上記の長期専門家は，我が国に専門家が少ない部門であり， リクルートに困難が予想され

る。また任期jについてもプロジヱクトの開始から終了まで派遣することは難しいであろう o

またトルコには J1 C A事務所がないため，本プロジェクトにおいては調整負に人材を得る

ことが重要な課題である。

5) 地域パイロット・センターの設置

地方へノレス・ユニットに 1E Cユニットを実験的に設置し. 1 E C戦略のうちの教材の利

用のそテソレプラ γを試行し評価を行う。パイロットセンターの設置場所に関して，地方(中

央部または東部〉がまず第 lに考えられる。しかし，訓練するスタップの能力，試行や評価
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の実施が容易なこと，影響が大きいことを考慮して，まず都市のへノレスユニットをパイロッ

トセンターとし，その後の展開として地方ヘパイロットセンターを広げていくことも考えら

れる。先方の要望では，パイロット・センタ の一つにイスタンプーノレが挙げられていたが，

都市化と人口密度とを考えると，適切な方向でもあろう。

ill-3. 日本側の投入試案

1)機材

センターの施設の更新に必要な機材

1 E Cセンター用機材

スタジオビデオ機材 Uマチック(ハイバンド )VTRシステム 3式

取材用ビデオ機器

映像ミキサー 1式

3管式ピデオカメラ(スタジオ用セット) 3式

照明機器(スタジオ用ライト) 1式

スタジオ用音声機器(マイク，音声ミキサー) 1式

ピデオモニター

U-<チック(ハイパ γ ド)ポ タプノレVTR 2式

ポータプノレ 3管式ビデオカメラセット

パッテリーライト

マイク

ボ タープノレ録音機

ポータプノレミキサー

式

式

式

式

式

2

2

2

1

1

 

ビデオ編集機器

ボータ←プノレモニター

Uマチック(ハイパンド )VTR編集システム 1式

( A Bローノレ編集可能，特殊効果機等を含む)

スライド制作機器

キャラクタージェネレーター

デジタノレ効果機

ダビング用 VTR

ビデオモニター

マルチトラックテープレコーダー

音声ミキサー

マイク(スタンド付)

デジタノレ録音機

CD プレーヤ-

BGM用 CD

効果音CD

l娘レアカメラ

式

式

式

音声機器 式

式

式

式

式

式

式

式

唱

i
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A

Q
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取材用車両

複写機

印鯨i機器

向上用レンズ

スライド複写機

大型コピースタンド

大型ストロボ

スライドプロジェクター

マノレチスライドコ γ トローラー

ランドクノレーザー

倍率変換複写機

ワードプロセッサー

カラー製版機

訓練研修用機器

VTRセット (VTRとテレビ)

OHP 

OHPトラベン作成機

スライドプロジェクター

家族計画訓練キット

音響設備

スクリーン

ヘノレスセンター用機材

取材用ビデオカメラ (VHSタイプ)

VHSビデオ編集機 (VTRとモニター)

VTRセット (VTRとテレビ)

スライドプロジェタター

OHP 

スクリーン

自動車

家族計画訓練キット

音響設備

複写機

ジZ ネレーター

2)研修員

各年4名 家族計画・母子保健訓練計画

家族計画・母子保健教材開発

I E C技術(後総覚技術)

名

名

名

咽

i
'
i
n
r
u

3)専門家

長期専門家 チームリーダー/教育訓練研究開発アドバイザー 1名(3年)

-14 

式

式

式

式

式

式

台

式

式

式

1

1

1

1

4

1

2

1

1

1

 

2台

2台

2式

2式

1 0式

1式

4式

5式

5式

5台

5式

5式

5式

5台

2 0式

5式

5式

5式



調整員 I名(3年)

短期専門家 家族計画・母子保健教材制作指導 3名(毎年 I名)

1 E C技術(機器のセット) 1名(1年目)

(ビデオ制作) 5名(1. 2年目 2名，

3年目 l名)

(スライド制作) 1名(2年目)

1 E C言利回 2名(2. 3年目)
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IV トルコ側からの要請書

TH正IHPROVE}吃NTOF Cl)I-f1UNICATlON l支N1'EH10 SUI'POHr 

f侶THERCHILD HEALTH AND FAMILY PLANNING ACnVH1ES 
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GOVERN~\ENT OF JAPAN 

COUNTRY 

PROJECT NO 
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DATE PRεSENTED 
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CONTRI日UTI口N日FJICA 
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TURKEY 

Impr口vementof C口mmunicationCenter to 
Support MCH/FP Activitles 
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and Family Plannlng 

GOVERrリMENT

June 1988 

日ctober1988 
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1. INTRODUCTION 

Turkish Government gives日reatemphasize to the improvement口「ト1CH/FP

acti vi ties in order to deve1口p the child and mother hea1 th 1eve1 and to 

decrease the chi1d and mother hea1th mortality rates. 

According to the studies carried out， the der.1and f口rFP activities， 
both in rura1 and urban areasロfTurkey， is very high. However， we cannot 
account that services are sufficient. 

In order to meet this demand， Turkish Government tries t口 increasethe 
quali ty and quanti ty ロfFP services and at the same time， to improve the 
existing resources and to manage them. For this reason， varlous projects have 
been imp1emented. 

By the he1p of this project， which is planned to be conducted in 
collab口rati口n wi th G口vernment of Japan， Communication Center wi11 be 
strengthened and a1so se1ected 5 provincia1 sites fbr becoming a training 

center for their re日ions，wil1 be estab1ished and strengthened. 
The se1ected provinces: Tekirdag， Deniz1i， Kayseri， Mardin and Rize. By 

this project， training centers will be established in these provinces; 
in-service training 口n how to use the training materials and training 

techn口10gieswill be c口nductedfor health pers口nne1，and materials produced at 
the center wi11 be tested. 

18-



2. 日日JECiIVES

2.1 Lロng-termObjective: 

The long-term objective 口fthis project 1s， to reinfロrcethe famil y 
p1annin日 andmother-child h巴a1thactivi ties by the producement of training 

materia1s by upgrading the equipment and faci1ities for the pr口ducement口fthe 

aud1口-visiual冊at巴rialsin c口rrmunicati口ncenter in口rderto use these training 

materia1s for i円四serv1ceand schロ01trainin日and to devel口ptraining materials 

continiously. 

2.~ Short-term Objective: 

2.~.1 Tロupgradethe Communicati口nCenter which i8 giving services to MOHSA 

a1though i t 1s under the authorization of GDMCH/FP， with m口derntechnical 
equipm巴nt.

~.2.2 To provide external rec口rding，studio recording， mountage and 
dublicat10n uni ts to this co附nunicati口ncenter in order to日iveservices at 

Turkish Radio Te1evis10n (TRT) leve1. 

~.ど .3 Havlng consultancy servlces for fulfilllng the necessities of 

Cownunication Cent巴r.

2.2.~ To glve chance to the key personnel related w1th the activities， to 

attend in-service traln1ng programs at abroad. 

2.2.5 By lmpr口vingthe collaboration between sect口rs，to provide support for 
the production of training materials and exchange of knowledge and skl11s. 

~. 2.6 For the maintenance and repalrment of the equipment t口 developa 

Repairment-トlaintenanceCenter. 

2.2.7 To establlsh a tralnlng center at the selected 5 provinces， ln order t口

provide necessary materials and equipment， to 日ive ln-servlce tralnlngロn
uslng the materlals effectively and tralnlng technology， and to test the 
tralnlng materlals produced. 
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3.日ACKGROUND

Our corrmitmant stated that， each person has the right of continuing 
living both in physical and psychological haalth and t口 pr口videthis， is one 

of the responsibles of the government. This responsibili ty foresees close 

colleboratio口 batwE2円 haalth S2ctロrs as being tha principle 口f public 

involv己ment to health related subjects and alsQ e而pha51ze the prevantive 

health services form the nucleus oF口urhaalth policy. ln口rderto accomplish 

thls purpose， qualiFied， dapendable a'nd easily reached health services are 

tried to be dissemina七edalthrough the country equally aod in a ・balancedc>ay. 

By decreasing the child m口rtalityrat己 whichi5 5till a big proble日 in

our country (a1th口ugh devel口ped countries 5ロ1ved this pr口blem)，we try to 
improv2 the health status of 0・-6 age children and 15-49 age repr口du巳tive

w日間en.

Since 1965， FP training and practice services has been practiced under 
the responsibili ty of GDMCH/FP through hea1th h口uses，heal th cen ters， MCH 
Centers and Dispensaries and FP uni ts established at the hospi tals. As a 

result of this，the prロportionロFpeopl巴 utilizingthe FP Services increased in 
time. 

In 1986， 22% oF reproductive married women I"ere using a contraceptive 
method， this was 50% in 1978 and 61.5% in 19日3.In fact， this is an important 

situation but mainly increase in using effective methods between women seems 

more important than this fact. Although none of the women had IUD in 1963， in 

1983，，8.9話口fthe method us官rsstarted usin日thismethod. 

Although the case was like thi s， in our c口untryunwanted pregnancies 

and due to this fact，日b口rti口nrates which was a big fri岳ht..f口rwomen health， 
increased day by day. The abortlon rate was 7.6% in 1963j this rate was 16.~ 

in 1978 and reached up to 20首ln1983. Thls figures show that out of 5 married 

u口manunder 45 had on aborti口n.7% of them had abortion due t口 medicalreasons 

but， 93耳目fthem had abロrtionbecause of social and economic reasons 1ike short 
spacing， having to口 manychi1dren etc. 

It is kno凶 that abortion was 1e目白lizedin recent yearsj but before thu 

legalization， woman llving in urban areas and wh口se 5口ci口四economica1
conditions were good had the chance of having abortion by going to a private 

d口ctor. On the other hand， w口men at the rura1 areas d口 n口thave the日巳
opportunities and they tried to have traditional abortions. Due to thi~ 
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fact， most of them injured or become unable for their whole 11fe. 

Because of this reason nearly 8 to 10 women had 1口sttheir lives in a day. 

It Was underst口口dthat the La凶 enacted in 1965 cou1d n口tserve equall y 

to everythingj and brought s口me 口bstac1es for the dissemination of FP 

activites a11 through the cDuntry and for having a hea1thy pregnancy 

termination born because of the failure of FP methods. As a conc1usionja new 

Law was enacted depending on thes2 facts. 

The changes brought up by the new Law. No.2827 are like、tpefollowing: 

“ Sterilization was legalized as being a FP methロd.

ー toutilize the support of trained midwives and nurses. 

-pregnan巳ytermination up to 10 weeks. 

同 toutilize the trained physicians wh口 hadMR trainin日・

Producement of Public Education and Tra1ning materia1s are continuing 

since the date of the estab1ishment of MOHSA. 

The effectivess， continillty and dissemination of the training a11 

through the country is emphasized. Especially visua1 trainin日 materia1sand 

equipments produced， and distributed. 
16 肝nfi 1ms were prod叫cedon FP and Genera1 Hea1th. These fi1ms were 

dub1icated and an archives for these fi1ms were deve1oped. 

A training team was send to the provinces a10ng with the provincesロna 

r口tat1口口 basis. Necessary training mater1a1s and equipment supp1ied for the 

Hea1th D1rectorates， Training Section， MCH/FP Center， and MCH/FP Dispensaries 
initiated w1th the pr口v1nceswhich are given pr10rity ln deve1口pment.

Pub11c education and FP training ls c口nt1nuingaccording t口 thehealth 

ca1ender and annua1 programs and the activites conducted reported to MOHSA by 

the he1p of related f口rms.

The offsett Prlnting Sh口p，phot口graphy and v i deo s tud i口swhich are 
under the authorizati口nof GDMCH/FP， acce1erated the producement of training 
materia1s日ndother prlnted materia1s. 

In 1982， Departments 口fPublic Health Education and Prロducement of 
Training Materials were estab1ished in GDMCH/FP structure・

By the he1p of this， responslb1e Departments started to cロnduct thelr 

acti vi tes 口n the na田eof M口HSAon public education， in-servlce trainlng and 

producement ロfaudi口調v1sua1tralning mater1als. 

By this way， producement of training materia1s and equipment日athered

under one handj so the utilization of offsett printing shop， typo print1ng 
shop， v1deo and photography studio， f11m archieve and 日raphic stud10 1s 

increased. 
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H口wever，dai1y technolロgical developments and systam changes 

created a necessity t口 updatethe above mentioned units. 

The transfer of technical development to these units will incre2S邑 the

quality and gives a room f口rinter-s2ct口ralc口11abora t i on. 

At the training centers口fth2 provinces， given priロrityin davel口pment，
Public Health Education and in-servic2 training pr日日F剖 sare c口ntinuing・The 

necessary equipment and materials for these trainlng centers are being 

provided. And there 1s a need for esteblishing training centers at the other 

provinces. 

Collaborati口nbetween mass-medias like TV 2nd radi口J日ndinformation日nd

material exchange is continuing. 

The material exchange holds a p1ace in thls col1aboration. H口wever，for 
making collab口rationwith TRT 1s口n1ypossib1e by producing the fl1ms on TRT's 

techno1ogy 1evel. And this can be 口n1y achieved by providing the necessary 

equipment to vldeo studiロandpers口nne1training. 

Department of Producement 口f Tralning Materia1s. and C口mmunication

Center is conducting musica1 c口mposition，synchronizati口n，sound rec口rding，
rec口rdingand deve10pment口ffi1m archieve for the Ministrial Meetings. 

Hロwever，a11 these efforts ar巴 insufficlent. The budget a1location of 
GDMCH/FP from the General Hea1th Bud包etis口nly2.58弘.

Besides the activiti出 carriedロutwith thls 1itt1e budget al1ocatlon， 

some other kind of activities are目。ingon with internati口na1口rgar.izdtlons.

Jith a11 these activitiesjit Is thought to be ab1e to p1ace the FP services， 
to increase the number of the users and t口 impr口ve th宮 mother-chi1dhea1th 

1eve1. 
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4. ACTIVITIES TO 8E IMPLEMENTED 

4.1. to establish U.トlati口 Hi3/4 inch tape and PAL system in order to produce 

new audio-visual materials in Department of Producement 口f Training 

Materials and COIT日unicati口nCe口ter.

4.2.to provide new meteri21s and equipmant for the Center. 

4.2.1. Video externel recording set. 

4.~.2. Studiロrecordingset with double cameras. 

4.2.3. Set of syncronization， efect and musical composition. 

4.2.4. Dublic日ti口口口f10 8etemax and 10 VHS at the S2me time. 

4.2.5. Reproducti口口 Est f口rph口E口graphystudio. 

ι.2.6. Set口fslide dublication. 

4.2.7. Comphrigraphic c口mp口sitio日， graphic equipment and its related p日rtsf口r

口ffsettprinting shop. 

4.2.8. Cロl口ur distinguisher equipment and its necessary parts for 口ffsett

printing shop. 

4.3. To improve the physical status of the C口mmunication Center f口rthe 

installment of the newly arriving equipment and to enlarge it. 

4.4. To give ln-service training to key personnel for the utilization 

of the equipment 口n camera techniques， syncronizati口n，montage and 
scnario preperance. 

4.5. To pr口ducene凶 trainingmaterials with the new producement system. 

4.5.1. T口 prepare short metric video films for the public motlvation and 

information within the general health calend巴rfr印刷orkln order t口 be

broadcasted on TRT. 

4.5.2. To prepare varlous spot films to be broadcasted on TRT. 

4.5.3. To prepare films emphasizing FP services， fl1ms t口 be used in 

in-service training of health personnel. 

4.5.4. To prepare video films according to the curriculum of Health Colle日es.

4.6. After test1ng the publ1c motivat1o 円 and information video films J to 

dublicate them and distribute them to health units and other sectors. 

4.7. Tロ日ive ln-service training tロ health personnel who are going to be 

responsible for the training at the provinces on training technology， 

practice of tralning equipment and their maintenance. 

4.日 Topr口vldeseni口rconsultancy services: 

23 



4.8.1. To provide consultancy services to the Development of Producement口「

traininig Materials and Communication Center， for the installment of 
ne凶 equipment.

4.8.2. Tロ pr口vide consul tancy services for making production "，i th the new 

equipr.Jants. 

4.8.3. To prロvide consul tan巳y services for the best utilization of the 

materials pr口duced.

4.8.4. To provlde training for tha responsibles on the field of Public 

Educati口nand prロduc巴mentof training materials in Turkey口rin Japnn. 

4.9. To establish training centers: 

ι.9.1. To establish training centers at the selected pro'Jincesj t口 provide

training equipments to health centers and houses andト1CHcenters. 

4.9.~. To supervise， evaluate and report the activities of the tralning 
centers and health facilities which are equipped. 

4.9.3. Tロ provide a caravan which is equipped with training materials， in 

日rderto be used as a center for public education. 

Goverment of Turkey will take the necessary precautions for increasing 

the number of health personnel working for MCH/FP services at the selected 

pr口vincesand also give great emphasize t口 thepr口jectareas where the nurr.oer 

of mid凶ivesare inadequate. 

While pers口nnel日ssi日nmentis continulng， the tralnlng centεrs tnd t tfh.! 
equlpment will be used are golng to be identified by an inventor¥'εr.d thi s 

invent口ry is 90in9 t口 help the identification 口fthe plan of impl"mar、tiltion
and the mlssing equipment/materials Oncluding vehicles). 8y thls inventory 

the missing equipment/materials are golng to be provided for personnd t...lllin(j 

and public educati口n to center and provincial level and this will CBU5e 匂n

effective prロgramimplementation. 

Dne of the waysロfincreasing the effectiveness of preventive， curative 

services， is trainin日・ Heal th educat1on， persロnnel in-service truinin日臼nd
vocati口naltralning pr日目ramsare the major areas of training・

Frui tfullness口fthe trainin日/educationdepends on the immense usage of 

training materlals/equlpm巴nts. By thls way， to galn 6kills and knowl巳dfJl!
become easy and the change in unwanted behaviours will becロ四 p05s1bll1 ・
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In order t口 pr口duce，the modern public education materials to test and 
distribute th巴m，imprロvement of Department of Producement 口fMaterial and 
CロmmunicationCenters becomes an口bligati口nfor MOHSA. 

The materials produced by the Department 口fProducement of Matεrials 

and C口市i1unicati口nCenter will be used by トlOHSA，other Ministries and TRT. 
Thsre is a great need for the disseminati口nof training centers at 

pr口vinciallevel which are equi口pedby m口derntraining equip而entsf口rgi ving 

public education and personnel training. 

In this way， health 5ervices will become qualified， reliable and easi1y 
re日chedand a5日 result口fthis， th巴 hea1thservic2s wi11 be dissemin日tedand 
hεa1th level will b2 increased. 
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5. JUSTIFICATION 

The emphasize given tロ in“service training in the c口ntext of th1s 

project) w1l1 pr口videkn口wledgeand skills to the nursas and m1dw1ves who are 

still wo:-kir.g on HCH/FP activities. If we could bridge th1s gap 1n a short 

tin把 Jthis will lead us t口 us芭 theproject inputs effectively f口rthe HCH/FP 

training 8ctivit1es. 

According to the 1983 F己milyand Haalth Survey， 62% oF the fomilies are 
using a contraseptive method. Since 1965， contraceptive usage rate increases 

steadly・In1968 22%ロffertile age wom芭nwere using a cロntraseptiv官 methロdj

1n 1978 50芦 and in 1983 62% started to use a c白日traceptivemeth口d.Althロugh

this cen be 8ccepted as a succεssful achievement， the number of people usin日
traditional methods is higher than the ones using m口dernc口ntraseptivemeth口d.

In口urcountry we have 5口meimportant problems related tロchildhealth. 

Every year 95 children口ut口f1000 die befロrere日ch1ng1 year of a日e.5αU of 

the t口taldeaths were formed by the children under 5 years of age. 

A series ロfpr口日ramsare initiated in order to decrease the death rate 

and to increase the prevention rate. These programs are: 

-Control of Diarrhoeal Diseases 

-Cロntrolof Acute Respiratory Diseases 

目 Hother-milkand healthy nutrition 

-H日nitoringロfdevel口pmentand grow-up口fchildrεn 

-Prevention of vaccine preventable diseases. 

Public Educat10n holds a big n口te in g1ving these services and the 

disseminatiロn 口f their usage. Public education 1s be1ng carried out for 

1mpr口ving the heal th level j to give the necessary informat1on口nhealth t口

pub11c by us1ng var1ロustechnical meth口dSj t口 pr口v1depub11c 1nvolvement an~ 

to be able t口 transfer the kn口凶ledge gained 1nto pos1 t1ve behavlours and 

at titudes. 

This serv1ce planned to be g1ven to pub11c 1n selected provinces w111 

be possible by the help of th1s project. 
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6. PhaS2S of the Proj2ct 

Input 

Phase 
Expertise/ トlan司 Power Equipment 日utput
Consulta- Training Facili ties 
tion 
Services 

1 project Foundati口nof 
Prepera tion X Cooperation Project 

2 Instrrement 
of Equipment Expansion (Jf 
(8uilt up 

X X X 
Productivity 

。fInfra勾
structure) 

3 Quali ty Better Qualit¥ 
grade-up of the 
of Media X X Producti口n
Production 

~ Utilization Expansion of FP/l・ICH
of the media act1v1t1es 1n tne 
1n the X X X selected rural 
selected areas 
rural areas 

5 Evaluation Reco同日ndationfor 
of the X future activities 
Project 

7. 8acground Inf口rmation(Append1x) 

1 Just1f1cation of the Project 

Relatiロnsh1p日etweenSector Goal-Individual Project 
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V その他参考資料

V-1. エジプト・トルコ人口家族計画フ。ロジェタト・コンタクトミッション報告書(トルコ分のみ)

1)呂的

現在人口家族計画分野では 6件(タイ，フィリピン，ネパール，メキシコ，コロンピア，

中国)のプロジェクトが行われているが，近い将来その内の侭件かが終了するこ左が予想さ

れる o その際に新しいプロジェクトを開始するための準備として新しい図の人口問題・家族

計画・母子保健の実状を予備調査し協力の可能性に就いて検討すると左とした。

2)調査方法

①相手国関係者左協議し関連データを収集する!::!::もに人口問題・家族計画のその国にお

ける政治的，宗教的，社会的な意義，考え方，認識などに就いても実情を犯揮すると左に

努めた。

② J 1 C Aの人口家族計画分野の他国における実績に就いて紹介し，相手国の実状に適し

た援助計画立案の参考に供した。

③病院，母子保健センター，人口研究所などの現場を視察した。

3) 調査結果

① 訪問施設と討議した相手

Ministry of Health and Welfare 

General Directorate of Mother and Child Health and Family Planning 

General Director Dl ・GulerBezirci 

Deputy G. D. Dr. Ugur Aytac 

Head of Public Health Education Division 

Mr目 NuranUstsnoglu 

Deputy G. D Dr. Leveut Akin 

State Planning Organization (国家計画省)

Mr. Tuncer Kocaman 

厚生省広報センター

Dept. Obstetrics and Gynecology， Hacettepe Univel'isty 

Professor Husnu A. Kisnisci 

Insti tute of Demogl'aphic Study， Hacettepe Universi ty 

Family Planning Tl'aining Center， A凶<araNumune Hospi tal 

Dl'. Erol Alpay 

Public Heal th Insti tute 

Family Planning Tl'aining Center， Ankal'a Materni ty Hospi tal 

Dr. Z iya Durmus 
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Cubuk Research and Training Center 

Dr. Ayse Aki n 

Turkish Family Planning Association 

米国大使館

UNFPA 

@人口に関する基本的事項

Mr. C. S. Matthews 

Mr. D. Ehrhardt 

人口増加率は過去10年間で 2.70;0から 2.10;0まで低下したが， 2.4 %!::いう統計もあり

いずれにしても更に低下を必要とする。 28年で人口は倍に増加し 2000年には66Millionに

到達すると推定される。平均子供数は 4.57。

組出生率は約 35/1，000でこれを 30/1，000まで引き下げる必要がある o

初婚平均年齢は女性が 17歳，男性が 19歳。

5歳以下の人口は 35%。乳児死亡率は 147/1，000 ，母体死亡率は 20/10，000。

病院分焼は 330;0，67 %は自宅分続で54%は Traditional Birth Atendants. 

130;0が資格のある助産婦による。

トノレコ全体で避妊実行率は 61.50;0，但し 490;0は中絶性交による o

東部の地域は実行率が22% と低く，希望する子供の数も西部は 2~3 人であるが，東部

は4人主多い。文高率も東部は高い。

アンカラやイスタンプーノレなどの都会に人口が集中して居り，東部の農村地帯や山岳地

帯から都会へ流入した低所得者層が都会の勝辺にスラムを形成している。

③ トルコ政府の人口政策

1965年に家族計厨に関する法律が改正され，政策が変更された。更に 1983年に母子保

健・家族計画に関する法律が改正され，次のように重要な事演が決定された。

A) 夫婦の同意があれば妊娠 10週迄の人工中絶は要求に応じて許可される o

B) 夫婦の同意があれば不妊手術も許可される。

C) 助産婦・看護婦も一定の期間の研修を受ければIUDの挿入が出来る。

D) 大学医学部を卒業した医師に対して 2年間，地方のヘルスセ γタ}に勤務する義務を

設けた。専門医になるためには更に 2年間の義務期間がある。

との様な法律改正から見ても，政府が積極的に人口問題に取り組んでいることは理解さ

れる o またその基本路線は母子保健政策との組合せである。

④宗教的問題

トノレコは早くから政教分離を行って居り，欧州諸国と同じく日曜日が休日である。家族

計画に対して特に大きな反対は無いが，地方では未だ自然主義的，保守的傾向が強いこと

は当然予想される。ア γカラから少し隊れる左婦人は大部分伝統的な服装をして居り，公

的な場所では婦人の姿を見るととは少ない。

⑤他の国や国際機関による援助

USAID 直接の援助はないが，次のような agencyは間接的にUSAIDの費用で援助
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を行っている。

Family Planning International Assistance 

コγドーム， ピノレ IUDなどの受胎調節器具の無償供与が主体。

The Pa thf inder Fund 

助産婦の研修教材などの援助。

The University of North Carolina at Chapel Hill 

IUD挿入左家族計画指導のための助産婦教育の援助。

The J ohns Hopl，日ns University (JHPIEGO) 

専門医を対象とした腹腔鏡による不妊手術技術指導主器材の供与o

UNFPA 

現在もっとも大規模な援助プロシエタトが施行されている。

東南部の 17のProvince(県に相当か)を対象としてヘルスハウスを設け，母子保健・

家族計嗣サービスを PHCとイ γテグレートして実行するプロジェグトである。ヘルスハ

ウスに器材を供与し， 17の地区の病院に Population Planning Unitを設註する O 新た

に大学を卒業した医師， G P， Health Officer，助産婦に対して IUD挿入技術，家族

計鼠指導技術，安全出産対策などを研修或いは再教育する。それらの費用や受胎調節器具

などを供与している。

このプロジェクトについては， UNFPAのMI・D目 Ehrhardtに面会して進行状況を質問

したが，総て順調で成功しており， 1988年1月より更に 11のProvinceで同様のプロジ

ェクトを新たに開始することを決定したとのことである o トルコ全体の 67Provinceの中

で合計 28のProvinceで行うことになる。

実際の地域活動を視察したわけではないから詳細は良く判らない。プロジェタトの内容

はかなり困難な要素を含んでいるから，もし成功しつつあるとすれば素晴らしいこ左であ

ろう。追跡調査が十分行われていないと言う批判もある(詳細は参考文献を参照)。

WHO 

資金援助は無し o 研究援助は Institnte of Demographic Study， Hacettepe Uni-

versityにHRPから資金が出ている。

@ 母子保健・家族計画サーピスの行政機構と問題点

General Directorate of Family Planning and Motherー Child Heal thが最

高賓任であるが， Directorate of Primal'γHea 1 th Care ~も密接に協力して行って

いる。末端にはヘルスハウスがあり，現在は人口 2，000 ~ 2， 500人をカバーしており，助

産婦が 1名いる。これを将来は人口 1，000人に一つのヘルスハウスを設けるようにしたい

が，助産婦などのヘルスマンパワーが不足して居り，更に地方に勤務することを嫌う傾向

があって仲々人が集まらない。ヘルスハウスの助産婦の仕事は助産の他に PHC，MCH， 

家族計画，更に出生や死亡，伝染病等のデータ集計と報告であるが，移動が激しいのでデ

ータの信頼性が低い。
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ヘノレスハウスの上部機関がHealth Centelで，これにはこつのタイプがある。

V illage Type (Rural Type ) 

G. p. (義務年限中の医師)1名。 Nurse 1名。 Midwife 1名。

Sanitary Technician 1名。 Medical Secretary 1名。

Driver 1名と車 1台。

Town Type 

G・P・(義務年限中の医師)2名以上。 Nurse2 ~ 3名。 Midwife2名。

Sanitary Technician 2名。 Medical Secretary 1名。

Driver 1名と車 1台。

ヘルスセンタ}は人口 10，000 ~ 15 ， 000 に一つで，その下にヘルスハウスが 4~5 1:: い

うこ主になる。 P豆 Cの{也に環境衛生・食品衛生・統計・衛生教育等も行うから，わが国

の保健所活動も行っていることになる。地方のヘルスセ γター勤務の医締は，卒業後の義

務期間の若い医師が派遣されるわけで，その場合に場所の選択権はないが，コネや何等か

の運動をして都会に戻るものがいたり，このシステムは必ずしも旨く機能していないよう

である。

ヘルスセンターの上部機関が総説で専門医が居り国営である。

開業医はタザニックを持っているが病院は持てない。

一般的に保健担当の人材の質が良くないと1::1::，中央の都会には多いが地方に少なく分

布が悪いこ1::，底部も地方の医姉の質が惑いことが問題である。

地方各県(Province )のMedical Director (衛生部長?)の質が悪く，家族計画運

動の妨げになっている例がある o 一般に政府の Service Deliveryが怒し中央で決定し

ても仲々末端の地方までは及ばないという批判が多い。トルコ政府の官僚主義も惇害にな

っているようである。

⑦病院視察の印象

Hacettepe Univeristy Hospi tal， Ankara Numune Hospi tal 

Ankara Maternity Hospi talの3か所を視察したが，共通するこ kは設備が古く医療

器織も古いか殆ど無い状態である。分娩数はいずれも極めて多く 1か月に 100から 250

もある。アンカラは施設分焼が98701::言われるから病続に集中しているのであろうが，そ

れにしても多い o A出ara Materni ty Hospi talは欽州最大の産院であると自慢して居り，

従って外来患者数も一年間に 15万人，入院患者数も一年間に 3万8千人と多い。放射線治

療以外の全ての産婦人科医療を引き受けている。

C/S率はAnkara Materni ty Hospi talは870だがHacettepe Univeristy Hospi 

tal， A出ara Numune Hosp i ta 1はそれぞれ 20から 2570と紹介病院としても高過ぎる。

患者の数に比して超音波診断装置や分娩監視装置がせいぜい 1台しかないことも理由かも

知れない。医師達は臨床には非常に熱心だが，あまり研究，特に基礎的な研究には関心が

無いようである。臨床的研究も受胎調節よりも体外受精やマイグロサージエリーに関心を
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持っているのが印象的であったo

これらの病院には全てFP Training Centerが設けられて厨り，家族計画外来のサー

ピスと共に同時にそこで医姉(G P )，医学生，助産婦に対して IUD挿入， MR (医師

のみ)，人工妊娠中絶(医師のみ)などの指導研修を行っている。

IUD挿入やヒツレは無料， MRや不妊手術(主主して腹腔鏡による)は 2~3 ドノレであ

る。産婦人科の専門医達は口では人口問題・家族計画に関心がある k言うが，むしろ臨床

そのものに深い関心を持っていると言う印象を受ける O 公衆衛生的な考え方に対して理解

と関心が低いようである。その点昔のドイツやわが国の大学教授的タイプの医師が多いの

ではないか。

分続数の多いilt院でも産祷期間を利用して家族三十断指導をすると言うアイデアはもって

いないし，混雑した家族計画外来で待時間を利用して受胎調節指導のスライドを見せるこ

とも可能左足、うが，余りそういう意見は関かれなかった。

病続にF付属しない都市型のMCH・FPセンターは妊婦検診，乳幼児検診，家族計画指導

(IUD 挿入左ピノレの配布)，予防接種，栄養指導などを行っている。但し不妊手術と人

工妊娠中絶は病続的属の所でなければ行わない。

アンカラ市内は 98%が病院分焼であるが，出産施設とその後に通うはずのMCHセンタ

ーの閣に組織的な連絡はない。

Cubuk Health Center， Hospi talはアンカラから約30KMの郊外にある病院とへん

スセンターで，所長のDr・Ayse Akinが非常に熱心な産婦人科医であると共に，優秀な公

衆衛生学者であるため，いわばモテVレ病院である。上述のヘルスセ γターの隣に50床の病

院があり，内科と産婦人科で20床づっ，残りを小児科と外科で使用しているが，病床の占

有率は 50~ 60 %とあまり高くない。

一般に産婦人科の専門医は 8J待から 4時迄，国立病院で働いた後は自分のPrivateCli-

uicで，私費の患者を診てPrivate Clinicで手術も出産も取り扱う。

@具体的な受給調節方法

ピノレ 1U D， コγド}ム，不妊手術，人工妊娠中絶と全ての手段を供給することにな

ってはいるが，農村地帯では IUDに重点がおかれて居札方法の選択に使用者の意志が

どの程度働いているかは相当疑問である。農村婦人は受胎調節の動機が少ないから IUD

が良いと一方的に決めているところは20年ぐらい前の東南アジアを思い出す。 AIDS騒

ぎの為に輸入コンドームが不足したと kがある。また米国でLippes Loopの製造が中止

された際にも IUDが不足して農村地方で非常に困ったことがあるらしい。

1 U Dは以前はLippes Loopで，最近はT-Cu 200かT-Cu 380A， ピノレはサーノレの

低用量ピルが用いられている。

@産婦人科専門医の人口問題に関する認識と受給調節に慢する研究

既に述べたが，専門医特に大学教授は公衆衛生的な考え方にあまり理解と関心が無い。

研究についても外国や国際機関から援助を受けた経験が無いためか， WHOのプログラム
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も知らないし研究実績も乏しい。但し研究の為に新しい薬品の輸入手続きをする場合，政

府の許可を取るのに手間と時間がかかるという不満も開かれたo宮僚主義の為であろうか。

⑩ NGOの活動状況に就いて

トルコ家族計画協会の設立は 1963~で全国に支部が 26 ある o

最近における主要なプロジェタトは次の通り。

A) 15万人の工場労働者とその家族に家族計画普及教育を行い，工場内の !l9ニツグに遊

妊器具を供給し， 1 U Dやヒ。ノレは近くのクリニツクで供給を受けるように指導した。活

動の資金はUNFPAから。

B)人口 5万人の農村地域で影響力のある女性 18人を選んでFp.MCHの教育を施し，仲

間の女性達に Fp.MCHの教育をやらせた。更に家庭訪問により家族計画指導を行い，

コγ ドームとフォームタブレツトを無料で配布した。今後 SEDAが IPPFを通じて資

金援助をしてくれるので，同様のプロジェクトを別な地区で行う予定。

C)宗教指君事者の研修に指導者を派遣して FP教育を行った。

D) Volunteerによるカンセリ γグサ}ピスも実施中。

E) 今後の計画として，病院出産後の祷婦や中絶手術前後の婦人を対象にした家族計画指

導を実施したい。

F) 各支部の職員に対する研修・教育が必要であるが，費用が不足しているとの意見が出

された。

⑪ 先方との討論及び各施設視察中に受けた印象と問題点、

A) 人口研究所のスタッ 7，家族計廊協会の事務局次長， Cubuk Heal th CenterのDI

ねlse Akinは現状に対する批判，問題点を指摘してくれたが，その他の人々は全てf我

我は現在旨くやって賠り余り問題はない Ji:言う発言が多く問題意識が非常に乏しい。

その理由主しては次のようなこ左が考えられる。

モテ、ノレ地繊のモデノレ施設で働く政府職員である為。

トルコ国民は誇りが高く失敗を認めたがらない為。

外周の援助を受けるのに慣れていない為。

不平を言わない忍耐強い国民である為。

政府指導で家族計画運動を開始したのが1983年で未だ司が浅く，効果の評価が充分

行われていないので反省の機会が無い為など。

B) 一般的な印象として，東南アジアで家族計画運動が開始された当初と良く似た状況が

みられるが，関係者の燭に過去の経験から学ぼうとする態度が感じられないのは残念で

ある。

C) トルコには J1 C Aの事務局がなく，協力の実績が少ないために， J 1 C Aを知らな

いものが多い。特に医療協力は過去に少量の器材供与を除いては行なわれていない。そ

のために J1 C Aの説明から無償資金協力，プロジェ Pトタイプ技術協力などの詳細を

説明し，先方の理解をうるのに非常に時間がかかった。

q
d
 
q
u
 



⑫ 先方仰l当事者の援助に対する希望

上記のように JI C Aの技術協力に関する先方の理解が充分に得られないままに，短期

間で詳細な希望が提出されることは期待できない状況であった。ただ先方の第一の希望と

しては，厚生省の広報センターで母子保健・家族計画・教育・指導のためにビデオを撮影

製作するスタジオがあり，そこの器材が老朽化しているのでこれを最新のものに更新する

こと， ビデオ作製指導の専門家の派遣，研修員の日本への受け入れが提案された。

参考文献

1) Family Planning Structual and Cultural Barriers to change. 

VVorld Health Organization， Regional Office for Europe. 

I CP/MCH 025 1985. 

2) UNFPAプロジェクトの合意書
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v-2. 基礎調査調査項自

調査項目 資料(文献番号) 現地調査内容 {訪問糊牌}

I.地掛坊主‘社会状況のIl".侭

{社会・経済の現状) ① 

1.絞侠 6、12 

a.生産
古Bf'~llrJGD P 

吉日門別成長率

農業生産

食t41生産
b.貿易 3 

主要輸出品

主勘九入品

C.履用 3、6、7

就業者

失業者

d.所得

所f号分布{苦Bf"llrj) (所得階層JjrJPJi得分布)

2.村会経l高IJIJ発計画 ② 

a.担当樹羽

制樹羽
決定メカニス‘ム

b.方針と1被路

開発i岡の棚告
吉岡門llrl投資
主要プロジェクト

進紗状況

タH国j翼D)y重~J持]

3.社会

a.政抑制度

b.民族・宗教・言語

C.社会銅IlJ宜 ⑦、⑥

家族

4日節制度
術品'liJJI!¥'
出産・宵j也市IJffl'

d.教育制度

e.保健医療制度 ⑥ 

f.対主の地位 ⑥ 

女子創業者 6. 

務字率 6. 
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調主主項目 資料{対師号) 現地総査内容 {訂斜醐騨)

II .人口・家族計画に関するニーズの抱鈎

(人口関連情報)

1.人口総過の推移 ①、④
a.人口とそのj師事 5. 9. 
b.男女別人口と性比の打t移 9. 
C.人口年齢5織階fM都合の推移 9. 
d.民族)tJ人口品切此のJif移 全国レベJV~表データなし

e. 京J必~IJ人口構成のlit移 全国レベJ!，公表デ一世なし
f.労働力人口の樹事 9. 
g.産業別人口の推移 6. 

h.行政地区別人口/ 5. 
人口密度/人口比重の推移 5. 
i.布l市イ闘の推移 5. 
2.人口動態の樹事 ①、③、@

a.出生力水準の推移 9. 
b.死亡率の加島 9目粗死亡率 1LJ匂E亡のみ
粒死亡率/周産JlJm亡
新生JI'.死亡/如VJJI'JE亡
妊産婦死亡

C.頁刻 6. 

d. T百般 11. 
(配f周期係別人口H湾のJit移)
e.域内移動 ① 
f.人口将来推計 9. 

Il(保健医療サービスの現状) ③ 
1.保他医療分野の政策
a.方針・持嫡
PHCと樹主計画との関係

b.目傑

C.予算

d.外伺1!1Jl)JIと対する対応、 7目{予防接種について) ⑪ 

WHO・EPIの現状等 8. 

2.保健医療協備のモデル ③、⑥

a.中央レベル
b.県レベル
C.郡レ叫ル

d.末端レベル(ボランティアをむ)

3 保1腿健百誕保侠幡医盟緩師健別跡鋪毘i建。a員の命係!ii者に実ノ省勺ス批数池テ、て助人ムE口k主比輔婦l副鴎竣I撤
③ 

a b 6. 

C.再教育システム
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調査項目 資料{文献番号} 現Jti国賓内容 {蹴減錫喜等)

IV.人口家族計画世間の割量制1J ③、①

{人口家族言|酪分野の政策と実施{棉J)

{現行の人口家族計百五分野の政策)

1.現行の人口家煽1両分野の政策 4. (但し5ヶ年計画中心)
a.方針・政策
日自隣計画!とおける位侵付け ② 

政鍛jlJ当者の発言

予算の重点配分事項

b.日糠
C.予算

d.組織・人員

e.外国i紗'Ĵ.<の対応
2.人口家族計割分野の指標 ⑥ 

a.自宅分鋭とt世n!t分総のw事
b.受j治lJlJ節法の内訳 1. 2. 

人口紅飯中絶の合法性の有無

C.生舟1主理学(受JJ自調間前T究)の i党の進行度
病院・メ洋の医師と家族計画躍il)との関連性

3.人口宏族計耐閣の掛備担j ③ 

a.政府関連L却思の各々 の役割と @ 

相互関連レベル別

中央レヘル

県レベル

郡レベル

末端レベル

セク世-IIsの協力

b. NGOの役割と政府糊司とのIl!l 8. (活習内容のみ) ⑨、⑪

子脅配分

連絡lJlJ繋

人的交流

C.外国銀助の動向 8. (活智内容のみ) ⑪ 

実施プロジェクトの特色

j盟D)Jll鈎耳の迎M¥!II務所・
連絡員.I重量厄周整会議

(現行の人口・家煽岡プロジェクトー譲{合列御柳，))) ③‘④、⑪

1.11イプJjIJの分類 8. 
a.人口教育
b.人口情報
C.保健サービスのIIW(
d.人口調蜜・研究

e.関融業欄
2.単独自由姐フ.ロジェクトと複合型7'ロジェクト
3.対象地域別
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Questionnaire on Population and Family Planning Survey 

Pre I i田inarySurvey Team by JICA 

(1) Socio同economicConditions 

Item Organization in charge 

Economy 

a) Production 
GDP by sector 
Growth rate of GDP by sector 
Agricultural production 
Food crop production 

b) Trade 
Major exports (value. quantity) 
Major imports (value. quantity) 

c) Employment status 
Number of persons employed 
Number of persons unemployed 

d) Income 
Income distribution by sector 

2. Socio-economic development plan 

a) Organization for planning 
Planning chart 
Decision making process 

b) Pol icy and strategy 
Outline of development plan 
Investmentむysector 
Major projects 
Imple皿entation
Foreign assist回ce

Social background 

a) Pol itical structure 

b) Ethnic group. religion and languages 

c) Social norms 
Fami Iy structure 
Inheri tance 
marriage system and pattern 
Customs regarding birth and child bearing 

d) Educational system 

39ー
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1 tern Organization in charge Avai labi 1 ity 

e) Hea lth and田edicalcare system 

f) status of wornen 
ferna Ie ernployment 
Li teracy rate 

(2) Inforrnation conceming population 

I tern Organization in charge I Availability 

1. Population cornposition (Current figures and ti固eseries data) 

a) Total population 

b) Population by sex and sex ratio 

c) Cornposition of population by age 
(single and 5-year age group) 

d) Population by ethnic group 

e) Population by religious group 

f) Population of labour force 

g) Ernployed persons and its proportion by 
industry 

h) Population by adrninistrative unit， 
population density 

i) Proportion of urban population 

2. Vi tal statistics (Current figures and tirne ser'ies data) 

a) Fertility (crude birth rate， TFR， etc.) 

b) Mortality (crude death rate， perinatal 
rnortality rate， neonatal mortality rate， 
infant and chi ld r叩rtali ty rate， maternal 
田ortalityrate， etc.) 

c) Causes of death 

d) Marital status 
Proportion of population by田 ritalstatus 

e) lnternal狙igration

f) Population projection in future 
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(3) Current situation of health and medical care service 

1 tem Organization in charge I Availability 

1. Policies related to health and medical care 

a) Policy and strategy 
Relation between PHC and family planning 

b) Target 

c) sudget 

d) Response to foreign aid 
Current conditions of aid by官HO，EPI etc. 

2. Model of health and medical care organization 

a) Central level 

b) Provincial level 

c) County level 

d) Community level (incl. voluntaryactivities) 

3. Staff of health and medical care service 

a) Number of health personnel and their number 
per popul ation 
(doctor， nurse， public health nurse，国idwife
etc. ) 

b) Training system of health personnel and 
number of trainees per year 

c) Retraining syste田

(4) Policy and implementation of population and family planning 

Item Organization in charge 

Current policy of population and family planning 

a) Pol ic ies 
Position and role of family planning among 
deve lopment pl釦 ning
Opinion of the persons in charge 
Priority of budget allocation 

b) Target 
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I tem Organization in charge I Availability 

c) sudget 

d) Organization and. staff 

e) Response to foreign aid 
Current conditions of aid by I'IHO. EPI etc. 

2. Indicators related to population and fami ly p1anning 

a) Proportion of births by type of medical 
attention 

b) Proportion of fa皿ilyplanning acceptors by 
methods (legitimacy of induced abortion) 

c) Progress in researches on human reproduction 
relation between family planning activities 
and doctors in hospital and university 

3. Implementation of population and fami ly plannIng 

a) Role of each governmental organzation 
Central level 
Provincial level 
County level 
Community level 
Cooperation system a即日gsectors 

b) Role of NGO and its relation to governmental 
organizatin 
Budget allocation 
Coordination 
Inte rchange personne 1 

c) Movem叩tsof fore ign aid 
Characteristics of operating projects 
Liaison offices and staff of foreign 
agencles 
Coordination co四 itteefor foreign aid 

(5) List of current population and fa皿ilyplanning project (incl. foreign aid) 

Item Organization in charge 

Classification by topic of project 

a) Population education 

b) Demographic information 

42-
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Item Organization in charge Availability 

c) Hea Jth se rv i ces 

d) Population education survey and research 

e) PrOl即tionof allied indastries 

2. Independent typed project and joint project 

3. Project by covering area 
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地域特性.社会状況の把握

(1J出調済の現状

1.経済

a.生産

国内生産・部門lJlJGNP別・部門lJlJ成長率

トルコの社会状況を招援する為，先ず中東の一国左いう視点から隣接諸国との，人口及

び一人当り DNP比較を行なう。

第一次大戦敗戦により最大版図 250万knlを誇ったオス 7 ン帝国が分解し，新生トノレコ人

一千百万人が小アジアの 78万凶のE富士に共和慣を作る。かくして図土の広さではベルシア

エジプトの後にまわるが，人口規模では首位を言語らず，この状態は揺ぐこ左なく今日へ受

け継がれている。

第二次大戦突入を前にしての地域での石油採掘ラッシュが始まり，以来半世紀，砂漠と

痩土の地減に世界で最も富貴な国在アフリカ諸国に次いで貧しい非産油国とが隣合わすコ

ントラストを生んでいる。地層，鉱床から見てトルコでも大治i床に当ってしかるべきと，

幾つかの米国池田開発会社は今日もなお Sil't. Diyarbahi l' f可祭でトノレコ国営石油会社と共

に試掘を繰返している。しかしトルコの石池自給率は， 14 %前後にすぎない。

トルコの一人当たり GNPは， '79年に 1，360ドノレに達してから五年続けて下降した。こ

れを成長率の低下と読む訳にはいかない。輸出振興の為，ドル高トノレコリラ安を犯つての公

定レート操作の側面があるからである。従ってドル表示GNPが低くなる。，80年に導入

された新安定化政策以降，それ迄の，公定レートで Pラを実勢レートの倍に迄高く設立し

て輸入を安価にする方針は除々に消えゆき，現在はややもすると実勢以下に抑える気配さ

え窺えるo

1987年序の国民総生産は， 8%という 1971年来の高成長を遂げた前年に引続いて， 6.8 

%の高レベルを記録したようである。(国家計画庁 11月末現在予想。)

1986年の急成長は，農業生産・工業生産部門に見られた進展によっていた。 1987年度

の農業部門の成長率は，悪天候左穀物類，果実，ナッツ類の周期的不作年に当たったこ左

から前年の 7.6%から 2.6%に落ちた。一方製造部門は数年来の急成長ぶりを維持できた

ことから -eりわけ鉱業・エネルギ一部門での連続した成長は重要である一前年を上

回る勢いで高成長振りを発揮した。

1987年達成のとの成長率には，前年に比べて重要な質的差違が認められる。 '86年は全

面的に国内需要によりかかった成長であったが， '87年度になり，jE外需要にも呼応する複

娘的成長を身につけ始めているからである。つまり'86年度，外国貿易の国民総生産成長~

の貢献度はマイナス 3.4%であったが '87年度は1.7%と僅かではあるがプラス iζ転じて

いる。
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国民総生産成長率の変遷図 2
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製造業分野の公私食業分野別生産成長率

( 1981年を 100として)
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国内総生産の構成比図 4
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表 2 部門別国内総生産額

部門別関内総生産数(1975 ~ 87 ) (各国) (単位十億リラ)
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1985年後半から活気を長し始めた製造業部門の生産増強傾向は '86年も継続し 10% 

の生産増強率を示した。 1987年の第 3四半期を終えた段階で '87年度通年:の製造業部

門成長率は，公的企業分野で 12.3%，私企業分野で 7.3%左予想されている。前年度はちな

みに公・私分野それぞれ 12.6%， 11.2 %の成長率を示した。

進行中の投資政策の当然の帰趨左して，住宅，ィ γフラ整備関連投資の機材受注1::，公

的企業体の主要化学製品，石油関連製品製造分野で著しい成長率増が見られる。一方，'86

年に経験した国外需要の収縮が本年は姿を消し輸出志向の製造業生産分野でも，前年にi七

ベて顕著な生産橋大が見られる o製造業分野の稼動率は前年の 72.7%から本年度は 76.3%

へ上昇した。

図4に国内総生産の最近四年間における部門別!シェアの変化を図表化し，あわせて B本

の国内総生産の部門7JIJシェアを表記した。

表 lでも読みとれるように，農業のシェアの漸減化はここ両三年極めて緩やかになり，

これに歩調を合わすかの様に， 50 %のサーヒス業を筆頭にして生産構成比の一定化がみら

れる。

最後に部門7JIJの国内総生産額を，名目1:: 68年価格競準で二通り表記する。

11 農業生産主食糧生産

1987年度に達成された農業部門の生産力は，実質 2.3%の成長と推定されている。内訳

は作物生産が1.2%畜産が4.3%，水産が 7.7%の場産に対し，林業ではマイナス1.9%の減

産が見込まれている。

本年度の各生産物価格を規準kして，前後一年づっに本年度の交易条件をそのままあて

はめて，表2で見た部門知j国内総生産を組み直すと下記の織になる。

結びに主要農作物の過去六年の生産量の増減を見てみる。
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1987年価格を規準として国内総生産の部門jjlJ内訳表3

(単位十億リラ)
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表4 主要農産物の生産高推移
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出所・闘家銃計局 Temel E加nornihC塩ostergolerDecember 1987 
11月末現在の推定飯



b.貿易

1986年， ドノレ換算て、 6.3%減少した輸出(FO Bベース)は， 1987年度は， 36.7%増と持

ち返し， 100億 2，260万ドノレに達した。 1986度の，石油備格の予想以上の下落による中東産油

国の買い控えがもたらした一時的減少要因の解消，運用中の輸出振興政策が功を奏したお蔭

である。

4000 

3000 

2000 

1000 

o 

図 5 輸出入金額の四半期毎の推移左向き

FOREIGN TRADE 

4MN; QUARTERLY TOTALS 

1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 

出所:古田 Economist Intelligena Ilnit. 5地l'ch 1988 
SPO. Fundamental Economic Indexes. Deccinbel'， 1987 

工業製品輸出の全体の輪出に占める割合は 1987年度，前年度の落ち込みを回復し 79.1'7ら

といよいよ八割の墜を突破する勢いである。
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!酒 6総111の部門lJlJシェア

1985 1986 

1986 JAN寸vv邸 BER 1987 JAN.→，OVElv侶ER

輸入は，前年度，石油備格の暴落を受けて '85年に比べ3.6%減少し 111億 48万ドルに留

まった o 本年度は 27.6%の上昇を示し 142億843万ドルに達するものと推定される。前年18

億 78万ドルに半減した原油代金は，本年50%増大して 27億 111万ドル左見込まれている。

石油工業製品を含めた石油関連の輸入代金主輸入総額をグラフ化したのが図 7である。

57-



表 6 主要輸入品
II~ ~llLl O'， Of 'J peRêE~TA6e 印刷"

一一一一一一一一一一一-一ー一-一一白骨・.~~~~...鶴一一梯・戸一--一一一一曲ー一一一一一一一日一一一一一一一一一一一一一曲一一一一一

¥hJ.lNuAU tl¥OV(Y.St:RJ IJANover.e，RJ IA~山'，iL) 川O叩l'!.SEF.JW;}Hi出V.J

一一-一一…一一一一一一一一一-一一一-ー-一一一一一一一町一一一一一回一一一一ーーーー一一一一・
1981 1m 19B5 1981 1981 1967 1956 19，7 19SVB3 19B5/S~ 19E6/e~ mm， 198J/Bと

一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
A5̂!CUlTU，e m LlVESTOCK 138.1 ¥17.7 ~7S.3 (~1.4 33.2 !2.2 Hl.3 705.5 202.~ -]0.2 21.9 87.3 71.5 

H屯t.T 2.0 lK2 119. ， 97.9 0.0 0.0 91. i 32.6 7 110.0 -1!.9 命 lE.3 0.0 -6~.5 

RICE u 2U 27 .~ 21.¥ 1.9 2.0 1 e. 9 3~.S 514.6 ー7.E -19.$ 5.3 76.2 
区mO.m 55. B b1.4 帥.5 57 .~ 3.6 u 50.4 !!.2 11. B -3.0 -5.5 )).8 Jl.3 
u1RERS 7~.5 181.6 167.7 26~. ~ 2?7 53. B 250.2 S7l.4 g('.5 -7.6 67.2 9~.2 1l!.2 

川NiN~ 附o QUARmH， 3 Hl.5 3 6H.l 3 !:6.3 2 m.4 202. e 338.6 1 970.1 2 750.9 5.9 -0.5 -40.8 67.0 31.6 

CRUDE Oll 32¥1.2 J 3刀.2 3ぱ3123i.41EE7.E 168.0 299.7 1 m.7 2 m目4 u -1.5 -4S.b 76.4 37.2 
COAL 65.2 129.4 -13(.8 155.5 lU 25.1 13 1.~ 161.， ge.5 u 15.4 44.3 2j.: 

01H，陪 13L1 Hl.5 17c.! 12ー・‘.1 17. ¥ Il.8 31.Q jU1.b ・EF4.g4 p 20.: ? .1 -2>.7 253.5 

IHD日目TR!~l 毘~~UCT~ S ~55.~ O oCS.l 7 m.o 1502.0 m.! 1111.2 76H.2 E m.l 16匂4 9.7 1$.5 51目: 16.1 

P F;DC~SSË~ A眠iCU凡TURA!..?岡山crs 2r=S.2 ~:;3.S m.2 09.$ ~5.j 50.5 4oマ.0 !30.3 111.3 12.4 -l.! 11.5 44.2 

'" 
SDY.. &Eh" Oll H.J 98.0 6!.7 32.5 1.2 7.7 31. 9 C.2 ns.~ -11.9 -$J.3 S'i!.7 48.0 。。 uTほF.YEE訂A5/..t:s日I凶 37.9 101. ¥ 11~.1 64.2 と.1 J.9 80.8 ~9 .~ lE'.1 13.3 -30.~ ~3:.1 -38.7 
Clo;:'=.ETT::S 0.0 í~.~ S!i.7 11!i.2 17.9 1.7 8E.0 157.9 (.) 11 J.(o 106. e 働79.J 79.3 
o::itF: ln.2 2C1.2 m.7 ~4i .~ 20.1 35.2 236.3 37~.8 60.2 弓:;('.5 1.6 75.1 59.0 

。ETf.OLe洲町日出m ~2~. Y m.9 290.2 1Il.7 1;.2 21. '3 lE~. S 2('S.~ ー37.~ lv.(' 蜘3J.2 17.0 12.3 

CTHG 11¥:;11百iRIA!.PP.OD!lCT5 S 027.3 5 m.B ~ Sb4.6 7 S~2.B m.6 1 119.4 7 021.4 s 日3.8 11. ) 9.5 19.2 ~C7 15.1 

CE巴町 !.4 1.2 1.0 2.7 0.7 6.2 1.2 ~~. '3 2~O. ~ -16.7 171. ~ B11.~ 1777 .3 
即日lCr..LS 1 154.0 J 140.0 1 294.~ .1 U1.9 lCb.~ 21M 1 291.9 1 m.B 1l.1 -3. ~ 9. E 9&.3 31.4 
R!JE?E? A!iD PtP.5'!IC 251. 6 3SS.6 342.9 372.1 3!. '3 41.9 m.J m.1 G.S -4.4 u 5~.4 2U 
日DE5凶DlEATHEf: mnUCTS 1.5 5.5 16.0 25.1 3.~ 10.7 ~I 目 b 63.S 2H.7 190. ~ 57.1 23C~ ::!C'i.4 
m日ESTRYPRODUCi5 2.7 4.1 7.5 5.5 u.2 u 4.E 5.4 5l.1 82.1 -2U 50.0 12.5 
TSlilLES 9B.O 117.1 H6.0 161.1 14.5 23.4 14ιc m.o 11.7 24.5 10. J 6;. ~ 2;.'.1 
6l凶SAlt~ Ct:抽出EE 57. ; 6~.5 t2.3 95.S 9.2 Il.4 S¥.E 102.1 !.I 0.0 5J.1 ~~. ， 2&. C 
1R匹 m STEEl m.B SbI.B 1 059.8 1 01E.3 91.0 2沿2.5 m.9 355.1 21.3 2'3.(0 -3.0 l!マ.7 44.1 
Nil}i・.FEAAQ!jSXET A~ 195.4 220.3 223.9 230. (. 13.6 5U お7.6 1¥8.5 12.7 1.6 勾・.• 211.3 !U 
民訂ιPf.ODiJi:TS 1・d-Z， 31.4 37.e S!;.b 1.. 5.9 U.O 4U 2.4 9.ロ :3.9 S5.~ 13.5 
MCHlHERY 1 149.4 1 6!8.1 1 550.5 2 30~.S 2'3.1 301.5 :2 D26.8 1 Oé7.~ 11.7 -4，2 48.6 24.0 1.0 
aE!:!RICAL A押Ll陥CES 401.6 572.8 !63.5 B91.6 97.6 120.5 m.5 819 .0 42.6 15.8 34.4 23.5 u 
MOTOR VEHICLES m.o 51U 812.9 7!7.7 65.4 51.9 m.5 4lO.8 4.1 釘.1 -5.6 -20.6 働35.9
01医院 1ua.5 2.1.7 3~5. 9 466.4 U.7 67.5 m.1 m.2 16.1 21.1 34.! !1.! 11.9 

TOIAL 9 m.o 10 75!.9 11 m.o 11 10(.8 1 Oll.J 1 592.0 10021.6 12 lBS.7 16.5 5.5 -2.1 55.6 21.! 

一一一一一一一一一一一一一一一一一
SOURCES : SIS，S毎日



図 7 石油濁連の輸入領と総輸入額
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表6で見て左れるように石油が輸入産品リストの第一位を占めている。 OECD諸国が78年

から 80年迄 3次にわたり 54，8億ドルの債務返済リスクを組み 79年から 82年迄の4次にわ

たり 38，7億ドルの新規借款を供与したのも，非産油国の工業化努力の故である。一方，問時

期に始まる輸入代替政策から積極的な工業製品輸出ドライブは，同じく石油を買いながら工

業化テイク・オフを成功させたアジアNICSの輸出攻勢へトルコを駈りたてている。

下に輸出受取りの 93%を石油の支払いに当てていた 1980年最悪時から現在の 25%に至る

街の，交易条件の逆境化を背景にした輸出攻勢努力の成功振りを示す。

nu 
co 



図 8 検出攻勢努力左交易条件の変化
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用

建国以来のエタテイズムの伝統から，労働と言えば農業か政府サーピス機関で働くととを

意味したが， 1 949年，労働省ができ公務員ならびに私企業勤労者を含めた“雇用"という

雇C 

社会政策概念がトルコで市民権を得る。

しかし今日，内閣の年度報告を見ても，労働力の項は民間・軍と二つに分かれているよう

に， 1 987年度は，千八百八十万の“民間労働人口"!::.共に，六十万の徴兵人口も一年半な

いし二年の生活費現物支給の無給一時雇用についたことになる。

農業分野での潜在失業の他に，組織労働者率が二割程度，若年労働者の就学就業兼職とい

ったこ左から，労働者・商工会議所・経常団体の発表する雇用関係データには大きなパラツ

キがある o ここではR本の白書にあたる内僚の年度報告中の数字を基に記述する。

労働人口(満 15才以上の非就学者)!::.失業率表 7

198 4 1 9 8 8 
(2) 

1 9 8 7 
(1) 

1 986 1 985 

1 9，085.0 1 8，804.0 1 8，5 1 2.0 1 8，2 6 9.0 1 1 8，0 1 6.0 民間労働人口I 

1 6，85 4.0 1 6，5 4 8.1 16，243.7 1 5，9 5 5.1 1 5，7 7 6.2 

2.23 1.0 2，25 5.9 2，2 68.3 2，3 1 3.9 2，239.8 

530.0 

2，76 1.0 
-3.3 

600.0 

2，855.9 
-2.2 

6 5 2.0 

2，9 2 0.3 
1.9 

665.0 

2，978.9 
2.6 

665.0 

2，904.8 
1.5 

民間就業人口

農業部門
余剰労働者数

衣業部門
余剰労働者数

余剰人口討
(前年比増)

自

H
U
 
I
 

W 

V 

非農業部門
b) 
余剰人口率

職安登録の
潜在失業者

未登録・就労
意欲なし(3)

農業
余剰人

1 4.5 15.2 1 5.8 1 6.3 1 6.1 口率余剰人a) 

1 1.7 1 2.0 1 2.3 1 2.6 1 2.4 

6.4 5.8 5.2 4.7 

5.6 6.5 7.4 7.7 

2.8 3.2 3.5 3.6 3.7 
率口

c) 

305.9 3 0 4.4 28 8.6 1 7 8.9 199.2 新規雇用機会数V1 

1987年 8月現在のデータによる

推定値

職安はトルコ語では“職業・雇用者斡旋協会"。現行の労働政策では未登録者には登録が

勧められる。登録済みでいてかつ未就職者が潜在失業者範ちゅうに入る。
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'8 6年以降 2年続けて失業率低下に成功している。全余剰j人口率で O.5ポイント，非農業

部門余剰人口で O.3ポイ γ ト落とす一方，職安登録を推進して O.6ポイント潜在失業者率を

上げた。未登録・就労意欲なしの比率も 1ポイント落とした。

表 8 就 業 人 ロ 構 成

(単位 千人)

産 業 部 r， 1 984 1 985 1 986 1 9 8 7 1 9 8 8 橋加率陶 増加率初(1) (2) 1985/84 19日6/85

衣 業 9，4 2 0.4 9，390.0 9，364.0 9，357，0 9，352.0 -0.3 0.3 

工 業 1，984.1 2，052.5 2，174.5 2，28 1，3 2，2 7 0.0 3.4 5.9 

鉱 業 1 11.7 11 8.6 127.8 1 29.1 6.2 7.8 

製 ス、白旦色 業 1，748.2 1，802.0 1，904.2 1，999.8 3.1 5.7 

エネルギー 1 2 4.2 1 31.9 142.5 1 52.4 6.2 8.0 

サーピス 4，371.7 4，5 1 2.6 4，705.2 4，909.8 5，1 3 2.0 3.2 4.3 

建 設 605.6 623.0 657.7 686.3 2.9 5.6 

荷 業 730.5 762.8 813.6 86 1.2 4.4 6.7 

銀 fi 保 F貴 223.7 229.0 234.5 240.4 2.4 2.4 
不 動 産 業

運 輸 522.6 541.4 566.4 594.9 3.6 4.6 

その{t!lサービス 2，289.3 2，356.4 2，4 3 3.0 2，527目。 2.9 3.3 

メ口〉、 計 15，776.2 1 5，9 5 5.1 16，243.7 1 6，54 8，1 16，854，0 1.1 1.8 

1) 1 9 8 7年8月現在のデータによる。

2)推 定

経済の活性化は 19 8 7年の雇用にも良い影響を及ぼした。特に観光・建設分野で顕著な

履用拡大が見られた。農業を除く全産業分野で雇用が拡大した。

エネルギー，運輸・通信，農業ーインフラ等の分野での投資増大，延滞していた投資を再

開させた一時的溢路の解消，職業高等専門学校の振興，充実，市場の競争原理を導入した開

放経済政策等は，元々経済成長の為にとられた政策であるが，雇用増大に自ずと貢献してい

る。

労働力市場での需要に応じて，短期照で特定の機能を身につけさせる“職能修得講座"が

3 7県から 67県で開設されるようになった。この為“職能養成基金"から '86年度9億

6，1 00万リラ，本年 '87年度は， 4 5億りラが供出され， 1 1 0種の職能分野で総計877

の講!lJl:がもたれた。このうち 358件が終了し， 6，7 1 4人が受講したが，そのうちの 60.4

%が就職し， 1 2 %は自営を始め，他の 12 %はパートで就労の機会についている。進行中

の51 9件の講療では 14，0 6 1人が受講している。職能養成基金の他の組織が行っている験
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能修得講座全体をひっくるめて， 1 9 8 7年度約 80万人が受講した。

これらは一面，現政権の積極経済拡大政策が見落しがちな雇用の拡大・安定を中小企業

家内工業の技術者育成で計ろうとしていることを窺わせる o 自営・中小企業促進の為“中小

企業振興協会"が設立され，これに登録する業者，職人，企業主は 1986年8月現在百万

人前後を数える。山村部の女性には手織り級王室の生産に携わるべく協会から貸しつけ，技術

教育，アトリエの提供等について援助が計られている。また， T U B 1 T AK ( =.科学技術庁)

内で，技術援助センターのモデルが{乍られ，中小企業主に情報提供，コンサルティングサー

ビスが行われている o

雇用喪失者が若年震に集中する傾向は依然続いている。求職運動を展隠している潜在失業

者の年齢グループ別分布を次に掲げる。

表 9 滞在失業者の年齢グループ別分布

198 2 1 9 8 3 1 9 8 4 1 9 8 5 198 6 

1 4 0.4 0.4 1.7 0.2 0.1 

15-19 9.3 4.1 1 2.9 1 3.8 1 3.0 

20-24 29.6 2 9.3 40.4 40.8 42.0 

25-29 1 9.2 1 5.6 24.9 24.5 24.9 

30-34 35.4 3 1. 3 1 1. 4 1 1. 4 1 1.4 

3 P -39 3.6 5.3 5.2 5.4 5.1 

40 -4 4 1.5 2.5 2.3 2.5 2.3 

45-64 1.0 1.4 1.1 1.2 1.1 

65 0.0 0.1 0.1 0.2 0.1 

1 00.0 100.0 1 0 0.0 1 00.0 1 00.0 

2 0 -2 4歳組が 429百k筆頭で，これを 25 -29歳組が 24.9%で追う。つまり 20 

歳代の潜在失業者が全体の潜在失業者の 3分の 2を占める。との多くは，中学・高校を出て

社会に巣立って行くが手に殺が着く間もなく，職場から職場へ，そして大都市へ叉，郷里へ

職種を転々と渡り歩く醤府市場万年新参入者達である。

彼らの教育程度5J1jの分布を次に見てみると，小学校卒が 52.9 %と半数強の最大グループ

をなし，それに 17.3%で普通高校卒が続く。織業高校，高等専門学校，大学等の修了者の

失業については，彼らの雇用機会については常に1. 1. B. K(=職業・雇用者斡旋協会)

で求人応募を抱えていることから，この統計上の潜在失業状態は，その個人の験場の所在地

給与その他の履用条件について選り好みの結果生じていると見るのが穏当と思われる。

の喝
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表 10 浴在失業者の教育程度による分布

198 2 198 3 1 9 8 4 1 985 1 9 8 6 

文 膏 2.0 2.9 2.6 2.5 2.3 

議 点て主fゐ- 者 3 3.1 7.5 6.5 5.9 4.8 

ρイ'zヤ 校 卒 4 2.0 5 3.3 53.2 5 2.1 52.9 

中学及び同等学校卒 6.6 1 1. 0 1 1.2 12.1 1 3.0 

手芸中等学校卒 0.0 0.3 0.1 0.1 0.1 

高等学校及び同等レベル卒 1 0.3 1 5.6 1 6.5 1 7.3 1 7.3 

機業高等学校及び技術高等学校卒 5.0 7.6 7.9 7.9 7.5 

高等専門学校卒 。。 0.2 0.2 0.1 0.4 

大 Aて当p 卒 1.0 1.6 1.8 2.0 1.7 

1 0 0.0 1 0 0.0 1 00.0 1 00.0 1 0 0.0 

出所:職業・雇用者斡旋協会調べ

所得分布(部門531]) 

要案費用表示の原氏純生産から，一般政府・消費者負債利子等を控除したものが，雇用者・

家計・企業主間にどのように分配されたかをみたのが分配国民所得 (National 1I1come 

Distrinuted )である。回収，閲覧した資料(世銀の CountryEconomic MecnoidumJ 0 E 

CDのEconomic S arveys J トルコ SPOのFundamentalEconomic Indexes 5 -yean planJ 

S 1 SのSfatisticelyearbook J内閣の年間計幽)のどれをとっても，この分自己富民所得に

ついて記載はない。
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2 社会経済開発計聞

a 担当機関

建国の父，アタチュルタが軍人，政治家であったこ左はまnられても，経済開発の仕掛人で

あった事はあまり知られていない。ソ連の計画経済にならって 19 3 4年第一次 5カ年計画

に着手する oSumerbankが綿糸・繊細工業 I Ftibankが鉱業開発， Z i raa t Bankas iが砂糖

生産， Devlet Demiryoluがアナトリア半島横断の鉄道網敷設と，それぞれの国営企業が自

国の人的・物的資源を活用してインフラの整備，生活必需品の自前生産化を計った。

農業産fillの自給から始まるトルコの計画緩済ー 130年代は 3積の白，つまり小麦，砂

糖，綿花ーは， 6 1年憲法で“計画経済により，社会・経済・文化的開発を引き出す"と

左いう国冠に明文化され '83年憲法にも受継がれている。 62年以来，総理大臣直轄にな

る国家計画庁が設立され，翌年から新たに第一次 5 ヶ年計画 ('63~67)に着手する。 ト

ルコの社会経済開発について，基礎的データの収集，立案，計磁案が承認されて後は実施の

7ォロー，そして政府に諮問・進言する唯一の計画担当機関である。

長官は，最低6年間SPOの中で(動いた幹部職員の中から首絡が任命する。前政権ではト

ルゴット・オザル首相は，弟ユース 7 ・オザルを長官に任じていた。 '87年 11月選挙でユ

ース氏もマラチア操選出国会議員に選出され，今度は， S P 0と財務外国貿易庁を監督・教

導する国務大臣となった o

SPOの組織

。高等計画審議会

SPO内の絞済計画，社会計鼠，調整の三国務大臣と共に高等計幽i審議会のメンパー

でもある。この審議会の職務は経済・社会の目標設定と，計画遂行の為の戦略を明示す

ることである。後者については三局長際案を提示する。目標と戦術が決まったら，審議

会議長及び三国務大臣が協議に上皇，そこで最終文が作成される。関議はこれを SPO

に，主要指令と共に送る。これを基に SPO内でB擦に合った短期・長期の実施プラン

が作成され，再度審議会経由で賜議に報告される。そこで承認されたのち国会の審議を

経て，国会議決文として法制j化される。

。経済計画局

短期・長期計画作成，年間計画，広域地域計画の作成

。社会計働局

社会問題の優先順位の設立

。調整局

計酪実行に当たり政府の関係各省庁及び民間との連繋

o促進，運用局

通産省と連繋して技術面の協力について中央より指令する体制の準備

。開発プライオリティ局

1 972年以来，県腐の開発調教と共に県内での開発調毅を行い，先行性左バラ γス
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国家計蔵庁の組織図9 図
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性の勘案

。外国資本局

1 9 8 0年の外国資本誘致法の施行による利潤，資本移転に関する事務処理。大蔵省，

商業省，通産省が実施している優遇措震や，特許，商標，ロイヤリティ使用に関する合

弁企業への許可。

初出の三局には常に特別専門委員会が設けられ. S P 0の内外から業種細目別に委員会

を作り，各業績の呂録音書べk共に. S P 0経由のプロジェクトの進捗状況，財源確保につ

いてその都度進言する。

11 決定メカニズム

開発計画作成にあたり，専門特別委員会が担当業種のデータを前年度計画に合わせて評

価する。

経済・社会目標の設定と戦略明示が高等計闘審議会でなされる。

首相は閣議決定に伴い長期計闘と年次計画の作成をSPOに指令する。長期計画案試案

が内局で作成され首相に提出されると，高等計画審議会が招集され，内容が目標・戦略に

そったものかをチェックする。その後試案は閣議決定され開会に向う。

長期計画案は，国会の予算・計画委員会で審議を開始し，最大 20日以内に審議を終え

る。その後議員本会議に回附され. 8日以内に採決される o

b 方針と戦略

オザル政権の経済政策の主要骨子は，市場の自由化と経済での政府介入の削減である。具

体的にはトルコリラの完全な自由為替棺場市場参入を期している。

私企業化政策も，資本市場の同調的発展があり，ついに軌道に乗り出した。また，国民の

貯蓄比率を上げるための措置 例えば手持ちの金を放出して証書を買うーが現実に功を

奏し始めている。

一方，教育・保健サービスの強化が強調された。政府投資計画でも両分野での実質増額が

見てとれる。政府は 88年以降 5ヶ年間で輸出は倍増して総額200億トソレ，観光収入を 50 

億ドル，年間外国人直接投資を 10億ドルと見込んでいる。一方，失業を抑え込むため 5

%強の園内総生産増に努める予定である。

これまでの成長の蝉みを堅持しようとしてきた努力や，輸入の自由化を意味する EC加盟

からみて，政府の当頑目標は輸出攻勢を継続させる等，外貨収入獲得に励み，外債の支払い

に応じていくことにあろう。しかし，一方政府支出は急激に増えている。予算の赤字は税収

の増額，国営企業の私企業化等で補填されねばならない o通貨量の抑制jも真剣になされてい

るが. 40%のインフレ率の低下は容易ではあるまい。

i 開発計画の概略

国定資本投資で見られる過去数年の増加傾向は. 1 987年も継続して見られた o '86年

に総宙定資本投資は 12.1%の伸びを示した。公共部門の固定資本投資増加率が 9.9%で
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民間部門のそれは 15.3%である。 87年度は総回定資本投資が 3.6%，民間部門固定資

本投資が 15.4%の伸びを示したが，公共部門のそれは 4.5%のマイナスに終ったものと

推定される。公共部門投資では，経済・社会インアラ整備に重点が置かれた。公共部門総

回定資本投資のインアラ整備シヱアは '86年度 81.6%，'87年度は88.6%であった

と推定される。全投資中，民間投資にウエイトを蜜く投資政策が実施され '86は41. 9 

%であったが， 8 7年度は 45.6%に上昇した。

第五次 5ヶ年計画四年次の 19 8 8年度計画の慕本目標は，安定の中の成長，ィ γフレ

抑制，生産聖書素の最大限の稼動の三つである。そこで '88年度は，総回定資本投資の伸び

について 8.0%(公共部門4.8，民間部門 11.8%)を見込んでいる。公共部門投資は，

'86年同様，経済・社会インフラ整備に重点が置かれている。運輸・通信に 35.79百，エ

ネルギーに 18.89百，その他のサービスに 14.4 %，農業に 14.4%が各部門の公共投資

シェアである。

'87年投資計画では，地方自治体の個別投資を除いて総額 29兆 894億リラにのぼる

7，1 9 1件のプロジェグトが組まれた。海外からの資金と特別基金による流用調達分を除い

て総額4兆 7825億リラが支払われた。上記の海外資金・特別基金調達分を含めた場合

総額 5兆 7，1 9 7億りラに達した。

'87年の投下資本のうち 31. 8 %は新規のプロジェクトであり，残りの 68.2%は継

続プロジェクトである。

表 111987年度公共部門固定資本投資プロジェクトの関始年代5]IJによる分布

(単位百万リラ)(名目)

プロジェクト総経費 総計中のシェア

開始年
数 1987 1987 

海外調達分 館コスト
支払い分

支弘{いIl分 総コスト支1払9い87分

ー-ーーー-ーーーー~...岨晒・・幽曲・ー..岨値・4 ・H 軸・ー・・剖・ーー・ー・幽圃・・・・岨』ーーー-ー司胃.・""".，-骨----・ーー幽骨髄開b姐...帽・ーー・ー司働ーー』

m8  }.".t，:司 lS 66280 5H95宮 ~e 1)99 57651 1.8 3‘。
19&8 ，. 59}}} Hl078 5"01 56301 ，.. 1.0 
1969 10 6005 4自¥0' }/i90 7790 0.' o. ， 
19/0 

1‘ 8'02 85677 lHOJ 17l0j 0.' 0.' 
1911 " 471108 1101106 20012 69519 ，.. ... 
1912 21 B62~O 67m2 lJ60S )9605 ..， 。‘y
19l5 

2‘ S}6H 9'~5~2 78612 阜5115 ，.令 1.5 

1974 " 627456 16)6755 199811 '"日68 5.' ，.. 
1915 " 8101J1 2~1 2J 18 WH62 2759U ..， ‘.. 
1976 167 }951H lH2162 201001 206~64 '.0 ，.. 
1971 175 616111 2)SH15 25~OH 21)608 .• ， 

‘' 1978 " 5290H 1015126 U99S1l ，¥Q宮" '.5 '.5 
19}9 

"‘ 
268176 620959 905‘1 90561 .• ， 1.. 

1980 " 1105冊 'UO~8 ..‘05 '"偽05 1.5 5.0 

1981 " 4H282 99¥ 1帥 869%4 1214H 

'‘ 
.• ， 

1982 ". 169'08 1100666 15215] 15601 ， ，.. '.1 
198' '" ‘0030 676759 122570 129015 ..， ..， 
1984 

"‘ 
145141' 1l4S740 570281 621548 11.5 11.0 

"自5 1124 6997~5 2512250 }97104 U98J2 ••• 1.1 1986 1525 810666 '216)28 4600}J 606269 11.' 10.6 

19f!J 2'9~ 951U1 3215090 162H29 1811371 11.1 31.8 

総計 7191 目印刷 290B9H1 り01出 5119725 100.0 問。

(J)海外からの資金と特別基金調達分も含む
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H 部門別投資

下に第五次 5ヶ年計画で紐まれた回定資本投資自標左去年k今年の実績を合わして載せ

表 12 SECTORAL FIXED CAP I'rAL INVEs'rMENTS 

(At Hl03 P.dces. l.E¥ BlIl10n TL.l 
4Ul Plan Porlod (R白血H.satlon】 5th PI回 Porlod(Tnr即り

-Pore Perc Indox 4th Plan 
Soctors Publlc Prlvato Total Shnro Publlc Prlvu!o Total Shnro P日rlod 曲

bAiginrlic『uIlure 513，3 616.0 1.059.3 10.00 709.0 640，1 1.039，1 11.31 151，7 
hfannuz facturtnz 

535.2 31，2 506，"， 5.35 
1?27828，1 .0 17721003 ，8 制 2.< 。12 155.6 

1.<日目.8 1.255，0 2.7H.a 25.62 3.015且7 20.02 111，1 
Energy 1.585.5 30.2 1.015.7 J5.25 2.001，8 50，5 2.H5.3 14.60 132β 
TransportaUon 1.172.自 720，4 1.902，3 17.05 1.035，4 1.0-11.6 2.017.2 10.57 140.7 
Tourlsm 30.8 34.0 64，8 0.61 09，1 54，5 123.6 Q.s(J HIO，1 
}fousttI1R 0 11自1 1.557.7 1.670.4 15.02 10日A 2.031，0 2.190.4 15.20 130.1 
Etluclltlon 210.1 。。 2リ50，3 2.30 320.5 13.2 330.7 2.30 135，7 
"，白Ith 101.6 10.3 112.1 1.<'" 130β 13，7 H4.3 1α3 120.7 
Oth<>rSo刊¥ccs 410.2 223，1 633，3 5.00 000，4 200.0 1.255.2 9.71 100，2 

品OTAL 6.226，0 <.3日6.6 叩日5.< 1田明 8.278，2 6.134，7 14.412，0 1曲。。 136，0 

me 1987 前年比変化率

公 ー民-----，計ー 一一一一一一一一 一一一一一一一一一一-
S<Kl恥t臼臥m DlEl TOi'lA11 JUn.I Dlf.l lorlNi KJ.ぬ D1El T<i'l酬

Ton担 )54.8 "骨.1 500.9 E司'.8 410.0 1099.7 92.2 70.6 86.8 
肋 denclllk H9.2 51.唱 400.5 206.2 96.8 3日2.' 齢1昌.0 自6.告 -~.4 

I問。，.， 515.0 1271.4 IJBJ.2 1061.5 1650.) 2111.0 -10.5 29.8 Hl.2 

Eno!r JI 1255，6 ~8.0 1JOJ.G 10J8.1 59.0 1091.7 '，5.4 n.9 45.6 
UIOltJr凹 1619.2 5~0.2 2167.4 2~52.1 746.8 1206.9 5l.1 l6.2 100.1 

T"‘ ". 111.8 115.0 246.8 100.9 241.0 '，21且。 lJ .S 109.6 71.0 

I(onut 96.1 nSS.6 II，Sl，9 113.1 27:15.1 2909.2 15.0 106，2 100.0 
[91t!1i¥ 182.1 16.ー 196.1 2~0.2 31.0 211.l 31.R 125.7 )9.5 

SoOllk Jl.2 2l.骨 95.6 105.2 46， I 152.4 "‘1 9] .4 59‘ 。1ger!llvr百t1申「 720.2 15J.0 018.0‘1179.S 246.0 品7.5.' 6J.7 55.9 (;2.) 
-ーー，ーーーーーー・ーーー...‘h・・F胡骨骨4・岨・帽-----骨骨輔..司・a骨骨'闘ー・圃-------司ー・・，ーー・----------駒僻F・‘F白骨胆・...・“ーーー
1町、"" 5299.4 3021.2 9120.7 ]550‘1 GB6.1 13066.2 42.5 65.8 52.' 

l(oynO¥(1 OI'T 

た。製造業の投資を一番低く抑えた第五次計画であり，三年Rの本年度で実際公共部門で

は投資を減額した。工業製品輸出攻勢を唱った現政権ではあるが，どんなに製造業に投資

をはかつても既に頭打ちであること，競争力を高めるには電力，輸送などのインフラ整備

が追いつくことの方がもはや先決であるとの政策転換が切らかにうかがえる。

111 主要プロジェクト

開発政策の目玉にあるのは，南東アナトリア計闘 (=GAP)である。総、経費 56億リ

ラ(1 9 8 5年価格)のこのトルコ史上最大規模のプロジェ PトGAPは，チグザス・ユ

ーブラテスJIIの流れる 6県(シャンルウル 77県，マルディン県，ガァズィアンテッベ県，

アドヤマン県，ディヤルパクノレ県，スィイルト県)にわたる。発電所建設，濯淑を中心左

した 13の大型プロジヱタトの統合名称である。この中には雨河上に 21のダム， 1 7の

水力発電所が含まれる。この大規模濯溺完成の暁には，ハラ γ原野が現在アダナを中心と

するチュタロパ平野の綿花栽培をそっくり受継ぎ，ヂヱイハンJIIが地中海に注ぐ平野地で

はEC向け栽培農業に転換するという夢をかけている。

1 3の大型プロジェクトを次に列記する。
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1.07タチュルグダム水力発電所(8 7年完)

総設備能力

年開発霞量

2，400MW 

8 9億 kwh

。シャンル・ウルブァトンネル

全長 25.4 Km，度筏 7.6mのパイプが 40 m間続で 2本走る。この濯i既水用トンネ

ノレがi関おす新農地面積 476，474ヘクタール

口シャンル・ウルファ水力発電所

設備能力 50 MW  

年開発電量 1. 2 4億 kwh

。シャンル・ウルブァーハラン縫瓶事業

147，866ヘクタールの農地化

Oマルディン・ジェィラ γプナル濯瓶事業

328，608ヘクタールの農地化

口シベレック・ヒルヴァンポンプ縫瓶事業

口ボズオパ・ポンプ濃i銃工事

5 5，3 0 0ヘクタールの農地化

2. カラカヤダム発電所( '88年完)

設備能力 1.800 MW  

発電量(年 73.4億 h町内

3. ユーフラテス国境計画(1 99 2年完成予定)

O ピレジック夕、ム水力発電所

設備能力 672 MW 年開発電量 2 5.1億 kwh

。ヵラカムシュダム水力発電所( 1 992年完成予定)

設備能力 180 MW  年開発電量 6.5 kwh 

4 スチル・パスィキィ計闘

146，500ヘクタールの農地化

5. 7ドヤマン・キャータ言十闘

4つのダムと 5つの発電所で合計設備能力 196MW.年間発電量 5.0億kwh

77，409ヘクタールの農地化

6. 7ドヤマン・ギョタス・アラパン計画(1 9 9 6年完成予定)

71.598ヘクタールの農地化

7 ガァズィア γテップ計画

3つのダムで合わせて 89，0 0 0ヘクタールの農地化

8. チィグリス・クラルタズ計画(1 99 7年完成予定)

設備能力 90MW 年間発電量 1.4億 kwh
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口チグリスダム水力発電所

設備能力 110 MW 年間発電量

1 2 6，0 00ヘクタールの農地化

9. パットマン・スイノレパン計画

総設備能力 300 MW 年開発電量

2 1 3，00 0ヘグタールの農地化

1 O. バットマン計画

設備能力 185 MW  年開発電量

3 7，7 4 4ヘクタールの農地化

1 1. ガルザン計画

設備能力 9 0 M¥;Y 年間発電量

60，000ヘクタールの農地化

1 2. イリス計画

設備能力 1 2 N口市 年開発電量

1 3. ジズレ計画

Oジズレダム水力発電所(1 994年完成予定)

設備能力 240 MW  年間発電量

口シロピ峡谷計画

30，000ヘクタールの農地化

O ヌサピィン・ジズレ・イディレ計画

89，000ヘクタールの農地化

71ー

2. 9億 kwh

1 5億 kwh

4 8.3億 kwh

3. 1億 kwh

3 8億 kwh

38.3億 kwh
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W 進捗情況と外国援助動向

88年度 60億ドノレという対外債務の支払い重荷に拘らず(この額は IMF報告によればト五

番目の重荷負担国)外国資本は引続き， トルコに流れている。産業構造を国際競争力のある体

質に転換していく為，エネノレギー，インフラ以外の政府事業 (SEE)を民間に移渡する政策

l土 87年 2月末のTELETASの政府持株(全株の 4割にあたる)売却により，実現の第一

歩をみた。今年中にスメーノレハンク 繊維・日用雑貨の SEEーそれにベトロキミア公団の政

府持株が売却される予定である o

現政権は外国資本に対する投資インセンティプを，輸出インセンティプから切離し，投資優

先地域を設定して，同時に後替地活性化の一助として活用している。

第 1伺発優先地域(17県)・アドヤマン，アルトピン，デ fヤノレハ Fノレ，エラヅーウ，エノレ

ジンジャン， シノレズノレム， カフラヌンマラシ， マラチャ-<ノレディン，スパス，チャンクノレ，

チヨノレム， カスタモヌ，スノップ， シャンノレウノレブァ， トカット， ヨズガット o

第 2開発優先地域(10県)・アーノレ，ピ γギョノレ， ピトリス，ギュムシャーネ，ハッカリー，

ムシュ， スィノレト， トンジェリ， カノレス， ヴァン。

通常地域・どの地域にも含まれない 35県

先進地域(5県)・イスタンプノレ， コジャエリ， アンカラ，イズミ」ノレ， プノレサ

上のランクに従って外国資本の比率を高めたり，翰出義務の軽減，税金控除，電気代割引，

輸入税の免除，国:街地の無償供与が段階的に定められている。

国内製造業者のインセンディプとしてある『輸出払い戻し税制』も，製造業の輸出振興策の

要として税制御j度に組込まれ，売上高の 6%から最高20%迄が契約成立後，財勢外国貿易庁か

ら支払われるo

表 13 1987年公共部門潤定資本投資プログラムのプロジェタトの性格別による分類

と外国資金

単位百万リラ{名目)

1987年 1987年 総計中の

プロジヱグトの性務 総経費 支払分 支払分
シェア

1987年
(1) 総経費支払分(i)

調査計画 1， 577， 181 108，101 121，764 5.4 2. 1 

継 続 713，271 301， 856 308，606 2.5 5.4 

調査・開発 603，919 61，847 101， 827 2目 1 1.8 

輸送車購入 88， 472 52，232 54， 847 0.3 1.0 

機械購入 1，018， 765 339， 248 511，000 3.5 8. 9 

内
〈

u
q
I
 



1987年 1987年 総計中の

プロジェクトの性格 総経費 支払分 支払分
シェア

1987年
(1) 総経費支払分(1)

建 設 3， 782， 848 732，903 820， 736 13. 0 14.3 

港湾施設 91. 145 18， 383 19， 663 0.3 0.3 

-排水 2， 378， 241 226，041 247， 250 8.2 4. 3 

土地改良 133， 064 23， 529 26， 779 O. 5 0.5 

林業・植林 298， 060 65，892 65，892 1.0 1.2 

倉 庫 74， 815 34，488 34， 488 O. 3 0.6 

鉱床探索 91. 241 79，487 79， 487 O. 3 1.4 

鉱石 14， 954 14. 954 14， 954 O. 1 0.3 

鉱石抽出 816， 878 125， 699 125， 699 2. 8 2. 2 

フィーノレド技術 134， 186 21，084 21， 084 0.5 O. 4 

石油採掘投資 200， 337 9， 330 9， 330 O. 7 O. 2 

製造設備 1. 940， 808 189， 691 189，691 6. 7 3.3 

工場施設拡大 545，574 45， 944 45，944 1.9 O. 8 

220KW中継線 2， 300 2，000 2，000 O. 0 0.0 

配電設備 67， 800 25， 000 25， 000 O. 2 O. 4 

都市内電線網 373， 261 108， 850 108，850 1.3 1.9 

154 I仰トランスセンター 134， 300 29， 348 29， 348 0.5 0.5 

切断・遮断器 4， 600 1， 400 1， 400 O. 0 0.0 

地熱発電 2， 629， 182 291， 200 291， 200 9. 0 5. 1 

水力発電・ダム 3，303，760 167， 130 358， 520 11. 4 6. 3 

380KW中継線 157， 617 33，881 33， 881 O. 5 O. 6 

154問中継線 58，350 18， 409 18， 409 0.2 0.3 

山村電気化 62， 775 36， 500 36， 500 O. 2 0.6 

380KWトランスセンター 75， 482 16， 500 16， 580 O. 3 0.3 

フィーダー 16，231 5， 467 5，467 O. 1 O. 1 

国道舗設・補修 379， 525 27， 996 53，496 1.3 O. 9 

県道/1 H 1， 025， 657 29， 500 47， 500 3.5 O. 8 

村道 H /1 36， 000 36， 000 36，000 O. 1 0.6 

自動車道 1， 036， 430 44， 220 379， 274 3.6 6. 6 
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1987年 1987年 総計中の

プロジェクトの性格 総絞費 支払分 支払分
シェア

1987年

(1) 総経費支払分(1)

光道 74， 100 5， 785 5，785 O. 3 O. 1 

林業道 30， 000 30， 000 30， 000 O. 1 0.5 

橋梁宮市設・補修 62， 957 12， 910 12， 910 O. 2 O. 2 

鉄道敷設 240， 097 45，960 45，960 O. 8 0.8 

信号化 87， 359 21， 165 21， 165 0.3 0.4 

駅開設・補修 35， 205 3， 900 3，900 O. 1 O. 1 

鉄道網整備 55， 313 6，615 6，615 O. 2 O. 1 

鉄道車総購入 119，945 39， 945 39， 945 O. 4 0.7 

主主頭敷設 13， 394 1， 250 2，250 0.0 O. 0 

船の倉口 10， 500 400 4，516 0.0 O. 1 

海上輸送車購入 249， 281 44，427 44， 427 0.9 O. 8 

通信網整備 103， 873 103，873 103，873 O. 4 1.8 

化 85， 139 6，270 6，270 0.3 O. 1 

ヲヂオ・テレビ送信所敷設 69， 400 24， 630 24， 630 0.2 0.4 

ラヂオ・テレビプロダタションセンター 48， 050 11， 700 11， 700 0.2 0.2 

電話交換所 156， 743 156， 368 156， 368 0.5 2. 7 

遠距離電話システム 63， 642 63， 642 63， 642 O. 2 1. 1 

村内有線電話 31， 665 31， 665 31， 665 O. 1 。‘ 6
都市内技術インブラ整備 2， 416， 315 257，851 271，619 8.3 4.7 

公共施設整備 15， 265 7，265 7， 265 O. 1 O. 1 

人件費 169， 403 169， 403 169，403 0.6 3. 0 

限定作業会計 8， 245 6， 952 7， 052 0.0 O. 1 

その他 1， 076， 511 406， 299 406， 299 3.7 7. 1 

総、 計 29， 089， 431 4， 782， 465 5， 719， 725 100.0 100目。

(1) 外国資金と特別基金調達分を合む
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図 11 トノレコ共和国国家機構図
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3.社会

a} 政治制度

1923年10月29日に共和制を宣言して以来，共和国制jを堅持している。

b) 民族，宗教，言語

国勢調査の報告によれば90%の国民自らトルコ人と称している。少数民族としては，ギリ

シャ人，アノレメニア人， クノレド人があげられる。ギワシャ人， アノレメニア人は，それぞれト

ノレコ国外で独自の共和国を持っているが， クノレド人はそうではない。東部のディヤノレバタノレ

県を中心に住みついているが彼らの多くはトルコ人と同化し， タノレド人というアイデンティ

ティは，国家下の自らの生まれとして内で秘めたる意識である。

95 %の国民がイスラム教スンニ派を信仰しているが，他の宗教に大変寛容である。ギリシ

ャ人アノレメニア人はそれぞれキリスト教内でギリシャIE教アルメニア教会をなしているが，

タルド人の文化的アイデ γティティについては古代のアッシリア人であり宗教的独自伎はな

い。しかしクノレド語は話し言葉として今日でも広く家庭内で使用されている。叉，アノレメリ

ア語，ギリシャ語はそれぞれ独自の文字をも持っている

c} 社会制度

家族

1923年 10yl成立のトノレコ共和国は.1926年 2月に，当時のスイス民法を殆んどトノレコ諮

に移し変える形で民法を制定し，大筋それを守って今日に至っている。イスラム社会で従来

経済力が許せば四人まで妻帯が許されていたが，一夫一婦主義へ転換がなされた。

しかし，この法転換にもかかわらず，多妻を続け社会に私生児がはびこり始めたため，政

府は 1933年，共和国樹立十周年の大赦に，二番 EI.三番EI. 四番目の婚姻も追認する恩赦を

盛り込み，私生児の嫡子化を計った。

相続制度

民法では配偶者が半分，残り半分を子女間で均等分割する様決められている。しかし山村

部では，長男への財産集中の慣習として定着しているo 更には，男性優位のあかしとも窺え

るq 家庭の長は男である"という民法規定が伝統的父系社会での寡婦の遺産相続権を無視さ

せるに奈り，長男が父親なき後の喰一家督相続者となり，自分の弟妹に対しても実質上の親

権者として子供の進路を決定し，家事分担等の宰配を下す例i土，都市部以外ではさほど例外

的な事ではない。

女子は家族中に男子がいれば他家に嫁ぐのが常識であるから一般的に後繰りの生活を脅か

す程度に不動産を分割することは先ず考えられない。従って嫁入り時に嫁入り道具として法

的相続綴を明らかに下回る動産・貴金属を続権者から授かる事で満足するO

婚娘制度

民法における婚姻条項を挑めると婚姻最底年齢を男子 17才，女子 15才(判事の許可があ

る場合はそれぞれ 15才と 14才}.結婚直前の健康証相互交換義務，二親等以内の結婚禁止，

イスラム法宗教儀式による四人迄の妻帯の禁止と一夫一婦詰IJ採用等が唱われている o
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都市での婚娘形態について言えば，明文規定がなくとも収両性の合意"に基づいて，更に

双方の両親の伺;章、の下に，挙式を迎えるのが普通である。この挙式とは市役所の結婚式場に E

婚姻登録係と公証人が立会い両人が婚姻主主録証に署名する形で行われる。

山村部での婚姻も基本的には役場に行って婚姻登録に新郎新婦が調印することで成立する

が，これに続く被露宴，ないし直前の結納・嫁受取り金の授与も婚姻の儀の一部となってお

り新郎{闘が婚姻を決定する際の勘案要因(ニ財政的負担)となって重くのしかかる。

出産・育児制度

民法規定には，嬰児出産後二週間以内に内務省管轄の市役所，村役場へ出生届出義務がある。

これに基づき内務省、からu 本人の 1Dカード"が親権者に送付されて来，親権者はそれに，

氏名，字名，父親名，母親名，出生場所，生年月日を記入し，右偶の写真添付の筒所のみを

残して役所へ持参し，内務省の印を搾してEまうことにより，新生児が内務省、に登録される。

この収 1Dカード"Iこより生後数週間白から始まる各種予紡接績を無料で受けられることを

始めとして一切の市民権の享受が始まるo しかしながらこの出生届出義務の規定にも拘らず

統計局の各種のサ γプリング調査や，五年に一度の国勢調査で，帆出生の約半分が登録され

ていない" (統計局標本抽出室人口統計係Ms Tomr i' s Alunar)という実憶がある。

d) 教育制度

l 初等教育

j持六才から始まる五年間の義務教育が教育制度の基幹であり，初等教育制度に変化はな

い。 1950年代半ばから見られた児意数の増大に戟昼二部昔話が都市部で見られ， 70年代後半

からの第二時ベビー・ブームには，小学校の朝昼タの三部制さえ，アソカラ・イスタンプ

ノレ・イズミーノレの三大都市では見られた所もあった。

近年有料の私立学校がつぎつぎと建立され，中には小・中・高とー寅体制jを敷いている

学校もあるが，教育のアタチュノレク主義には公立学校と何ら変りはない。

1983年以来，欧米先進国並に義務教育期間を初期中等教育迄延長する企画がなされ，大

都市地域の幾つかの学校で既に軌道に乗っている。これは現在約50%の中学校進学率を第

五次五ヶ年計画終了時の 1989年に 75%に引上げるべく努力中であるが新たに中学校を新

設するのではなく，現存の小学校に更に三年の中等教育を追加する形でプロ νェタト指定

校で実験されている。中卒後五年閣の高等師範教育を受けたこれ迄の小学校教師に，大卒

中学校教師と同様の教科を担当させる為に，現場の師範卒教師の質の向上が計られている。

二部昔話授業時には朝八時半から夕方五時半迄，教師は教檀に立ちつくしであったが，二部

制授業が次第に解除される方向に向う今，小学校に勤務しながら大学へ通って大学卒の資

絡，つまり中学校の専任教育科目担任の資格を得るよう助成を受け始めている。

義務教育五年後の三年間を小学校教育に追加をさせる鍔力と共に，小学校入学部一年間

の予備教育も 1980年以降，拡がっている。これは元々大都市地滅の共働き勤労者が，新設

大学，その他の公共事業所で託児所を設け始めるのを見て，私設託児所にfJlける費用を捻

出できない事を理由に文部省に五歳児の小学校就学を要求したことに始まる。出生局の自
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己報告率が五割見当の当国では，出生後，就学年齢の始まる迄の期間，予防接種等で国が

新生児を"発見"しても人口カードを作成することはない。ただ五年毎のセンサスで発見

される新生児の登録はセンサス実施員によって1足され，幼児の年齢が誕生後数年経って内

務省登録がなされるのが現状である。

表 3 第五次 5ヶ年計画に見る，中等教育レベノレでの普通・職業学校登録率

Yoars 

NUMBER OF GENERAL， OCCUPATlONAL， TECHNJCAL STUDENTS 
AND ENROLMENT RATES AIMED AT IN SECONDARY 

SCHOOLS IN FIFTH PLAN PERJOD 

General 
Second. Schools 

Occup. Tech. 
Org. Extend 
Second. Schools 

(10朗 Peoplel

TotnI 

(12 ~ 14 Student EnroU. Sludent Eru'oll. Student Enroll 
age group) Number Rate Nu田 ber Rato Nu田 ber Rate 

1983・84 3.357 1.300 % 41，4 201 % 6.0 1，501 % 47，4 

108{-85 8.371 1.480 43.8 236 7.0 1.716 50.8 
1085-86 3晶306 1.590 46.8 305 9.0 1.865 55.8 
1086-87 3.417 1.680 49.2 410 12.0 2.090 61.2 
1987・88 3.439 1.790 52.0 550 16.0 2.340 68.0 
1988-89 3.404 1.900 55.0 693 20.0 2.583 75.0 

Sourco I SPO 

全児童数の半分が小学校止りで，山村では家事手伝いに就き，都会では様々な職業の丁

稚奉公を始める o

近年産業化を進める過程での大卒のエリートヱンジニアと現業労働者との間の進め難い

ギャップがあらゆる面で明白化し，それが生産性向上の為の大きなハンディになっている

事に気付き始めた。そこで小学校卒の工員と大卒エンジニア間をとり持つ，職業中学・駿

業高校教脊の充実に力を入れ始めた。進行中の第五次 5ヶ年計画では大学進学用の普通高

校の定員増は年率 0.5%に j留めているのに対し，職業訓練高等学校は各年 1~2%の定員

増と，専門特殊化を進めることに意を注いでいる。そして五ヶ年計画終了時には，計画開

始時の三割の高校進学率を四割に到達させる目論みである。
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表 4 第五次 5ヶ年計画に見る高等学校就学者数増強プラン

NUMERICAL TARGETS IN LYCEES IN FIFTH PLAN PERlOD 

Uo∞People) 
Normal Lycees Occup. T日ch.Lycees Totai 

U5 -17) A ム 九一一ー一ー， 、 v 

Years Age Group Students Enroll. Students Enroll Students Enrol1 

198~.84 3.230 660 % 17.3 433 % 13，4 993 % 30.7 
1984-8d 3.28手 676 17.6 473 14.4 1.048 31.9 
1985.86 3.321 690 17.す 621 16.7 1.111 33.4 
1986・87 3.346 610 18.2 679 17.3 1.189 35.5 

1087-88 3.367 625 18.6 646 19.2 1.271 37.3 
1988.80 3.387 636 18.8 698 20.6 1.334 39.4 

Source I SPO 
N. B The layout and pattern 56t forlh ln the .Manpower，. chnpier 1n the Plan 
、....111be taken as a basls for the occupational breakdown 

e) 保健医療制度

19世紀中葉近代化の緒についた特は，多くの他のアジア各国で今B見られるとおりの伝統

医学，地域毎の種々な薬草治療や治療の全てであったが，今白，トノレコは西洋近代医学を100パ

ーセント採用し，伝統的医療は制度としても実施の形でも全く見られない。しかも先進匿の

ような総合医療保検制度はなく，叉社会主義国で見られる 100%国家管轄の社会医療制度が

ある訳でもない。

初代の厚生大医レブィタ・サイダムは傷病兵の治癒，一般治療と共に遅れた当時の伝染病

対策に取り組み第二次大戦終了時までに治療の為の病院組織化と予防の為の保健所組織化に

ついて政府の権限・責務であることを明確にした。戦後，新設の労働省が労働者保険制度に

着手し，労働災害救済の為初めて厚生省一括体制が崩れ，一方50年代の急、激な社会的変化の

中で大都市クリニッタの開設が始まる。こうして厚生省・病院・大学病院・保健所組織と，

半官半民の企業体労災病院・私設クリニックからなる今日の混合医療体制の根幹ができ上っ

fこ。

61年明社会化法"でそれ迄の保健所綴織を重層化(へノレスユニットとへノレスポストの分化・

強化し). 67全県の各市町村に医療網の拡充が計られた。六つしかなかった医学部が70年代

末には15にふくれ上がり，医師以外の専門医療，各種学校の中堅地方都市への分化が見られ

たのも 60・70年代の発展である。一方，大学病院は，ヘルスユニットの上位でへノレスセン

ターを設けて，都市単位の医療体制lをさらに広域化した。医学部のキャンパス敷地内に併存

していた大学病院が都市部と農村部の分妓地点や主要自動車道の脇に建設された。これらへ

ノレスセンターは医療の効果を上げる為，大学自治の原則に立って外国研究者・医療協力団体

と進んで共同作業を始めるようになった。

81年迄延期されたu 社会化計磁"の後を継けて実施に移される今日に続いているのがJ‘医

師のローテェンション制"である。今日，医学部新卒の研修医は僻地のヘルスセンターに配

属され一年間医療奉仕iこ努める。僻地度によって，最高，本俸の七割迄を(降地手当として支

給される。その後，大きな医療施設で働き，専門医試験にパスすると，叉二年間の僻地医療
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奉仕が義務づけられている。医療奉仕の面では高く評価された新政策であるが，医学の専門

化，質の高度化を阻害する制度として非難する向きもある o

医薬分立が行われ，大学病院・厚生省病続でも外来患者には処方を書くだけである。 トノレ

コ国有の三大製薬会社がこの薬局網をしっかりと摘んでいる。 79労災病l1itが白からの綾織で

大量使用する為独自の製薬工場を作り始めたが，大製薬会社の圧力で工事半ばで頓座した。

一方，労災病院の運常については，その管理・人件費が高くて窓、者の薬代その他の治療費の

割合が低く問題となっている。監査体制が充分でないこと，叉雇用者負担分が常に滞納の状

態で延納諜徴金についても高く設定できないという問題がある。組織労働者率20%のトルコ

で厚生省からの割当てが充分なされなく，この種の病院後営の困難さがうかがえる。

f) 女性の地位

61年憲法で，第三主主u 社会・経済に関する権利ならび義務"の筆頭がu 国家の基礎をなす

家族， とりわけ母子の保全に，国家は政策を講じ，組織作りに励む"という第35条であった。

82年の新憲法ではいミ母子の保全lこ"という直後lLU家族計画を説きその実践を指導する

為"という一文が追加された(新憲法第41条}。

叉， 1935年の第五回総選挙以来，女性の社会的平等が国是として定まっている。政策とし

ての女性登用は，従って半世紀以上の償習を生み，各分野での女性進出が見られる。イスラ

ム信仰が女性の社会的活擦を制している多くのアラプ・イスラム諸国と違って， トルコでは

信仰が個人の良心の問題として掴まられ，そのように教育されているので，信仰が女性の地

位を下位にとどめていることはない。

しかし，山村部では，家庭の長としての父親の権威が女性をして，幼年時から分離した環

境で育てる為，なかなか進学して験を身につけることはむつかしいと言える。都市での男女

識学率には差違はないが山村部で女性の識学率はめっきり落ちる。

マネスコ文化統計年鑑1985年によると， トルコの識字率男女合計は 74.2%，男子 85.9%

女子 62.5%である。
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H 人口・家族計画に関するニーズの把握

1. 人口精進の推移

ι 人口とその推移

1985年センサスによるトノレコ人口は，約5.066万人であり， 1980 -85年にかけてのセン

サス間年本場加率は約 2.5%である。この場加率が継続すると，約28年後には現在の人口は

倍加する。表II-lに各センサス人口の時系列変化およびセンサス間の年率増加率を示した。

1975 -80年の人口増加率に若干の洛ち込みが観察されるが， 1965年以降のセンサス間人口

年平均増加率は，ほぼ2.5%の水準で推移している。

ここで wト都I朽化率の推移』にも関連することであるが，都市・農村荷の人口増加率を

みると，都市人口増加率がはるかに高い傾向を示している。人口動態率については後述する

が，都市・農村部の出生率を比較する1::，農村部の出生率が都市部を上回っていることから

都市部の人口増加は，都市流入人口の貢献によることが多いと考えられる。

表II-l 人口および人口増加率(都市・農村)

1F次
:1モ fiil 都市

人
lutjX附

日(人) I J何加市 (%0) 人 1:1 (人)

1927 13，643，27日 3，305，379 
1935 16，158，018 21. 10 '3，802，642 
1 940 11，320，950 19.59 4，346，249 
1945 18，790，114 10. 59 4，681，102 
1950 20，941，188 21. 73 5，244，337 
1955 24，064，763 27.15 6，921，343 
1 91i 0 21，154，820 28.53 3，859，131 
1965 31，391，421 24.62 10，805，817 
1910 35，605，116 25.19 13，691，101 
1975 40，341，719 25.00 16，869，068 
1980 H，136，957 2日.65 19，645，001 
1985 50，664，458 24.M 26，865，757 

E現II-l 人口の推移(都市・農村)

;)1 

.)1 

引作

1(11 

U 

|附H年人口
J('l1J11 'f' (町。}

17.50 
26.12 
15， 10 
22.47 
55.61 
49.21 
39.11 
41.33 
41. 75 
30.41 
62.61 

， 
.' 

h"! 村

人 口(人)

10，342，391 
12，355，376 
13，174，701 
14，103，012 
15，1打2，851
17，131，420 
18，395，039 
20，585，604 
21，914，075 
23，478，651 
25，091，950 
23，198，701 

ty似Rs年人口
i的日本(君。}

22.23 
17，34 
9.12 
21.49 
11.48 
19.53 
17.14 
12.51 
13.79 
13.29 
ー10.59

ー一宝田
郡市

lqu 1 9.1~ 19dO 19~5 11~(l 19時 1910 19同 1970 197~ 釘渦 円出

資料)census of pOPlllalion by adminislralive division， 1985. 
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b 男女別人口と性比の推移

表立 2は，各人口センサスにおける男女別人口と性比の推移を示したものである。 1940

年以前の 2時点を除き，男子人口が女子人口を超過している。

一般に封鎖人口においては，男女511]構造を決定する要図は，出生{生比と死亡1性比であるが，

出生1生比は一般的に男子において高く，死亡性比は乳幼児期左中高年期において男子の方が

高いため，相対的には男女の人口はほとんど均衡が左れている。表に示すように， トルコ人

口は男子人口が超過しているわけであるが，これは調査対象となる女子人口が過小報告の傾

向にある国，女子死亡率の高い国一例えば，南アジア諸国等にも観察される現象である。

表II-3は1975年， 1980年の年齢措級別性Jtの変化を示したが， 1980年の方が 1975年

と比較して男女人口は均衡している o 2時点に共通するのは， 10歳位までは出生時の性比を

反映しているが，その後はさらに男子人口が超過する傾向がみられるO 年申告階級による例外

があるが，ほぼ再生産年齢を終了する年齢階級すなわち， 50歳伎で男女人口が均衡し，その

後女子人口比率が高まっていく傾向がみられる。この傾向は，再生産年齢における女子の死

亡率が高いこと，前述のように高年期IJ-50歳以降の男子死亡率が高くなっているためである。

また， 1975年の 35~ 40歳階級， 1980 年におけるお~ 44歳階級における性比の低下につい

ては，男子の海外労働力移動等の原因が考えられる o

トノレコの海外労働力移動に関して，年次jjlj，思別の労働者数は表11-4に示す通りである。

表豆一 2 男女別人口と性比の推移

年次 総人口 男子人口 女子人口 11上r

1927 13，613，270 6，563，379 7，031.391 93 

1935 16.158.018 7.936.770 8.221.218 97 
1940 17.820.950 8，898.912 8.922.038 100 

1945 18.790.171 9.416.580 9.343.594 101 

1950 20.947.183 10.527.085 10.420.103 101 
1955 24.064.763 12.233.421 11.831.342 103 

1960 27.754.320 14.163，888 13.590.932 104 

1965 31.391.421 15.996.964 15.394.457 104 

1970 35.605.176 18.0日6.936 17.593.190 102 

1975 10.347.719 2日.144.730 19.602.989 106 

1980 14.736.957 22.695.362 22.0H.595 103 

*女子人口 100に対する男子ー人口の比率
出所)state Institute of Statisl.ics. Sl.atistical Ycarhook of Turkey 1987. 
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表Jl -3: 作曲~}IIJ性比の変化

年的附級 1975 1980 

。~ 4 105 105 

5~ 9 105 105 

10~日 114 109 

15~19 110 107 

20~24 111 105 

25~29 110 104 

30~34 106 104 

35~39 95 96 

40~44 104 93 

45~49 110 10日

50~54 102 99 

55~59 100 106 

60~64 98 90 

65+ 85 83 

資料)state Jnstitllte of statistics， statistic<li Yearbool< of TlIrkey1987， 

表Jl-4:トルコ人移民労働者数

1961~65 1966~70 1971~75 1976~80 1981へ-85 1986 合!I 

西ドイツ 136，411 276，266 237，220 7，514 432 17 657，8官。

オーストラリア 2，263 3，944 2，246 1，022 391 9，866 

オーストリア 4，504 13，780 18，902 2，276 221 52 39，735 

ベルギー 13，917 431 1，575 220 27 16，170 

プランス 88 9，227 46，653 66 23 3 56，060 

オランダ 5，390 10，378 9，126 301 41 12 25，254 

スイス 351 2，246 4，762 1，808 930 137 10，231 

イラン 72 72 

イラク 30，782 2，160 32，912 

クウェイト 880 880 

リピ7 111 3，944 45，321 106，735 8，381 164，492 

サウジアラビア 430 328 26，218 107，994 23，77I 158，741 

ヨJレタン 1，065 1，065 

その他" 24 4，97宮 7，667 14 ，357 3，549 684 31，260 

合目| 160，685 320，111 334，121 100，357 253，779 35，608 1，2例，邸l

01:) I) アメリカ，イギリス，7'ンマ ク，スエ デン，ノルウヱー，アラプ首長田述却など.
uu円j) 15 ve Isci sulma l<urtlf11U， Is!afI5lik 1't'''!!1 1985. Ankura. i981， p. 19 
1986: T. C. Mcrkcz llankAsl， y，lhk II(/tor 1986， 1987， p. 112. 
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c 人口年鈴 5歳階級割合の推移

1 )人口ピラミッドの変化

5歳階級5}IJ人口の推移については， 1960年， 1980年また将来推計も含めた形で 2000年

における人口ピラミッドで示した00 区III -2に示したように， 0 ~ 4歳階級， 5 ~ 9歳

階級人口比率は，減少傾向にあるが 3時点とも山型の人口ピラミッドを示している。一

般的には山型の人口ピラミッドは，高い出生率と比較的低い死亡率の組み合わせが継続し

た場合に観察される。人口動態率については後述するが，国連推計による出生率，死亡率

は 1980-85年において，それぞれ30%.，8到。前後て、あり，死亡率の水準と比較し，高い

出生率水準を示しており，人口ピラミッドは山型が総統されている o

2) 年齢構造の変動

ここでは，後述する人口政策において，増加する人口に対する，教育，医療の充実およ

び雇用対策がその中心となっている。従って，経済活動の中心となる 15-64歳人口，お

よび従属人口の動向を知るため，年齢構造の変動に隠し，年少人口(0 -14歳人口)，生

産年齢人口(15 -64歳人口)，老年人口(65歳以上人口)の 3区分の年齢潜級によりト

ノレコ人口の構造を考察する。

図II-3に示したのは， 1950年から 2000年に塗るまでの従属人口指数2) 年少人口指

数3)，老年人口指数4)のトレンドである。 1950年近傍において観察される低い年少人口指

数は，高い乳幼児死亡率を反映し低くなっている。その後，高出生率は持続しているが，

乳幼児死亡率が徐々に改善されたため， 60年代， 70年代に年少人口指数はピークを迎え

る。さらに出生率の低下に伴い，すでに人口ピラミッドでも示したように，日 ~9 歳階級

人口比率は徐々に低下し，年少人口指数もまた，低下傾向を示している。老年人口指数は，

ほぼ横ばい状態であるが，この傾向は 60年代， 70年代の出生コーホートが，生産年齢人

口に入り 65歳以上の老年人口へ退出するまでの通過する間， しばらく継続する。以上のよ

うに 60年代， 70年代の出生コーホートが， 70年代後半より生産年齢人口に入るわけである

が，これを反映し，生産年齢人口は急速に場加する。表II-5に示したのは 1985年と2000

年における年齢 3区分の人口とその比率である。これによれば， 2000年までに 15-64歳

人口比率は， 59.26 %から 61.95 %に増加し，今後，雇用機会拡大の必要性にせまられる

こととなる。

注:

1) 長期時系列データ関しては，国連中位推計を用いた。

United Nations， World Population Prospects， Estimates and Projecti 
ons As Assessed in 1982， New York， 1985. 

2){年少人口(0 -14歳人口)十老年人口(65歳以上人口) } /生産年齢人口
( 15 -64歳人口)X 100 

3) 年少人口(0 -14歳人口)/生産年齢人口(15 -64歳人口)X 100 

4) 老年人口(65歳以上人口/生産年齢人口(15 -64歳人口)X 100 
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限立 2 人口ピラミッドの変化

196()年 内
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資料)United Nations. World Population Pro?pects， Estimates and Projections As Assessed 
in 1982， New York， 1985. 
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表11-5:年自白区分人口分布と人口J肘{および従属人口比率

年齢区分|人口(千人)
上t~ド 従属人口

人口(千人) 比率|従属人口 |人日明
(自) 比率(言。) (%)比率向。) I (%) 

0-11 18，236 36.6 617 21，939 32.8 529 20.3 

15-64 29，537 59.3 687 41，H7 62.0 614 40.3 

65+ 2，067 4.2 70 3，522 5.3 85 70.4 

49，840 l日0.0 66，908 10日.0 34.2 

1ftH) State Planning Organization， in TlIncer Kocaman， Structllre of Turldsh Population， 
Pol icy and FlItllre Prospects， 1987. 
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d. 民族別人口構成の推移

センサス項目の中には民族に関する質問は含まれていない。 トルコにおいてはトルコ人が

90%以上を占めている。支な少数民族としては， タノレト族が東部に集中し，アラプ人がシリ

アとイラクの国境付近に居住している。その他は，ギリシャ人，アノレメニア人，ユダヤ人等

である。

資料}世界経済情報サービス w トルコ:経済・貿易の動向左見通し~.昭和61年

e. 宗教別人口構成の推移

宗教に関するセンサス項目は，キリスト教徒に対しては，カソリッタ，ギザシ7正教，プ

ロテスタント，グレコリアンの別を質問し，回教徒，ユダヤ教徒，その他の宗教については

宗教名だけを明示する形式となっている。集計結果について入手できなかったのが，概観す

ると，回教徒は宗教人口の99%以上を占めている。回教はスンニ派左少数のシー7派にわか

れ， さらに株式会社組織が多数あって，政治的社会的結束度は高い。 トノレコ政府は宗教を理

由とする差別を禁じている。カソリックとグレゴリアンは，回教に次ぐがそれぞれ全体の0.2

%を占めるに過ぎない。

資料)世界経済情報サービス w トルコ:経済・貿易の動向と見通し~ .昭和61年.

f 労働力人口の推移

1965年以降のセンサスにおける労働力人口の推移は表II-6に示す通りである。労働力率

の変化をおうと，女子労働力率はほぼ一定であるが 男子のそれは増加傾向にある。男子人

口増加惑と労働力人口増加率を比較すると. 1970 -75年. 1975 -80年において労働力人

口の増加率は，男子人口増加率を上回っている。

i翠11-4は.1980年における年齢別，男女7JJj労働力率を示したものであるO 男子の労働力

率プロフィーノレは逆U字型を示している。すなわち. 15 -20歳年齢階級の学令期終了後に

労働市場に参入し. 30 -35歳に労働力率はピークに達し.60歳をすぎる煩から職業活動か

らの引退が治加し，労働力率は低下する。男子の場合，このような労働力率プロフィーノレは

どの国においてもほぼ同様の形状を示している。

一方，女子の労働力率プロフィーノレは男子のそれと異なる。 トノレコの場合，ゆるやかなM

字型を示している o 15 -19歳年齢階級において女子の労働力率はピーク に達し，その後 20

-35歳絡級において労働力率は低下傾向を示している。トルコにおいてはほぼ20歳台で結婚

し，この時期に非労働力化するものが多くなる。その後，出産，育児のため労働力率は低下

するが.40歳台に入り子供が成長し，ある程度育児が解放された年齢において第二のピーク

が銭察される。すなわち，女子のライ 7 ・サイクノレをたどる形で労働力率が変化していく。

こうしたM字型の低い労働力率は多くの場合，非農業型の産業主士会に綴察される。

88-



表11-6:男女別労働力人口の1ft移、 1965-1980年

~E :ti.1 男子人口 | 女子人口
F次
s人口(j削11羽) I労働力人口(増加判)I労働力率|人口{増加判) I労働力人口(切明可労働力事
1965 15，996，961 ( 8，120，829 (ー 52，6 15，391，451 (ー
1970 18，006，986 (12.6) 9，306，342 (10.5) 51目7 17，598，190 (11目3)
1975 2日，141，730(15目2) 11，119，506 (20.1) 53.9 19，6日2，989(11.1) 
1930 22，695，362 ( 9.4) 12，281，251 ( 9.9) 54.1 22，041，595 (12.4) 

資料)Statc Insli lulc of Slalistics， Stalistical Ycarbook，1987. 

図日 、与:年申告別、男女別l労働力率
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資料)State Institutc of Statistics， Statistical Yearbook， 1987. 
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g. 産業別人口の推移

過去12年間の産業別人口の推移は図1I-5に示す通りである。 12年間の傾向として，農業

就業人口比率が徐々に低下し，サービス業就業人口比率が上昇傾向にあることが読み取れる O

サービス産業部門の雇用は経済活動の強化によるものであり，運輸，商業，その他のサー

ピス部門は，就業人口が20万人増加しており，民間部門雇用滑加分 32万9000人のほぼ3

分の 2に相当する。工業および建設業の就業人口増加率はそれぞれ 5.8%，4.7%である。

参考資料)OECD， OECD Economic Surveys 1986/1987: Turkey， 1987. 

図1I-5 産業lJlJ人口の推移(1976 -86年)

区豆沼 SE川 CES

弘区切削O山間Y

1∞ 1';';'1 持 1

80 

60 

40 

20 

。
1915 16 71 70 79 80 

亡二コ C印ON附'$mt即 f旧O

医函刷IC日印u山JlTUI附n府E 

81 82 83 

1. SCi¥wnnl tlllcmploym~ 1l 1 in ngricuJturc i~ inclllucd 
SOllrcc: Dalc $ublllillccl by thc Slnlc Plilllnillg OrgnnisntIon. 

出所)OECD， 0ECD Economic Surveys 1986/1987: Turkey， 1987. 
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h. 行政地区別人口，人口?密度，人口比重の推移

1980年， 1985年センサスにおける県知jの人口，人口密度，それぞれの 5年潤における変化

率は表Hー7に示す通りである。表II-7は，各地域開(5地域:西部，中央部，北部，南

部，東部)絡差が大きいことから，それぞれの地減ごとにまとめ，さらに，県別の増加率が

高い阪に並び換えを行ったものである。これにより地域格差をみると，西部黒海沿岸地域，

エーゲ海沿岸地域，北部黒海沿岸地域，南部地中海沿岸地域が人口需集地需となっている。

これに対して，内陵部は7γカラを例外として，低い人口密度を示している。

人口比重の推移であるが，凶日-6 fこ， 1980年から 1985年の 5カ年における人口の変化

率および斜線部分に 1985年センサスに基づいた人口密度 100人/1告が以上の県を示した。

人口の変化率をみる主東南部地域において高い人口増加率が観察されるが，この地域を例外

として{也の地域に白を向けると，人口務衝な地域において，人口増加率i立高くなっており，

こうした地域への一層の人口集中が観察される。

図II-6 県別人口の変化率(1980 -1985年)および人口密度 100人/Km2以上の県

o 0 ~ O@O  

資料)State Institute of Statistics. Statistica! Yearbook of Turkey 1987 
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表 rr-1 ，明別、 λ口おより人口苦境<1980年、 1985年}

2 人 ロ 人 ロ 官 1重
'ft t， 

1980 ll' 19S，ll'年平附増加率定| 1980ll' 1985年 |宮北:r.は)

]ンrIリ 596899 142245 4. 35 165 205 24.2 
イ;z， ~'11- ~ 4141890 5802985 4. 17 830 1023 23.3 
イ1ミレ 19)(，163 2311829 3. 18 165 194 11. 6 
m 1100091 1324015 2.04 104 120 15.4 

西 11Iウ〉 652488 103019 2. 61 81 93 10.8 
-jHヲ 160142 402121 2.20 58 65 12. 1 
可:1 901941 1050130 2. 11 68 16 11. 8 
うが'It 508141 610500 2. 13 114 121 1 !.4 

自R .; ~ t I} 603338 661418 2. 02 51 56 9.8 
IHf1.宇 3民3286 389 (，38 1. 40 50 62 6. 9 
JH-令市 053111 910281 1.30 60 64 6. 1 

J'hカ 391568 011121 1. 26 40 43 1. 5 
9~ワラ !II) 261008 291098 o. 94 43 45 4. 1 

トート一一一一一一ト一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一ー
7ifJラ 2854689 3306321 2. 94 93 100 16.1 
]， t 1562139 1169050 2. 19 33 31 12. 1 
nn 591516 666918 2. 20 42 41 11.9 
h ft'l 118183 8640ι。 2. 09 06 51 10. 9 

呼3 IH~ln 543002 591391 1. 08 40 44 10.0 
ウ~\'ヲ 201124 211261 1. 86 46 51 10.9 

~ どbンヲク 141001 160909 1. 81 34 37 8.8 
二f 511011 560386 1. 80 36 39 8. 3 

日8 ウlJIゐヲ 350116 382644 1. 19 39 43 10. 3 

"'H 491089 543380 1. 18 42 46 9. 5 
1M 62t1!'i08 619011 1. (，8 63 68 1. 9 
'!-lt.l; 240491 260156 1. 57 31 40 o. 1 
?hltlr 256933 218129 1. 59 41 51 8. 5 
11oト ち04433 545301 1.56 36 39 8.3 
11 411151 50411 8 1. 35 43 46 1.0 
7守lt 341281 358289 O. 91 62 65 4.8 
J，H 511831 599204 0.94 45 41 4.4 
J¥-'，'Jl. 25843 (， 2(，3964 o. 42 31 31 0.0 

ドー ト 一一一一ト一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一--
jbu 1008113 1108110 1. 90 105 116 10. 5 
サVヴtjフ 954512 1044945 1.81 111 121 9.0 
トううj) 111045 186194 1. 45 156 168 1. 1 

it HI。 113535 163851 1. 36 119 121 6. 1 
fレX) 480083 502151 o. 90 69 12 4.3 
リf 361158 314106 o. 10 92 95 3.3 
'.1) 116141 180140 o. 28 41 48 1. 1 

g8 OHU 4 fi0 9~6 450353 -0.03 34 34 0.0 
Yトワイ〉 228991 116338 o. 13 31 30 3.1 

← ト一 一ï~一一一一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一一一一一一一ー
イ?【b 43931 1034085 4.06 53 65 21.6 

南 6f7)jl 808697 96(，490 3. 51 106 116 18.9 
7iHt 14070ふ 091149 3. 48 36 43 19.4 
ItH 856111 1002252 3. 15 158 185 11. 1 
Ij! 1 ~85143 1125940 3. 00 86 100 16.3 

gS hう 438145 486190 2. 09 33 36 9. 1 
IHウル 235009 148001 1. 08 34 36 5. 9 

トー一h己7一一一一
6 02136 195034 5.54 32 43 30.4 

11tt-liヲl 118150 934505 3. 66 51 61 19. 6 
むイM 445483 514141 3. 11 48 48 10. 0 
l\ !J~IJ 155463 102645 3. 22 16 19 18.8 
7t?HJ/ 361595 430118 3. 11 48 51 18.8 
ワFノ d ι8(，46 ち41216 3. 10 25 29 16.0 
nリ1 151908 300843 3. 08 38 45 18. 4 

費 ?Hfi 564961 652009 1.81 44 51 15.9 
7-1 368009 421131 2. 10 31 31 15. 6 
~7う1/~うう 1 136032 840411 1. (，0 52 59 13. 5 
11:.t 302406 339491 1. 31 31 41 10.8 

部 1フ1守 440808 483115 1. 86 48 53 10. 4 
守ラトつ? 60(，9% 665809 1. 85 49 54 10. 1 
H1H 801809 85(d 7 5 1. 31 31 34 6.3 
Hシi5t>ン 281011 299985 1.23 24 15 4.2 
0131 128102 241548 1. 09 28 30 1. 1 
01， 100138 111431 o. 61 38 39 2. 6 
'lHln 115191 283153 0.61 11 28 3. 1 
シヲ，x 150144 111209 。‘ 58 26 11 3.8 
トワ):;1リ 157914 151906 o. 18 10 20 0.0 

宝 回 4413(，951 50664458 58 65 11. 1 

判) ö(tTii~~níijê5Y SI.t， Instltul， of St.t1sll札伽山 ofPopulation by Adminislratlve 

n
，u
 

n叫
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1 . 都市化率の推移

すでに表II-lで示したように都市人口は急速に増加している。表II-8は都市人口比率

の推移を示したものであるが， 1985年センサス特において，都市人口は50%を越えており，

今後もこの増加傾向は継続されると考えられる。表立 -9は，都市の規模別による過去10年

間の人口増加率を示したものである o 人口 1万から10万都市における人口増加率はあまり高

くない。一方，人口 10万以上の都市の塙加率は高く，この規模の都市への集中傾向が顕著と

なっている。

表II-8 都市人口の推移 図II-7 都市人口の推移

~次|都市人口(人) |比率(%) ， ー-10.000 
/ / 10.001 

1927 3，305，879 24.2 脚 ~'2 !i.001 
/ ----100.001 

l号35 3，802，642 23.5 ノ/ ノ ....ー5都CO市J人01 
一口

1940 4，346，249 24.4 〆'〆
〆〆

1945 4，687，102 24.9 
/ 

1950 5，244，337 25.0 

1955 6，927，343 28.8 
~"，，，，..，， 

1960 8，859，731 31.9 " .............ー-・.............
1965 10，805，817 34.4 

日_._.-....-ー，;::1"‘ 
1970 13，691，101 38.5 

:・..'圃唱..ー..'晶画....~.~: . . . . . . . 
1975 16，869，068 41. 8 
1980 19，645，007 43.9 1?15 1900 1085 

1985 26，865，757 53.0 

資料)census of population hy administl'ative division， 1985. 

表II-9 都市規模別人口

75目85年平均
人口封M実 1975 1980 1985 i削日率(常。)

10 ，00日以下 1，781，857 1，729，691 1，572，667 -39.60 
10 ，001 ~ 25，00日 2，371，436 2，617，861 2，915，218 20.60 
25，001 ~10日， 000 4，229，515 4，800，203 5，588，626 27.9日

100，001 ~50日， 00日 6，574，736 7，862，102 1日，889，572 50.50 

500，001ιLと 1，911，524 2，635，150 5，899，674 112.70 

都市人口 16，869，068 19，645，007 26，865，757 46.50 

資料)Cellsus of population by administrative division， 1985. 
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2. 人口動態の推移

a. 出生力水準の推移

1 )普通出生率

出生データに関しては，登録制度がト分に機能していないこ!:.特に後進的といわれる

東南地域におけるデータの信磁性が低いことから，現在登録制度による出生データを得る

こ左を中止している。従って，現段階の出生率は，厚生省で集計された出生デ タ，その

他の標本抽出調交による推計により求められている白。

従って，現在の出生数に関するデータは入手していないが，国連統計年鐙による1980年

近傍の出生数は表II-10に示す通りである。

国連推計による普通出生率の時系列変化は図豆 8に示す通りである。出生率は低下傾

向を示しているものの， 1985 -90年現在における普通出生率は30%を越える高い水準を

示している。図には同時に国家計画庁によって推計された結果を示した。(尚，参考とし

てそれぞれの数値を表II-11に示した。)

2000年にむけての推計については SPOの推計値の方が下回っている。 SPOの推計は今

後の出生率低下についての目標値も考慮された推計である。すなわち，推計の基準左して，

現在，最も出生率の低い西部地域の出生率を基準としており， 2000年における出生率がこ

の水準に達することを昆擦として，推計されているoV

すでに述べた通り，出生率については正確な統計を得ることは現時点では不可能である

が，センサスから得られる年齢別，生存子供数7JIJ女子人口および出生力の代理指標として

婦人・子供比率を算出する資料としての男女別各歳7J1j人口は表II-12に示す通りであるo

注)

1) Prime Ministry State Institute of Statisticsでの聴取による。

2) Tuncer Kocaman (Expert at SPO)， Structure of Turkish Popu1ation， Po1icy 

and Future Prospects， 198'1目

表II-10 出生数，出生率(~話。)

年次 1978 1979 

出生数日 12，040，218 1，075，285 

UJ生率 32.32) 

1980 1981 

1，077，00日 1，062，238

22.4 

!11) 聖子fまデータについて(;t不ヲ旨長データ (90%未満)とみなされるデータである。
柱2) 悶迎1it~1 部による 1975-80 年のj(時十
出所)位雰人口年鋭 1982年
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β111-8 :普通出生率のJ住移

一一廿t
SIu 

制

10 

19!:(1-5 19ω 回 1965-1 1910 1915-a 19曲 85 1985←9 1990 199~ 

出所)UN: lInitcd Nations， W'orld POPlllation Prospects: Estimates and Projections as asscsscd in 1982， 
Ncw York， 1985. 

SPO: 1955-60年はf.Karadayによる推計、 1960-80:SPO排討を問た。SosyalPlanlama saskanl igi， 
50勺alYapi-I TlIrkiye'de NlIfus Yapisindald Gelismeler ve Uluslararasi Karsilastirmalar， 1986. 

1985-2000 1F:TlInccr恥caman(Expcrtat SPO) ， ~tructul万 01 Turldsh POPlIlation. Pol icy 
and flltllre Prospects， 1981. 

表11-11:出サネのj({計値
(町。)

年 次 195日55 1960-65 1965-10 191日“15 1915-8日 1980-85 1985-90 1990-95 1995-200日

悶ìlIlj(~ðj l) 41.9 41.0 39.6 31.0 34.9 32.5 30.9 28.5 25.0 
f. Karaday" 46.1 45.0 41.2 38.4 
D.P.T.31 41.3 40.8 34.2 32.2 

Kocaman" 30.6 29.1 21目l 24.1 

出所)1: United Nations，日orldPopulation PrOsDects: Estimates and Proieclions as assessed in 

1982， New Yorl<， 1985. 

2.3. : Sosya 1 Planlama sasl<anligi， Sosyal Yapi-] Tuekiyc' dc Nullls Yapisindaki Gel ismeler 
ve Ulusl旦rarasiliarsi lastirmala1'， 1986 

1. :TリncerKoca恥8n(Expcrt，SPO)， Structllre of Turkish PODulation. Pol icy and fUtlll刀
色沼授住民， 1981 
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出生力水準2) 

1974 -79年から 1978-83 出生力の水準に関してさらに，合計出生率をみてみると，

この 2時点についての年齢別出

25 -29歳年始階級を除

4.61から 4.17へ低下している。

生率の比較は図ll-9に示す通りである。図で明らかなように，

き各年齢階級において低下傾向が観察される。特に30歳台後半に低下傾向がみられる。

年の 2時点間において，

図ll-9 年齢別出生率の比較

一一1914-19
0・.1918-田

1~ 

11 

101 

ff' 

資料)Institute of P口pulationStudies. Ilacettepc Univ.. 1983 Turkish 
l'opulation and Ilealth Survey. 1987. 

4>-49 40-44 3>-39 30-3 1>-1 10-14 15-19 

家族計画へのモティベーション3) 

表 II-13に，家族計画のモーティベーションのーっとして，既婚女子に隠して，地域別

現存子供数と希望子供数を示した。家族計画実行のためのそーティベーションは次の

ように考えられる。

平均現存子供数 希望子供数<家族計画のモーティベーション<TFRー希黛子供数TFR.

これは，再生産年齢終了綴までに希望すANCDは東部地域において最も高い。ANCS. 

る子供数を達成するため，低い子供の生存率を補う形で出産行動が継続しているためであ

およ合計出生率と希望子供数との差，各地域において，し泊ミしなtJ'ら，ると考えられる o

び現存子供数との差がそれぞれ観察されることから，家族計画へのそーティベーションは

形成されつつあると考えられる。

平均生存子供数，乎均死亡子供数，希望子供数

地域|叩;;$I 平認f~ffI平命感亡|でr|川 GWI問削
表II-13 合計出生率，

0.01 
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資料)Insli lnle of Populalion St"dies. IIacettcpe Univ..盟主主1盟主民h
PoDulation and IIcol th SUI'VCY. 1987. 
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b. 死亡率の推移(普通死亡率/属産矧死亡率/新生児死亡/乳幼児死亡・妊産婦死亡)

国家統計局では，死亡統計についても出生統計と同様に届出もれが多く，死亡率が実際よ

りも低い数値を示していることが，指摘されている。法律によれば『埋葬許可証』が義務づ

けられているが，大部分の県および#1¥では実施されていない 1)0 従って，死亡率関連統計に

関しては，各推計結果及び標本調査結果を中心として説明する。

表Eー14に示したのは，国連統計に示された2000年までの普通死亡率，乳幼児死亡，平均

余命である。死亡率に関して，成人の死亡率は既に低下しており，今後の低下速度はゆるや

かになると思われるが，乳児死亡率に関しては急速な改善が期待されている 2)。このような

動向を反映し平均余命も延びている。

年齢5JIJ死亡については 0歳， 1 -4歳， 5ーは歳， 15 -24歳， 25 -34歳， 35 -44歳B

45 -54歳， 55 -64歳， 65歳以上の各年齢階級についての死亡数が集計されている。但し，

年齢階級別人口については，最も新しい統計が1980年センサスによるものなので，表立 -15

には1980年の年齢別死亡率を示した。

表II-16は， 1980 -82年における標本調査による新生児死亡，乳児死亡についての地域

務差を示したものである o 後述の『血 保健医療サ}ピノレの現状』において説明するが，医

療関連の水準については東部地域は著しく遅れている。また w人口家族計画の指標』にお

いても示すが，施設分焼の比率が他の地域と比較して低いこと等も高い乳児死亡率の原因左

なっていると考えられる。

図II-101こ示したのは， 1972 -77年と 1979-82年の 2時点間11:おける新生児死亡率と

後鰐乳児死亡率に関する変化である。乳児死亡率に関しては，先天的なものと後天的なもの

に分類されるが，早期新生児死亡に関しては，先天的なものが多い。これに対し，生存期間

が長くなると，感染症または事故による死亡が増加するが，その防止は比較的容易である。

従って，乳児死亡に隠しては，まず，後期の乳児死亡から改善されることになる。隠ll-IO

で明らかなように 2時点間の比較をすると，後期乳児死亡が周産期死亡と比較し，低くな

っている傾向がみられる。また，地域間でみると最も乳児死亡率の低い西部地域においては

後期乳児死亡率の比率は，周産期死亡率より低くなっている。

妊産婦死亡については，次の『死因』の項で述べるが，現在入手している資料は死亡統計

と同様のものである。表II-17に示したのは，妊娠，分規および産じよく熱の合併症，合併

疲の記載のない分綴による年鈴別の死亡数を年次別に示したものである。

注) 1. State Institute of Statistics， Death Statistics 1986. 

2. Tuncer Kocaman， Structure of Turkish Population， Policy and Future 

Prospects， 1987， p. 8. 
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表11…14:死亡WIJlIi1訪日照

死 c 195日寸5 1960匂65 1965“70 1970-75 1975-80 1980-85 1985-9日 1990-95 1995-00 
tlヨE死亡*(官。 17.515.日 13.6 11.7 10.2 9.0 7.9 7.0 6.3 
ずLJE死亡不本 233 176 155 11日 131 110 日目 75 62 
平均余命(年) 47.6 51.7 54.4 57.6 60.5 63.0 65.5 67.6 69.2 

* 声f:I:'UO日日
出所)IInited Nations， V，rld Populalion P叩spects:Estirnates and Projections as出 sessedin 198~ ， 
New YOI'I<， 1985. 

表 11-15: 年曲~~甘級)JiJ死亡事(i900{j!)

由主
<r曲初出t!.lJ1Ij人口(人) 年的階級JJlj死亡数(人)

男 子|女 子| i十 努子 | 女子 | 

。 541，853 518，322 1，060，175 17，353 
1-1 2，5日8，916 2，391，532 4，900，448 3，389 
5-14 5，932，547 5，540，742 11，473，289 1，784 

15-24 4，636，709 4，380，277 9，016，986 2，573 
25-34 3，092，702 2，977，m 6，070，041 2，81日
35-44 2，067，616 2，187，411 4，255，027 3，393 

45-54 1.905，568 1，831，447 3，737，015 7，178 
55-64 907，439 975，051J 1，943，289 8，757 
65. n55 ，36自 1.157，887 2，113，217 21，789 

不IYI 86，652 日日，788 167，410 1，217 

合計 22，695，362 22，011，595 14，736，957 73，273 

IH所)Statlstical Ycal'bool< of TIII'I<ey 1987 

表11-1 6 : JIlt域別手LJI'.死亡率

1由 j車IJJi生;1'.死亡 後!日J~LJE死亡 到j!'Je亡率

(1-4潤)首。 (5-52迎)市。 (1年未満)富。

西部 51. 65 30.83 82.48 
南部 --t: 一ーま 四四草本

中央部 50.01 47.63 97.64 
二lt昔日 52.14 60.31 112.45 

m ~K 46.54 90.83 137.37 

全関 i 47.88 52.68 101. 57 

住)本死亡数10以下、 料:死亡数20以下

tH所)Institllte of Poplllation Stlldies， lIacetepe Univel'sity， 
1983 TUl'kish Population and lIealth SUl'vey， 1987 
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14，196 

2，988 

1，210 

1，287 

1，351 
1，736 

3，122 
4，310 

25，658 

931 

56，789 

i十

31，549 

6，377 

2，994 

3，86日

4，191 
5，129 
10，3日目

13，067 

5日，417

2，148 

130，062 

年齢~級jJlj死亡率(%)

男子 i 女子 i 
3.20 2.74 

0.14 0.12 
0.03 0.02 

9目06 0.03 

0.09 0.05 
0.16 0.08 
日.38 0.17 
8回目l 0.44 

2.59 2.22 

1. 40 1. 15 

0.32 0.26 

i十

2.98 

0.13 
0.03 

0.04 

0.07 
0.12 

0.28 
0.67 

2.39 

1.28 

0.29 



150 

I~O 

130 

110 

110 

100 

可。 90

i 80 。
戸70
J: 60 
50 

~O 

30 

10 

10 

o 
Turkcy Urb調n nUt~1 Wt~( SOUUI Cenlul Norlh Ea!1 

1972-77B;:::::同角川

1979-82轡に::::川"
t・)U$.~ Ihan I 0 ob~ rYlI llon 

山IiDInslllulc orpopulall叩 Sludlcs，lIacctcpc lJnlverslly， 
1963 Turkish Population and IIcall.h訟Irvcy，1967. 

表I1-17:年齢別、年J欠)JljJt亡数

年次 15-21 25-34 35-14 45-54 不明

1979 14 29 21 7 71 
1960 19 10 13 2 3 47 

1981 18 28 15 74 
1982 21 13 10 6 5日

1983 21 22 11 2 56 

1984 19 67 22 109 

1985 24 55 18 97 

1986 37 40 9 6 4 96 

出所)Statistical Ycarbook of TtII包y，1987. 
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C. 死因

死関統計は埋葬許可のために必要とされる各地区事務所で作成された死亡証明書に基づい

て作成される。作成された死亡証明書は統計局に送付され，毎月，国際分類に従って分類し，

刊行される。

表II-181<::示したのは， 1980年における上位10位の死因別死亡数と会死亡1<::占める比率

を示したものである。注目すべきは，第 2位IL乳児lζ関連する死亡，第 3位1<::妊娠，分娩

による死亡があげられている点であり， ζれを改善するためには，母子保健分野での対策

が急務となるであろう。妊産婦死亡については，母集団の特定が現在入手された資料では

不明なので，計算する乙とはできないが，施設分娩以外の出産が多い地域では ζの比率は

さら1<::高くなると考えられる。

表II-18 死因別j死亡数(1980年)

死因

高血圧性疾患虚血性，U克思その他のL疾患
出生i財閥、~度、鮪嬬症およびi国嬬病/その他局産JUJ死亡
流産/妊娠、分続および産じよくの剖日f症、合併症の言低まのない分続
肺炎
リンパ組織および也[IL~酬の新生物を合む感憎再生物
脳血管疾息
自国炎/その他下痢ti1:英忠
呼吸ffil;f，紡抜およひ後遺症を合むその他の結絞
先天異常

自動車事故 その他すべての咳故

資料)SlcleInstitulc of Statistics， Statistica1 Yearbook 1987. 
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f十数

38，198 
30，302 
13，506 
11，227 
8，711 
6，683 
4，895 
1，714 
1，567 
1，532 

全死亡数に対する封浮

29.2% 
23.1% 
10.3% 
8.6% 
6.6% 
5.1% 
3.7% 
1.3% 
1.2% 
1.2% 



d. 婚姻(配偶関係lJlj人口比率の推移)

1)況偶関係lJlJ人口

配偶関係lJlJ人口は，表II-19に示す通りである。 1975年における 12歳以上人口の有配

偶人口比率は，男子は 57.43%であり，女子は 61.24 %である。 1980年における12歳以上

人口の有配偶人口比率はそれぞれ， 59. 08 % ， 62. 94 %である。

表ll-20は， 1975年， 1980年における配偶関係別人口について年鈴lJlJ，男女別に示し

たものである。わずか 5年間についての変化なので，大きな変動はみられないが 2時点

間を比較すると 15-29歳年齢階級における未婚比率が， 1980年において高いことから，

若干ではあるが，晩婚イじがすすんでいるのではないかと考えられる。

表豆 19 配偶関係lJlJ人口およびその比率(1975年， 1980年)

9IIWf苅係
1975年 1980年

男子|女子 l 2十 男子|女子|

未 h百 5，287，117 3，775，988 9，063，165 5，962，225 ~， 273 ， 679 10，235，904 
(38.2) (28.8) (33.6) (38.7) (28.2) (33.5) 

有配偶 7，938，830 8，035，780 15 ， 97~ ， 610 9，099，677 9，525，043 18，624，720 
(57.4) (61.2) (59.3) (59.1) (62.9) (自1.0)

死 JJIJ 252( ，5921.034，377 1，286，969 262(，340i，229( ，588 1，491，928 
1.8) (7.9) 4.8) 1.7) (8.1) (U) 

剥t 月IJ .66，584 107，059 173，643 77，578 1日9，491 187，069 
(0.5) (0.8) (日.6) (0.5) (0.7) (0.6) 

不 1珂 278( ，287 169，050 447，337 
2.0) (1.3) (1. 7) 

合 13，823，470 13，122，254 26，945，721 15，401，820 15，137，801 30，539，621 

:11所)statistical YC31加ぬ ofTurkcy， 1987. 
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表11-2 0 (J) :f/e(/l'Jl!阪JjIJ人口lt率一1915年

年 陸自
男子 女子

未賂 |布配偶| 瑚 1I I 棚 | 不明 未知 |有配偶| 矧 1I I 糊 1I I 和月
1 5~ 19 91. 2 8.3 0.2 0.0 0.3 18.1 21.2 0.2 日目i 0.4 
20~ 24 58目6 4日7 0.2 0.2 0.4 24.0 14.6 。目5 0.5 0.4 

2 5~ 29 18.4 80.1 0.3 0.5 0.2 6.1 官1.3 0.8 0.8 0.3 

30~ 34 6. 1 92.6 0.3 0.6 0.3 3.4 宮4.0 1.6 0.8 0.2 
3 5~ 刊 3目B 95.0 0.1 0.5 0.2 2.1 93.9 3.0 0.9 札l

40~ 41 2.3 号5.8 0.8 0.8 日.3 2.1 91.1 5.1 0.9 0.3 
4 5~ 49 1.8 96.1 1.3 0.6 日.2 1.1 81.5 9. 1 1.5 0.2 
50静みu二 1.1 88.3 8.1 0.9 日目4 1.6 59.1 36.8 1.3 0.6 

年的不詳 11.3 11.3 1.5 0.2 9.8 16.1 20.0 4目5 0.6 58.1 

表11-20 (2) :(/e倒珂係官1I人口比率 19801f 

年 自b
男子 女子

末節 |有i1'.(I~ I段・瑚1I 未焔 |有配偶|隊・死~II

1 5 ~ 19 91.8 8.0 0.2 18.3 21.4 0.4 
20~ 24 61.0 31.3 1.1 21.1 11.6 1.4 
2 5~ 29 11.1 82.1 0.8 7目3 91.1 1.6 
30~ 34 5.2 94.0 0.8 3.1 91目。 2目5

3 5~ 39 3.0 95.9 1.1 1.9 91.2 3.9 

40~ 14 2.1 96.6 1.3 1目5 91目8 6.6 

4 5~ 49 1.1 96.5 1.8 1.5 89.9 8.6 

5保むよU二 0.9 90.3 8.8 1.1 62.4 36.5 

年齢不詳 36.6 51. 0 12.3 19.1 58.1 21.6 

資料)悶i制!合、 r世界人口年fll1982年』、 19s41f。
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2. 女子初婚年齢について

婚姻}請けは，各自治体に報告される。農村部における届出は， 1982年から農村部における結

婚についても婚姻に関する情報収集が掬始された。表11-21に示したのは， 1986年における婚

姻数である。ここでは，同特に，再生産年齢にあたる 15-49歳の年齢についての婚姻数およ

び平均年齢を示した。

表立ー22は標本調査による結婚初婚年齢を示したものである。表II-22は比較すると結婚年

齢が低くなっている。近年の結婚年齢の上昇は，東部地域で顕著であり，これは宗教による婚

姻を正式の婚娘とする行政的措置によるものである白。

1) Prime Ministry State Institute of Statistics， 1986 Marriage Statistics， 1987， 

pp. 2-3. 

表II-21 年齢階級別婚姻数とその平均年齢(1986年)

年齢階級 男子 女子

15 -19 34，582 111，685 

20 -24 110.393 110，642 

25-29 121，054 49，586 

30-31 30，191 12，221 

35-39 8，519 4，098 

40 -11 4，014 2，100 

45-19 2，951 1，489 

全年齢 318，436 382，121 

平均年齢 25.3 22.0 

資料)PrimeMinistry State Institute of Statistics， 1986 Marria哩eStatistics， 1981 

表II-22 既婚女子年齢階級別平均初婚年齢

25-49 年齢I25-29 

4

3

 

の
仇

υ

仇

"υ

年

年

nハ
》

勾

ι

7

8

 

18.1 

18.2 

11. fi 

11.9 

18.0 

18.0 

18.3 

18.1 

18.1 

18.1 

出所)Hacettepe University. 1983 Turkish Population and IIcalth Survey. 1981 
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e. 域内移動

移動に関するセンサス項目は出生地および前住地に関し質問が行われている。表-II-23 

は1975年， 80年の住所に基づいた人口である。表世IJに示したのが1975年の住所，表頭が1980

年の住所である。 5年間の移動については，農村部からill¥中央への男子移動が最も多く，次

いで都中央から県中央への比率が高くなっている。男子に対し，女子の移動率は若干低いよ

うである o

表II-24は， 1970 -75年移動データであるが，人口集中地区であるアンカラ，イズミー

ノレ，イスタンプーノレを除いた各地域別の純移動率が示されている o これらの地域を除くと各

地域における純移動は流出超過の傾向が示されている。

表II-25はアンカラ，イズミーノレ，イスタンプーノレへの流入人口を地域別に示したもので

ある。アンカラ，イズミーノレについては近県からの移動が中心であり，イスタンプールに関

しては，前住地が両者と比較して多様である。

表豆 23 1975年の前住地に基づく 1980年人口
(%) 

託!!!!県中央 郡中央 農村部男子|女子 男子i女子 男子|女子
県LP央 92.10 93.20 4.21 3.24 2.00 1.26 
君日中央 4.28 3.71 91.33 93.00 1.87 1.33 
農村部 3.58 3.06 1.10 3.75 96.10 97.40 
不明 0.01 0.03 0.06 0.03 0.02 0.02 

100.0 100.0 10日.0 100.0 10日.0 100.0 

資料)State Jnstilute of Statistics， Census of PODuJation 198旧:
日igrationby Permancnt Rcsidence. 

表II-24 1970 -75年純移動率
(%) 

地域名 $'協酔効率 全移動人口に対する只湾全人口1::対するlt涛

中央北部1) -8.62 13.5 14.6 
エーゲ1毎2) ー5.64 11.25 14.43 
マルマラ1毎回 ー1.74 2.36 16.78 

地中i侃 -0.15 0.34 11. 71 
~l!京都 -11.35 12.37 5.69 

南東部 自8.93 14.25 8.32 

照1師 -8.76 20.5 12.21 
中央南部 -6.44 10.37 8.4 

中央東部 -9.97 15.0 7.85 

トルコ全国1.2. 3 -6.54 100 100 

住)!. アンカラを除く‘ 2. イズミールを除く、 3. イスタンプール奇除く
出所)Rainer Ooh， "InteトProvincialMigration in Turkcy and Its Socio-Economic Background: 
^ Correlation Analysis"， The Turkish Joumal of PODulation Sludiel>， Vo!.6， 1984. 
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表立 -25 生涯人口移動
(%) 

出身地域
流入人口a

イスミーjレ アンカラ

中央北部1) 10.5 10.9 33.0b 

エーゲ海叫 7.0 34.00 6.0 
"7)レマラI毎3) 11. 5d 6.6 6.7 

地中海 4.2 5.1 4.6 

北京都 10.5 9.4 10.4 
南東部 4.4 6.4 3.2 
黒1毎 30.8 6.8 11.1 
中央南部 5.7 13.8 12.1 
中央東部 15.4 7.1 12.9 

トルコ会問 1日o 100 100 

注)a. イスタンプ、ール、イズミール、アンカラ居住人口
b. アンカラを除〈、 c. イズミールを除く、 d. イスタンプトルを除く
出所)Rainer Doh， "Inler-Provincial Migration in TlIrkey and Its Socio-Economic sackground: 

A Corl'elation AnalysisヘTheTurIdsh Journal of POD日lationSludies， Vol.6， 1984. 

f. 将来人口推計

将来人口推計については 5つの推計値について表II-26に示した。国連推計については

中位推計を用い，そのほかは SPOによる推計である。 SPOの推計は，

a. 全国の出生率水準が西部地域の出生本のレベノレを達成することを仮定，

b. 過去5年間の出生率の低下率 12.88%が継続すると仮定，

c. 1975 -80年の出生力水準が継続すると仮定，

d. 現在のイスタンプーノレlPの出生率を目標に設定して推計，

以上4つの仮定をもとに人口推計が行われているが， SPOが採用している推計値は政策目標

も含めた aである。

表II-26 将来人口推計
(千人)

1980 1985 199日 1995 2000 

関連打倒 ; 44468 49974 56013 62352 68466 
SPO-a 44736.9 49840.5 55401.1 61258.9 66907.6 
SPO-b 44736.9 49509.2 54502.1 59451. 6 64060.0 
SPO-c 44736.9 50361.1 57273.2 65348.4 74437.8 
SPO-d 44736.9 49711.8 55036.8 60402.2 65433.8 

出所)図i理長銀t: United Nations， iVor1d Population PI'OSpccts: Estimates and Pl'Ojections as asscssed in 1982~ ， 
New YOl'k， 1985. 

SPO給計:Tuncel' Kocaman(Expel't al the SPO)， Stl'uctul'e of TUl'kish POPlllation， 
I'opulation Pol icy and future Prospccts， 1987 
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m 保健医療サービスの現状

1. 保健医療分野の政策

a. 方針・戦略(PHCと家族計画との関係)

保健医療分野における基本方針として，第5次5カ年開発計画(1985 -1989 )には，

『医療の一般的水準を向上させ，すべての国民に，すべての地域に医療サーピスを提供する

こと』があげられている。これを実践するための政策の原則は下記の通りである。

① 予防的かっ基本的医療サーピスがすべての地域に適切に，効率的に行き渡ること

① 環境改善のための医療環境の整備

① 労働者が健康に働けるための労働環境の整備

@ 各自の社会経済水準に応じた希望子供数を得るための適切で効果的な家族計画サービス

の提供

@ 乳児死亡率の低下

⑥ E長療サービス向上のための有床の医療機関との連携を ~l ること

① すべての医療レベノレにおける適切な人材の雇用と訓練

@ 国民に対する医療健育

@ 需要に応じた医薬品の生産

⑬ 建物， B長療器具等の維持，保全に関する新しいガイドラインの構築

上記の政策原員IJを第5次5カ年開発計画期間中に達成するためには

① 効率的で，信頼でき，務易な医療サービスが提供されること

② 治療的医療から予防的医療への転換

③ 医療サーピスにおける地域格差の是正

@ 有床の医療機関の拡充

@ 乳児死亡率の低下

@ 医療サービスの効率を図るため，国家，大学，病院関の協力体制lを強化

⑦ 患者の大都市集中傾向を排除するため，各地域医療機関の鉱充を計るこ左

@ 治療後のリハビリテーション・システムの充実

⑨ 医薬器具の維持・管理を計るための人材教育

⑬ 医療サービスを適切に行うための人材の質主人員の確保

@ 民間部門の医療機関の充実

⑫ 健康保俸制度への移行

等が，政策目擦として挙げられている。

上記の基本方針，政策は次のように要約されると考えられる。第ーは，医療の質的側面も

含めた医療サーピスの地域格差の是烹である。第二は，乳児死亡率の低下にも関連すると考

えられるが，予紡的医療への転換であり，第三lま，医療サーピス充実のための人材の拡充左

それを達成するための訓練・教育である。

107 



第一の医療の地域格差については，社会経済的にも後進地域である東部地域の医療改善に

重点がおかれている。同地域に隠しては，東部 17燥を対象とした UNFPAプロジェクトも

行われている。また.12<療従事者の人材の確保については 198 1年8月(アンカラ大学医学

部， アェノレダ・オズュノレダγ助教授Dr. Ferda Ozyurdanからの聴取)以降 6年間の医学

部コース終了の後 2年間の僻地医療従事が義務付けられ，これにより，後進的な地域を含

めた各県の保健センターにおける人員確保が行われている。第二の乳児死亡率低下について

は. 1 985年末以降，乳児死亡率改善のための全図的予防接種キャンベー γが行われてい

る。第三の人材の確保については，業務内訓練としてのイン・サーピストレイニ γFをはじ

め左して 3.bに後述するような訓練が行われ，サーピス拡大が行われている。 PHCと医療

行政の具体的な関連については. ~ 2保健・医療機構のそテソレ』の項で，市・君1¥レベルの医

療機構として，ヘノレス・ユニット左へノレス・ハウスの機能を中心として説明する。

b. 13 標

第5次5カ年開発計画 (1985-1989)期間中に医療サービス向上のため，建設が予定

されている医療施設は表面ー lに示す通りである o 医療施設の建設目標は人口 I万人あたり

にIつの診療機関を設遺するこ主である。

表盟 1 医療施設建設目標

年次 j医療ユニット数 |施療院の数

1984 (現状) I 2，751 I 7，452 
1985 658 (21県) I 613 (38県)
1986 658 (29"，0 I 918 (58!1it) 
1987 919 (58県)
1988 955 (59~) 
1989 750 (67県)

住)ζ とでいう医療ユニットCllealth Uni t)はi紅妓家庭に医療サービスを提供する機関で
ある。通常、 1専門医、 1一般医が勤務し、 3つのヘルス・ハウス(lIealthlIouse)を
併特している。 stateInsti lute of Stastistics， Statistical Yearbook of Turke.v 
1987. p.91 

出所)SlalePlanning Organi7.ation， f iflh five Year Development Plan 1985司 89，p.167 

また，厚生省母子保健・家族計画局によれば政策方針にあげられている乳児死亡率の改善

については， 199 0年までに乳児死亡率を出生 1000に対し50に低下させるこ左を目標と

しており，死亡率改善が最も容易である下痢疾患の治療と予妨に力を入れているとのこ kで

ある。

C. 予算

主な省庁における予算額は表ID-2に示す通りである。

-108 



表直一 2 主な省庁の予算額および全予算に対する比率
(単位:10(1在TL、( )内は%)

省名 1981 1982 

287.6 (19.4) 1177〈{{ 185) 
6.0 ( 0.4) 6.6( O.~) 

MELl((( 〈99} 〉
188.501.0 

55.4(3.7 50.[(2.9 
30.8 ( 2.2) 31目6(2.0) 
8.1 ( 0.5 16.2(自.9
9.0 ( 0.6) 8.8( 0.5) 

住)1. ( )内!H'i，~予算 1:: 占める比恭:%
2. 1986年度予算については籾定

1983 1981 

41~.O (l 8. 1) 583.6(1自.9)
10.6( 0.4 IU( 0.5) 

341.5(11.1) 
75.2(3.1 100.[( 3.2 
56.52.3) ) 73.1(( ( 2.4 
22.7( 0.9 21.5( 0.8 
13.2( 0.5) 18.9( 0.6) 

出m) The Turkish DaiJy News， 1u rJ{eY 1986 ^ Imanac， p.203 

d 外国援助に対する対応

1985 1986 

8倒自〈(i〈{{159))i〉}}la3870((i 〈〈taL40 ) 17.6( 0.6) 21.4( 0.3 
楠 9(8.6 刷 4Ml
137.5( 2.5) 192.1C 2.7 
83.2C J.1J 115.8( 1.6 
26.0( 0.5) 31.9( 0.4 
22.3( 0.4) 28.8(日.1

近年，医療行政向上のため，外国からの援助プロジェクトが増加するにつれ，国家計画庁

社会計画局(Social Plannihg Division， State Planning Organization)も厚生省関係局

からの立案書に対し， v也の省庁主の関連で効率を計ったり，全省的展望を加味して修正，助

言がフィードパックされる。同じく，国家計画庁内の外国資本局も審議過程に参入する可能

性があると思われたが，社会計画局長イラン・ドウノレゲノレ(Mrs ・ Ilham Sulger， Di 

rector)の下で働いた経験をもっアンカラ大学経済学部ガジ・オジュハン(D" Gaz i Ozhan) 

によれば，外国資本局内で審議対象となるプロジェクトは，通常 100万ドノレ以上の外国人

投資を伴う案件についてのみであり，それ以外についての審議は，社会計画局で行われる左

の情報を得た。

医療分野の外国援助について，乳児死亡率改善に関する援助は下記に示す通りである。ま

た，医療スタッ 7の訓練を含めた外国援助については，家族計樹左の関連性が強いので.IV

3-Cで述べる。

1)EPI(予防接種普及計画)

198昨末， トノレコ政府は高い乳児死亡率(出生 1000に対し 90 )を低下させるため

予防接績を受けていない，または部分的にしか予防接種をしていない5歳以下の乳幼児510

万人の少なく左も 80%に対し予防接種を行う全図的キャンベー γを実施した。キャンベ

ーンは 1986年 1月から 3カ月，さらに伺年4月に 7日間のミニ・キャ γベー γが行なわ

れ，保健省を中心とし，内務省，文部省， トノレコ赤十字の協力，および予防接種の知識普

及のため学校教師，宗教者，各コミュニティー・リーダ一等のネットワーク， T R T (ト

ルコ・テレビ局)も活用された。

主な援助機関はUNICEFであり. NG 0 ~してトルコ・ロータリークラプから 1 0 

万ドノレ，また国際ロータリークラプからポ Pオ・ワクチンとして 210万ドノレ寄付されたo

E P 1キャンベー γ中には予防接種を行うスタップの訓練も同時に行われた。 1987年 6
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月現在における予紡接種率(対象生後23カ月)は， DPT7 5%，麻疹 50%である。

しかしながら，普及率を地域別にみると，農村部については接種率が低く，とれを司主義す

るために母親に対して予防接績の認識を高める必要性がある。

参考資料)UNI CEF， Noted Project Proposa]， 1987 

2) CDD(下痢疾患予防計画)

CDDは， 1986年に EPIに引き続き ORT(経口補水治療)強化のため，行なわれた。

同年 3月，小児科医，保健担当官，県知事，薬剤師等を招将し，児童健康会議が大統領に

より関かれた。 ORTユニットがハジェテベ小児科病院および6県に設立された。 1987

年には 70以上のユニットが設置された。

WHOと協力して， 275人の医療担当員の訓練が行われ，へんスセンターの反師の除替

の下に， ORTを行う看護婦，幼産婦の指導が行われた。 ORT普及のため，テレビ，ラ

ジオ，新聞，雑誌等のマス・メディヤが利用された。ドイツ連邦共和国，ロータリー財団

からの資金を得て， ORSの1~ットノレ袋 765 万倍が輸入され，国内でも 200 万個生産さ

れた。

参考資料) UNI CEF， Noted Project Proposal， 1987 

3) CARI (急性呼吸器系疾患予防計画)

1986年， トノレコ政府はUNIC日F!::WHOに対しCARIのための技術，資金協力を嬰

請した。 1986年冬，予防左早期治療を啓蒙するマス・メディヤプログラムが品目まれた。 1987

88冬季， UNI CEFは，東部および東南アナトリア地方の肺炎にかかっている児童の50

%に対し無料診療を行った。

優先地域 2県におけるマス・メディヤを利用した普及計画を行ったが，その費用は放映

時間に換算すると 500万ドノレを越えた。

優先地域についての活動は， ドイツ連邦共和国の資金を用い，主kしての助産婦の質的

向上に充てられている。助産婦に関しては，母子保健と家族計画の関連でUNFPAが保健

省のカウンターパートとなり，その指導にあたっている。このプロジェクトの中でUNIC

EF は助産婦活動に必要な器具および教材提供を行い，これを支援している。

参考資料)UNI C日F，Noted Project Proposal， 1987 

4) 1988年以降のUNICEF援助

今年度(1988年)から開始される UNICEFプロジェクトは下記に示す通りである。
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表冊一 3 1988年以降のUNICEF援助

プログェ トルロの優先地域における子供の生存と卵|トルコの都市貧困府の子供の生存とDn9eに
クト名 |宛に関する総合サービス i 関する総合サービス

予算 l…剛 | 
政府予算 IUS$45 ，000 ，000 

対象地球 i束、東南部の281長(人口1800万人}
I1UJ貧国地域

US$30，OOO，OOO 

イズミール、アンカラ、イスタンブールの

都市貧悶贈、中事s市ゲジュコンド住民

実行機関|保健省、内務省、文部省、宗教fJ'"‘TRTlm他省、内務省、文部省、宗教庁、 TRT
都市自治体、大学

1u;JヲA

内密

乳児予幼接緒、破{努成予防接舗、呼吸~~系
疾足i予防、乳幼児の食物改詩、母子保健の
ための出生IllJ術指導、母親の教育

乳児予防接稲‘政{易m.予防妓舗、呼吸穏系
疾息子防、母子保{出のための出生間隔HîL~
母親の教育

受益者 I 0-5歳時300万人、再生産怖女子410万I0-5鵬 130万人、再生産輔女子230万
山所)UNICEF， Nolcd Pro.iecl PrODOSa1， 1981. 

2. 保健医療機構のモデル

a田中央レベル

1920年 5月組織された在アンカラ臨時トノレコ政府には 11の省が設けられたが，厚生省は

その一つであった。この当初からの厚生省設立は，国民全体の健康・福祉が大蔵，国防，内

務，教育等左並んで国家の重要課題であることを立証している。建国当初から保健医療が国

家主導により行われたため，民間医療体制の発展はほとんど見られなかったo しかし， 1950 

年代後期の人口爆発，急激な都市化左ともに，都市部でクザニッグが開設され，慈善篤志家

の寄付による無医村地域の総合病院が僻地にも開設された。こ主に 80年代以降の緩済自由

化の波は医療にも波及し，大学病stスタップの診療所僚設が進み，公務勤務中の個人の診療

所での診療報酬受け取りが社会問題となって表面化してきた。

各機関7JIJの病院数およびベット数は表ill-4に示す通りである。これによれば1085年現

在における民間医療の割合は 2%以下であり，医療の政府主導体制が存在している kもいえ

よう。しかも現存の私立病院の過半数が三大都市の外入居住者に向けられたものであり，進

行中の第 5次 5カ年開発計画でも私設保健医療体制jの促進・充実が述べられている。

表に示したように病院は 98%が政府管轄であり，大半が厚生省ないし大学医学部社会保

険庁の予算で管理運営されている。三種の総容量に対し，図Eー1に示した厚生省の調査計

臨調援委員会において，地成格差を是正するための病床数，新設病院の県知i割当が行われて

いる。
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表盗 4 機関別病院数，ベッド数(1985年)

11語IMI名 Ii寺院l!~ ベッド数

j同'/.~防1-，符'fi ~77 。2，123
~~ 15，100 

そのfi!lの1.iJf 3 990 
社会保{也庁所'rl・ 77 11，820 
同'n4:業休 1 fi 2，058 
大γ:Eミ申告H 20 1 ~， 271 
祁¥fl，[H{d本 7 920 
1H唱団体 7 H1 
外少i司人員院 8 681 
数民族病院 5 9H 
民間企業 97 2，612 

合計
'--
161 118，226 

:llf!li)The Genel'a 1 Di I'ectol'ate of Pl'ess and Infol'mation of The Republ ic of 
TUl'key，並並立旦87.

b 県レベル

県レベノレの行政機様については，県知事までは，中央内務省、の任命制lであり，県知事の監

督の下に県庁衛生局が本省策定計画に従って，予算を実行に移す。県レベノレ医療行政は4'央

と霞結する県衛生部の県民医療行政全般の監査と，県内の本省直轄病院の管環運営?ある。

保税民はなく，従って県立病院は存在しない。県衛生部の組織図は図ill-2に示す通りで

あるが，各課に定員不足のための兼任化が多くみられる。 1962年以来，市，llIlレベルのへノレ

ス・ユニットが直ちに，厚生省，月初I報告をしているため，県衛生部は監査・管理の俄は，

緊急時の医療機関調殺に大切な役割を演じる。

C 市・君1¥レベノレ

市レベノレlζおいては，市制を敷く1700余りの都市においては徴収された市民税lζより私

立病院を経営している所もある。しかしながら，その数は大都市の 7カ所1<::限られており，

主流は国立病院または大学病院である。

市・都レベノレでは 3000余りのへノレス・ユニットがあり，医療サービスを行っている。トル

コ語のユニット (OCAGI=炉端)!::いう名称は僻地医療に灯をともす左いう語感をもって

いる。この医療サービスの中核となっているヘルス・ユニットは PHC，診療産露骨・産後の

検診，予防接種等をするための医療サーピスとして定着してきている。

ヘルス・セ γターは，全国 20の医学部と連係し，ヘノレスセンター(医療機モデノレの中では

県レベルと市・郡レベノレの合問に介在することになる)では，それぞれ受け持ち地域の世帯

住民十数万人の，患者カルテが完備されているが，この約一万人を対象とする地方のへノレス・

ユニットでは，この偲人ベースの患者カルテが存在していないようである。(ヘルス・セン

ターについてはエティスメグッドヘルス・セ γタ一所長，アンカラ大学のアクテベ(必ctepe)

両セ γターからの聴取，へんス・ユニットについては 1984年のAkedere，S incan両ユニット

の観察，および今回の保健省における聴取による)スタッフ不足により現在は，患者の診療

のみに追われている。ヘルス・ユニットが多いようである。そこで個別訪問はさらに下位の
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ヘルス・ハウスに談るとしても，地域住民の特性に花、じた活動， PHCを通しての従来の機

能(凶皿 -2で示した左半分の課の掌極)の充実に加えて保健普及活動のポテンシャノレにお

いて，v也の医療行政単位をはるかに放きんでている。

d. 末端レベノレ(ボランティアを含む)

保健医療行政機構の末端に位置しているのは，ヘルス・ハウスである。関羽 -3に示すよ

うに，一つのへノレス・ユニットが 3つのへノレス・ハウスを管轄している。大学病院およびへ

んス・センターがある 20大都市においては，広域濁病院として 7~ 30のヘルス・ユニット

が授かれているため，末端レベノレの医療についてはへんス・ユニットの管轄となっている。

一方，へんス・ハウスは，山村部を中心とする末端医療単位というこ kができる。人口 2000

~ 3000を対象左して設霞されるヘノレス・ハウスの医療要員は，助産婦左看護婦であり，妊

婦の定期検診k出産補助，乳幼児の際療が中心となっている。僻地のヘルス・ハウスは助産

婦資格を持った婦人の家がその役割を果たしている場合もある。また，過疎地においては，

ヘルス・ユニットへの距離が遠い場合，助産婦，看護婦がへんス・ユニットの業務を肩代り

する場合もある。こうした場合を考慮し，今後のヘルス・ハウスの機能は幅広いPHC踊官へ

の転換も必要とされる o

尚，ヘノレス・ユニット，へんス・ハウスの組織と人員構成についてはnvー1-d .組織
人員』で述べることとする。

3. 保健医療要員について

a. 職種別従事者

表m-5に，職種別の医療要員(医師，看護婦，助産婦等)の実数，および人口 l万人当
りの人数を地域別，県伊jに示した。表は人口 I万人当りの医師数によって多い綴に並べ換え

たものであるが，ここには切らかな地域格差が観察される。表には日:東部 s 南部， W
:西部 N 北部 C 中央部の記号により，県の地域を示したが 1万人当りの医療要員

が少ない地域は東部に集中する傾向が観察される。すなわち医療水準に関して，西高東低の

傾向がみられる。

b. 職種別養成システム・年間養成数・再教育システム

医師については， 1981年8月の改正以降，大学で6年間の医学コース終了後 2年間の

僻地勤務があり，その後専門試験をうけ，各専攻に応じ 4~6 年の大学または政府病院勤務

を行う。(アンカラ大学医学部， アェノレダ・オズュノレダソ助教授からの聴取)

医師以外の訓練システムについては， nV人口家族計画i関連分野の実施体制I~ の分野とも

関逮性をもっ医療要員全体の司11練計画について，以下において説明する。

A 医療従事者訓練

① 内科医の訓練

*女子不妊手術訓練

産婦人科専門医に対して，家族計画iに対する診療，治療，外科的処方について 21日
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HOSPITAL 

図III-3 保健・医療機構
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E主)図III-3は厚生省，母子保健・家族計画局で入手したものであるが，関中の数値がそれぞ

れ医療機関の管轄人口とすると，調査時の聴取，他の資料との整合性を考慮した場合，へ

んス・センターをへノレス・ユニットと読みかえる方が適切と考えられる。
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日間の訓練を行う o

* 1 UD挿入訓練

内科技主に対して骨盤検査. 1 UD捜入法について 3週間の訓練を行う o

* 1 UDおよび生理周期に関する訓練

内科医に対しては 3週間，産婦人科専門阪に対しては 2区間の訓練を行う。

* PHC訓練

MCH/FP についてへんス・センター*の~師に対して 2 選問の訓練を行う。

(本外来・入院設備を持った病院よりも小規模の医療機関)

ホ産科的顕微外科訓練

おもに不妊症解消法に関する訓練で，産婦人科専門医に対して 2週間の訓練を行う。

② 準医療従事者(助産婦，看護婦)訓練

* 1 UD挿入訓練

理論，技法を含めた 5遊間の訓練

*女子不妊手術訓練

医師が不妊手術をする際の補助のための訓練を 1週間行う。

*本部訓練ごとの訓練

本部訓練チームはMCH/FP局で組織される。訓練チームは，ブィーノレド経験，能

力，資質を考慮し選考される。チームは 2人の医師 3人の訓練士によって憐成され，

外国人コンサノレタントによる訓練法およびPHCの知識についての訓練を受ける。

本県訓練士の訓練

県の訓練チームは効産婦，看護婦，厚生技官(Heal th Off icer ).保健訓練士の 4

人で構成され，能力およびその地域に長期に滞在することを条件とし，中央部より選

考される。県訓練土は本部訓練士による訓練法およびPHCの知識についての訓練を

受けるtともに，本部とのコーディネーションにあたる。

*助産婦訓練

県レベノレで2週間，一回の人員 15人で.MCH/FPおよび公衆衛生に関する訓練

を行う。訓練においては，各地威伎を考慮した医療・保健問題の討論および視聴覚教

材による訓練が行われている。今回のカウ γターパートである保健省・母子保健・家

族計副局長によれば，この司11練は 2月と 8月を除く毎月行われているとのことである o

1936年開設の劫産婦高等専門学校以前に認定資格を在った助長主婦等には豊かな経験を

持つものも少なくなく，ヘノレス・ハウス内においては新任の看護婦が彼らを再教育，

監督する例もある。

資料) Dr. Cagatay Guler. Ana Sagl igi Ai le Planlamas i， 1987. 

B.学校における訓練(助産婦に対する家族計瞬訓練)

17の助産婦学校においてMCH/FP関連のカリキュラムが紐まれている。すでに述べ

たように.{陣地においては，ヘルス・ハウスの助産婦等がヘノレス・ユニット業務を代行す
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表町 5 保健医療要員，県別，職種別従事者数及び人口比(1985年)

医師 lPR 事~ I~ (人〉 人口 1 万 λ 当り居時 1~ !I!事前
I~ 問 !ft 名

開L!;I ~n 草医|刊均 i 同町 l古釘|助産開 時門医|開票al冒担開 111州向|附同
C 7)bラ 3795 2703 ~029 1179 996 1 1. 5 0.2 12. 2 3.9 3.0 
W H9 ， 1-~ 6955 3666 ~9 50 113 ~ ヲ56 1 1. 9 6. 3 6. 5 1.9 J.6 
ヤJ イHレ 2121 1344 2314 9~0 1 107 9.2 5.6 10.0 ~. 1 ~. 6 
νJ IH.1I 150 191 234 77 117 ~. 1 4.9 6.0 2.0 5. 6 
C 1.l.1:.-It ~ 266 205 526 145 194 4. 5 3.~ 6. 6 2. 4 3.2 
いJ j 1 fj 149 1 ~3 225 63 165 3. 7 3. 6 5. 6 2. 1 4. 6 
w 11' 565 330 919 521 ~9 9 4. 3 2. 5 6.9 3.9 3.6 
s 711 506 499 770 239 624 3. ~ 2.9 4. 5 1. 4 3. 6 
E II1H 277 235 (，70 01 202 3. 2 2. 7 7.6 0.9 3. 3 
C !H'J 270 231 502 207 261 3. 1 2. 7 5.6 1.4 3.3 
E ~1;> ~ 163 251 37 R 113 250 2. 1 3. 3 4.9 J. 5 3. 2 
c H 151 115 395 91 213 3.0 2. 3 7.0 1.6 4. 2 
c ウ1，11) 100 60 416 120 14~ 2. 0 2. 3 11. 1 3.3 O. ~ 
q 、 7J)H 2~0 200 369 159 361 1. 7 2.2 ~. 1 1.6 4. 1 、11 1: tfl 116 111 315 165 292 3.2 1. 7 4. 7 2.6 4. 4 
N 71ヲo 25 02 140 44 205 1. 1 3. 6 6. 5 1.9 9. 1 
N ， 'l， 30~ 225 764 213 306 2. 7 2.0 6.9 1.9 3. 5 
N }討す〉 196 176 506 133 331 2. 5 2.2 6.5 1.7 4. 2 
いJ 7iF今、 243 105 456 204 314 3. 3 1.4 ιi 2. 1 4. 2 
w ヲ19;，'1 66 15 143 56 155 2. 2 2. 5 4.6 1. 9 5. 2 
ヤJ AllH 245 171 573 226 365 2. 7 1.9 6.3 2. 5 4. 0 
c O:，')? 15 54 62 ~4 91 0.9 3. 4 5. 1 2. 7 5. 1 
s nH 261 156 207 101 331 2. 7 1.6 2.9 1.0 3. 3 
5 Aう 99 114 351 1(.6 262 2.0 2. 3 1. 2 3. 5 5. 4 
S イ"1 306 119 542 151 353 3.0 1. 2 5.2 1.5 3. 4 
W J，Iυカ 77 102 232 123 199 1.6 2. 4 5. 6 2.9 q 
C Jit 315 347 (，H 252 477 2. 1 2.0 3. 6 1. ~ 2. 7 
N リF 79 73 154 43 109 2. 1 2.0 4. 1 1.1 5.1 
~I マ:1 216 207 511 233 4~3 2. 1 2.0 5.4 2.2 4. 2 
W '4リ? 152 91 2~3 139 227 2. 5 1. 6 4.0 2. 3 3. 1 
s lHH 31 63 144 ?I 1~9 1. 5 2. 5 5.6 3. 9 6.0 
C ウラ'9 51 53 199 15 1 ~6 1.9 2.0 7. 3 2.6 5. 5 
c J'iH 36 64 102 13 100 l.4 2.4 3.9 2.6 3.6 
E ; f HA9I 121 223 5.12 151 147 1. 4 2. 4 5. 7 1.7 1. 6 
E f ')ì~ 111 9 49 ?I 26 111 O. 6 3. 2 6. 4 1.7 7. 3 
5 6f7);! 210 149 363 96 163 2.2 1. 5 3.0 1.0 1.7 
E 1;1. 95 16 335 (，4 177 2.0 1.6 6.9 1.3 3. 7 
tぜ HtII) 166 107 316 1 ~ ~ 120 2. 2 l.4 4.3 1.9 3. 0 
C 1，97t 61 103 290 126 1(，0 1. (， 1.9 5.3 2. 4 2.9 
C 11''ltl 31 66 114 45 120 1. 1 2. 4 4. 1 1. 6 4. 3 
E 1 Hì~ rii ~ó 57 194 53 130 1. 5 1.9 6. 5 1.6 4. 3 
N 4̂，，̂  51 94 266 96 162 1. 3 2. 1 5.9 2. 2 3. 6 
N うノ1 30 64 132 42 116 1. 1 2. 3 4. 1 t.5 4. 2 
N ~)うU9 192 170 593 191 294 1.6 1.6 5. 1 1.9 2. 6 。'!tlU 33 50 76 46 116 1. 3 1.9 3.0 1.6 4. 5 
C 7nl 51 60 201 59 165 1. 4 1. 7 5. 6 1. 6 5.2 
E UI91 62 112 365 ~6 316 1.2 1. 1 5. 5 O. 1 ~. 7 
N fレ1) 62 66 277 91 267 1.2 1.7 5.5 1.6 5.3 
c 773/ 01 110 313 166 342 1.2 1. 6 ~. 1 2. 5 5.1 
c 141 00 100 2~2 1~6 431 1.2 1. 5 3. 6 2.2 6.3 
c IJU 65 92 290 120 190 1. 1 1.5 ~. 6 2.0 3.2 
c 1W  ~3 97 144 66 101 0.6 1.6 2. 6 1.2 3. 1 
N Hfゥ 90 101 ~19 150 316 1. 2 1. ~ 5. 5 1.0 ~. 3 
E ピifll< 1~ ~6 。。 3 (， 100 O. 6 1.9 3.3 1. 5 4. 1 
c ー一; 51 日前 161 59 166 0.9 1. 5 2.9 1.1 3. 4 
E Il(l:.ln 14 53 109 43 114 O. 5 1.9 3.6 1. 5 4.0 
E う177 11 106 160 61 191 0.9 1.4 ι4 1. 1 2. ~ 
E ~7Hì~jシ 1 74 110 139 109 391 0.9 1.3 2.6 1.3 4. 7 
E 411 31 117 290 76 397 O. ~ 1. 6 4. 1 1. 1 5. 5 
E 11071i 23 103 164 70 136 O. ~ 1. 6 2. 5 1. 1 2. 1 
E 7f?rni 29 51 134 (，6 156 O. 1 1. 2 3. 1 J.5 3. 7 
E 7-l 17 63 121 49 127 O. ~ 1. 5 2.9 1.2 3.0 
E Eトザ1 13 44 92 30 97 O. ~ 1. 5 3. 1 1.0 3. 2 
E nηカ'1 8 20 59 30 60 O. ~ 1. 5 3.2 1. 1 3.3 
E づ7) ~6 57 191 57 1~6 O. 6 1.0 3. 5 1.0 2. 7 
E るイL十 22 66 163 57 157 O. ~ 1. 3 3. 1 1. 1 3.0 
E &;'1 17 39 110 35 110 O. 5 1. 1 3. 5 1.0 3. 2 

;1) E :間前、 5・南郎、 w 西部、 N : Jt 郎、 c・中喪部
¥1"14) Pr1m{! Hinislry St，ue lnst.itule of Sldtistlcぁ Sldtistlstlcdl Ye~rbook 1987. 
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ることもあり，看護婦，助産婦の高等専門学校においては，こうした事態に対処するため

の教育が行われている O

C. 公衆衛生訓練

厚生省内公衆衛生訓練部 (Public Health Traini昭 Department，MOHSA)で実施。

*保健訓練士(Heal th Trainer)は，中学校終了後4年間の保健訓練研修所(Heal th 

Training Insti tute )へ出席し 3年間のアィーノレド研究を経て，保健教脊研修所

の試験に合格した人をいう。保健教育研修所は， MCH，治療，公衆衛生，環境衛生，

研究所の 5部門によって構成されている。

*保健訓練技術士 (HealthTraining Technician )は，医学専門高等職業学校 (He-

al th College )を卒業後 2カ月間訓練技術，教材等についての教育を受けた者を

いう。訓練の過程においては，教材左してテレビ，ラジオ，新聞等を利用している。

1979年 初年にかけて，看護婦数は 23，797人から 32，382人に1.36倍増加し，助産婦数は

15，904人から 19，127人に1.2倍増加している。自宅での分娩率，すでに述べたように末端機

構であるヘルス・ハウスにおけるこれら医療要員の業務内容を考慮すると，これらの要員の

拡充が今後の母子保健分野のサービス向上を含めた医療サービス実施上の課題となると考え

られる o 1988ー1995における底的以外の医療要員の予定養成数は表ill-6に示す通りであ

る。

表1II-6 : 1988-1995におりる医師以外の医療要員の主主成予定数

~f策要望員名 1908 1989 ¥900 1991 1992 1993 1994 1995 

助 J1l1 2市 1，913 2，328 2，892 3，362 2，48日 2，000 2，00日 2，000 
，宵 i質 姉 1，212 1，311 ¥，133 2，003 1，550 1，500 1，500 1， 500 
厚生絞官 374 212 289 231 420 210 240 240 

環境m生校rlft 213 126 155 135 215 120 120 120 

研究所技術負 140 92 128 19 160 60 60 60 

放射線技師 83 40 91 52 110 60 60 60 

麻酔技師 29 20 31 28 40 30 30 30 

F占形療法rm 30 30 3日

3，961 4，2日5 5，020 5，0911 5，035 1，010 1，040 4，01日

出所)厚生省保健教育局
参考資料)NlIl'an Uslunoglu and Tandogan Tol旬。z，Infol'malion， Educalion and 

Communicalion Manap，ement ill Populalion Pl'ogl'amme， 1985 
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W 人口家族計画分野の実施体制

1. 現行の人口家族計随分野の政策

a. 方針・政策

1)開発計画における位億付け

トルコにおける人口家侠計画分野の政策に関して，各 5カ年開発計画における政策をお

い，これを概観することとする。特に，第 1次5カ年開発計酒当初から，それまで禁止さ

れていた避妊にたいして法的に支持する措置がとられる等，開発計画]の中で人口政策の重

要性は，高まっていった左考えられ，この 5カ年開発計画の変遷を追うことはトルコにお

ける人口政策の佼置を知るうえで重要であると思われる。

2次世界大戦前，長期間の戦争と高い死亡率により人口増加率は極めて低く，政策とし

ては人口増加推進の方向をとっていた。第 2次世界大戦後，死亡率の改善により急速に人

口は場加し，センサス間人口増加率は， 1955， 1960年に最高kなった。

トルコにおいて，人口増加が医療，経済，社会問題に与える影響が考慮され始めたのは，

第 1次5カ年開発計画(1963 -68 )においてであった，この時期!における希望しない妊

娠は約 30万件であり，人工妊娠中絶による避妊は特に会函層においては原始的な方法がと

られ，それによる年間妊婦死亡数は I万件であった。また，乳児死亡事は出生 1000に対し

134であった。このような状況下において，家族数のコントローノレの要請に応える形で，

人口妊娠中絶率を低下させ，乳児死亡率を低下させることが，政府の基本政策の 1っとな

った。第 1次5カ年世告発計画における人口政策に衡する基本方針は下記の通りである。

① 人口家族計図禁止の撤廃。

① 家族計画は民主主義の手続きに従い，希望する子供数を得られる形で推進。

上記の政策により提言された対策として。

① 家族計画に関する広報教育，避妊具，薬の輸入，国内販売を禁止する法律の撤廃。

② 家族計画に携わる保健，医療関連聖書員の訓練。

@ 避妊具の配布および広報についての訓練された医療員の活用。

④ 大衆教育プログラムの推進。

@ 低価絡の避妊具輸入およびその生産。

等がとられている。

第 1次 5カ年開発計画期間中， 1963年 6月の議会に「人口計闘に関する法律草案」が

提出され， 1965年4月に法律 557条人口計画に関する法律(Low NQ. 557， The Law Re 

garding Population Planning )が発布された。主な内容は下記の通りである。

① 個人は，偲人が望むとき~塁むだけの子供を持つことができる。但し，避妊に関し

ては，予紡的手段のみを認め，医学上の理由以外の人工奴娠中絶は禁止する。

② 家族計画サービスの実施は他の省庁，民間団体の協力の下に保健省が行う o

第2次5カ年開発言十嗣(1968 -72 )においては，基本方針として下記の項目が追加された。
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① 家族計画プログラムは，母子保健を推進し，社会経済発展に対する人口急措の庄カ

を軽減し，人口の質的向上を図る。

@ 出生抑制lを希望する家放に対しては，避妊薬，避妊具を提供する O

@ 家族計画活動は，公衆教育，診療サーピスからなり，僻地においても利用可能な状

態左する。

上記の政策により提言された対策は，

① 県レベノレにおける監替局を設立し，総合的MCH/FPサービスを行う。

② NGOに対し，家族計画l活動に参加することを呼びかける。

③ 家族計画サービスにおける研究およびフォローアップを定期的に行うシステムを確

立する。

④ 県，郡レベノレにおけるへノレス・ユニット，ヘルス・センターを涌しての家族計画サ

ービスの提供および施設のない所では巡回診療を実施する。

@ 農村部におけるサービス提供においては，他の諸機関を利用し，家族計画情報の普

及についてはマス・メディヤを利用する。

@ 安価または無料の遊if兵，避妊薬を提供する。

第 3次5カ年開発計画(1973 -77 )においては，人口増加による従属負担人口の比率

の増加，また，イ γプラストラクチャーの整備，食糧供給，教育，保健サービスの低下等

の諸問題が憂慮、され r保健医療の社会化 J(社会化=Socializationは保健サービスが

無料サーピスまたは一部を負担することによりすべての国民に平等かっ容易に行き渡るこ

とを目的としている)において， MCH/FPサーピスと他の保健分野の統合， 11也の省庁，

NGOの参加が実現した。

第 4次 5カ年開発計額i( 1979 -83 )においては r資源、の利用 Jが強調され，人口場

加と人口移動が社会経済発展に与える影響が注目された。家族計画関連分野については，

医療協力が重要視され，とれらの分野の質的向上が図られた。しかしながら「保健医療の

社会化 jが緩和期に入札家族計画サービスの向上は鈍速化している。

この間， 1982年改正憲法には，家族計画の概念が入れられ，また， 1983年に発布された

人口計画に関する法(Law No. 2827，τ)，e Law Concerning Population Planning)によ
り，条件付きではあるが人工妊娠中絶が認められたことは，家族計画の重要性が高まって

きている証左であると考えられる。

第 4次5カ年開発計画(1985 -89 )においては，出生率の高い地域および人口流入地

における教育，保健，栄養状態の向上および社会福祉サービスの拡大が基本政策としてお

かれた。同期間には， MCH/FPサーピスを実施する上で， {.出の医療サービス左の協力が

行われた。また家族計画実施上の課題として，乳児死亡率を低下させることに政策重点、が

おかれている。

(参考資料)Necdet Erenus， Report on a Limi ted 1 UD Experiment June 1963 

to July 1964. 
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En、ironmentalProblems Foundation of Turkey， Population Policy 
of Turkey， 1983. 

Sosyal Planlama Baskanl igi， Turkiye" de Planl i Donemde Nufus ve 

A.i le Planlamasi cal ismalari， 1983 

Nuran Ustuooglu and Tandogan Kokgoz， Information， FAlucation and 

Conununication IVhnagement in Population Programme， 1986 

State Planning Organization， Fifth Five Year Development Plan 

( 1985 -1989)， 1987. 

2 )政策担当者の発言

今回の調査から得た家族計画に対する政策担当者の家族計画に対する方針は，人口増加

をi直接的に抑制する方法を普及していくことにより出生力低下を図るというよりもむしろ

恥 n:.ル」LrJJニ下，一昨的 ì'/~実際水準の向上により，家族計画のモーティベーションを形

成するという緩やかなものであるという印象を受けた。

オザーノレ(Turgut Ozal )嘗紹は，憲法に明記されている家族がトルコ社会の基本的単

位であるという前提にたち，国家は家族計画実行のための手段を左り，この分野における

教育を行い，母子の健康擁護のための特別な手段を土るこ左を強調している。これに隠し

ては実質的法改正が取られている。さらに，保健医療家族計画の実施にあたっては，辺境

地域までサービスを拡大するための手段を左るこ左，人口増加については経済発展左の関

連で，経済成長と急速な社会発展を伴った人口増加率を維持することを表現している。そ

の他の人口政策に関する政府見解としては，第 4次5カ年計画の中で，人口政策は経済社

会政策から派生するものであり，人口問題は社会緩済計百lを通した伺接的なもの左して指

掃されている。訓練された医療技術助手による診療および家族計部iの実行が必要とされて

おり，政府は人口靖加率左を考慮し，女性の地位と家族福祉を向上させる家族計随i政策に

よって人口増加率を低下させる手段をとっている。

以上に示された見解から考えると，政策の枠組みはすでに述べたように社会・経済環境

の整備を計ることにより，小E主化を希望する環境づくりにその焦点をあてているように窓

われる。今回の調査時から少しさかのぼるが，理想、子供数左して 1981年 5flに当時の厚生

大痘ネジミ・ 7ーヤンオーノレ (NecmiAyanoglu )は， I一家族に対し 2人の子供で十分

である J~の見解を示している(日刊紙 Gunaydin ， May 2， 1981 )0 Iすべての家庭に 2

人の子供 jがスローガンとなったこ左を考慮すると 2人が政府の意図する所の理想子供

数ではないかと考えられる。

参考資料)UNF P A， Popula tion Programmes and Projects， Inventory of Popula 

tion Projects indeveloping Countries Around the World 

1984 / 85， PP. 522 -523. 

Environmental Problems Foundation of Turkey， Populationpolicy of 

Turkey， 1983 
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3 )予算の重点、配分事項

MCH/FP局においては，経常予算とは加に児童保健サービスとして独立した予算枠が

取られている。 1986年からの 3カ年におけるとの項Bの予算比率は，それぞれ6.97%，5.08 

%， 4.4 %である。

資料) 1988年度国会提出の厚生省予算案

b. El標

人口家族計画分野の政策に!苅し 5カ年開発計画においては出生率，家族計画実行比率等

についての直接的目標は示されてはいない。開発計画の中には，人口計画に関する具体的な

指標よりも，増加する人口に対する対策が示されている。第5次 5カ年開発計画終了時には，

人口靖加率 2.12，人口 5，430万人に達するであろう左いう予測から，この増加人口に対応し

た教育，雇用，医療対策がたてられている。教育に関しては，農業部門で生じると思われる

余剰労働力の質的向上を含めた教育水準の上昇が必嬰kされており，初等教育レベノレの就学

率 100%，中等教育 55%，中等技術学校 20%，高等職業学校 20%，高等学校 18.協の就学

率が目標とされている。医療分野では，人口 1万人あたりのベッド数を 26とし，人口の 50

%に社会保障告Jj度を適用することがその目標左されている。

c 予算

国家予算，保健省予算，人口計画予算については表N-lに示す通りである。人口計画予

算に関しては， 1973 -81年の伺における比率が落ち込んでいる。これは， ~ 3.家族計瞬の

実施体制』で述べるが，保健省内の組織上の改編によるためである。表に示した通り， 1968 

-72年は人口計画左母子保健の合計予算， 1973 -81年は人口計画局のみの予算， 1982 

87年は母子保健家族計i函局の予算である。

表N-l 国家予算，保健省、予算，人口計画予算(1968-1987) 

UII.(ii : 1000TL) 

年次 同家予算 保健省予算 人口dlii!ii予算 比lf.;(%)

1968 21，612，211 795，219 3.7 23，338 
1969 25，696，975 912，125 3.5 27，591 3.0 人母合口W!iiと
1970 28，860，265 880，081 3.0 17，660 2.0 子計保算健の
197 1 37，092，900 127，811 1.2 3，828 0.9 予
1972 50，312，079 2，158，031 4.3 50，034 2.3 
1973 61， 023，304 2，543，312 4.2 21，482 1.0 
1974 82，411，411 3，406，110 4.1 29，931 0.9 
1975 107，680，515 3，815，162 3.5 29，975 0.8 i人子算ロ計画尚
1976 153，637，352 5，330，924 3.5 41，771 0.8 
1977 222，949，001 6，505，498 2.9 47，111 0.7 
1978 262，753，178 7，8自7，750 3.0 53，314 0.7 
1979 409，130，671 17，529，562 4.3 95，525 0.5 
1980 756，687，182 31，822，605 1.2 316，530 1.1 
1981 1，540，965，037 55，431，852 3.6 196，170 0.9 
1982 1，780，640，059 5日，098，445 2.8 1，839，094 

z 12 a61 1 1i予節家鉄算子保Hii!i他S同
1983 2，558，902，500 75，226，785 2.9 2，681，123 
1984 3，211，982，000 100，106，514 3.1 2，140，60日
1985 5，412，082，日49 137，162，000 2.5 3，908，497 
1986 7，104，1l1，000 193，763，000 2.7 7.177 ，012 3.7 
1987 10，885，668，000 304，120，000 2.8 7，874，000 2.6 

出所)保健省母子保1曲家族計画飼
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表N-2 1987年度保健省予算内訳

( 1111;立:TL) 

項目 予算'伺 比ホ(%)

人fI:1~ 180，000，000 58.6 

一般経'J~ 65，570，000 21.3 

日首日Ii投資金 52，257，000 17.0 

転出金 9，593，000 3.1 

合計 307，120，000 100.日

日HYi)保館者母子保健家族計画局

d. 組織・人員

ヘノレス・ユニット左へノレス・ハウスをてこに，医療サービスを山村僻地にまで浸透させる

ための組織化は， 1961年 1月の『保健サーピス社会化法』によって始められた。第 4次5カ

年開発計画までの人口・家族計画l政策を評価した調査によれば， 4回の計画期jを終了した1983

年の段階で，この社会化過程は，家族計断については既に緩和期に入り，実行を上げるため

には，これまでにない発想，計画立案の必要性を述べている。

1983年から調交時である 1988年までの新しい変化は，次の『外国援助の対応』の項で述

べるが，厚生省の母子保健局の具体的なプログラムの中に，外国援助による偲別プロジェク

トが推進されている。

現組織体系においては，ヘノレス・ユニット，ヘノレス・ハウスの組織屈での改組にはすぐ取

り組むとは考えられず，運用面での可動性導入が考えられる。図Wーlに医療サービスの中

核をなすへんス・ユニットの人員構成を示す。
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図IV-1 へノレス・ユニットを中心左した組織反!と人員構成
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外国援助に関しては，各省庁からのプ P ポーザノレに従って SPO(国家計画局)で審議さ

れる。 2国間援助の場合は， SPOから外務省を経て，大使館へ提出される。

人口家族計画分野の援助の主な受JlIlである厚生省の母子保健・家族計画局では，すでに述

べたように， 1983年以降，具体的なプログラムの中に，国際機関ないし二思間援助を取り

込み飽531]のプロジェクトを局長補佐のレベノレで推進しているという事実がみられる。外国援

助iこは必ず本省、からの持分費用分担が本省、予算にも計上されている。今回，母子保健局の{也

に保健教育局とも接触の機会を持ったが，ここでは，医療高等専門学校の所管局として，従

来の局内組織の中で外国からのプロジェ P ト誘致のための機動的なスタップ形成を室長関で

調整しているようであった。

国家計画庁イラハ γ ・ドゥノレゲノレ社会計瞬局長によれば，現在審議中の人口分野のプロジ

ェクトは，①家族計画のための教材原発と①情報システム管理の 2件であるとのことであっ

fこ。
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2 人口家族計画分野の指標

a. 自宅分娩と施設分娩の比本

出産場所のデータについては 1983年に行われた標本調査結果から紹介するo

全国レベルでみると出産の 42%については，ヘルス・ユニットで出産し，残り 52%は，

へノレス・ユニット以外の出産である。しかしながら，これには地成格差があり，農村部では

76 %が，また東部地域では 84%がへノレス・ユニット以外の出産である。これに対し，都市

部，西部地域では，ヘノレス・ユニットでの出産率が高くそれぞれ 60%をこえている。この地

域格差はすでに示した医療水準と同じ傾向，すなわち西部地域において医療環境がより良い

こ左を示している。出産環境の相違は乳児死亡率にも反映し，東部地域が 82.48到。て、あるのに

対し，東部地域は高く 137.37到。である。以上の地域格差は図N-2に示す通りであるo

図N-2 地域別，都市・農村別出産場所の比率
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出所)Hacettepe Unlversi ty. 19日3Thrkish Populat ion and Health Survey. 1987. p目 77

b. 受給調節法の内訳

避妊方法に関する 1963年以降の標本調査結果に基づく実行者比率の変化は表N-3に示

す通りである。避妊実行者の比率は増加傾向にあるが，その内訳は伝統的による方法が依然

として高く，ピノレ. 1 UDによる遊任方法の比率は高くない，避妊実行率に関しでも，医療

水準，出産場所で示したの主同様の地域格差が観察される。 1983年のトルコ人口・保健調査

(TUl'kish Population and Health Survey)によれば，避奴を実行していない人の比率は都市

部では 29%であるのに対し，農村部では 49%である。地域別にみると西部地域が最も低く23

%であり，東部地域は最も高く 69%である。すなわち，医療水準が低い東部地域においては，

高い乳児死亡を補う形で出産行動が継続するため，避ftT:に対するニーズが少ないものと恩わ

れる。
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表IV-3 避妊方法別実行者比率の年次変化
耳1位:%

年次 避妊実行者|避妊非実行者 IUD I ピル |コントム|引政法 !その他

1963 22.日 78.0 。 1.0 4.3 

1968 32.0 68.0 1.6 2.2 4.4 
1973 38.0 62.0 2.3 4.8 4.7 

1978 50.0 50.0 4.0 8.0 4.0 
1983 61.5 38.5 8.9 9.0 4.9 

出所 Nl1ranUstl1nog1u and Tandogan Kokgoz. 1nformation. Education and 
Commun i cation Managcmcnt in Popu I ation Programmc. 1986 

人工妊娠中絶の合法性の有無

10.4 12.0 

18.0 12.9 
23.6 10. 1 

22.0 12.0 
30.1 8.6 

1965年に避妊を認める法律が発布されたことは既に述べた通りであるが. 1982年に人口

増加低下が理想的水準に達していないこと，妊娠中絶，乳児死亡数が犠加しているこ左，妊

産婦死亡の半数以上が人工妊娠中絶であることに鑑み，法改正が提案された。新しい法律

( Law No :2827. The Law Concerning Population Planning )は，人口計画の方針を示して

おり，人工妊娠中絶に関しては 10遡まで要請に応じて行うことが示されている。但 L.との

法の告1)定に至るまでは，宗教省大臣から「夫婦の希望に基づく避妊についてはイスラム法で

許可されているが，法的根拠のないままに生命に干渉することは，宗教的見解からいえば罪

である左考えられる。 Jという見解が出されたこと，人工妊娠中絶の妊婦に与える心理的，

また母体に与える医学的な影響も同時に議論されたと k等を考えると法制定にいたるまでに

は困難があったこ左が惣像される。また，法律制定に際しては，これが不法な人工妊娠中絶

による高い妊産婦死亡率を改善するための法律であり，避妊方法の一手段とし認めるもので

はないという意見があったと左を付記しておく。以上の法律英訳については別添の資料参照。

参考資料)Environmental Problems Foundation of Turkey. Population Policy of 

Turkey. 1983. 

c. 生殖生理学(受給調節研究)の研究の進行度

(病院・大学の医師と家族計画運動kの関連性)

すでに述べたように，医学部6年コース終了後，ヘルス・センター勤務が義務付けられて

いる。最終年次において各 11医療診療科目についての実習が行われるが，家族計画は公衆

衛生学の一環として教えられる。今回訪問したアンカラ県エティムスグウト(Etimesgut) 

のヘルス・センターは，ハジェテベ大学医学部から医療スタップが派遣され，また，ァ γヵ

ラ大学医学部公衆衛生科では 6年次実習がヘルス・センターの活動を兼ねて行われている。

避妊方法の普及と同時に不妊症治療のための研究も行われている。アェノレダ・オズュノレダン

幼教授によれば，昨年イスタンプールにおいて試験管ベーピーが誕生したとのことであった。
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5 人口家族計酒分野の実施体制

a 政府関連機関の各々の役割と相互関連レベノレ}]IJ

1 )中央レベノレ・セクター飼の協力

1965年に発布された人口計画法に従って，同年厚生省内に人口計画局が設立された。

1982年以降，母子保健家族計画局が新たに設置され，人口計画局はこれに吸収された。

局組織図および担当者名は図IV-3に示す通りである。

図IV-3 母子保健家族計画局経織図

母子保健・家族計商局
局長

Or. Ms. Guler Bezirci 

局長補佐 局長補佐
Dr. l.e，ent Akil I I Xr. U担f'Aytac

子侠鑓陵室長 t t公衆衛生教育室長
Dr. Ks. K.rd;，e I 11 Ks. Huran Uslunoglu 

当堅翌控室JH教育プログ?ム分蜜
芸盲了五百五五1Lfit百'!lI豆j1;;;I 

医療スタッフ拡充が急務である現行の厚生行政では，文部省との協力体制を密接にする

ほか，母子保健家族計画に関するプロジェクトの実施にあたっては，総理大笹直結である

SPO ・社会計刷局，国家統計局人口統計局，科学技術庁，宗教庁，基金運営庁が参入す

ることが予想される。

2 )県レベル・郡レベノレ・末端レベル

県衛生部の管轄下にある機関は，病院，ディスベンサリー，へノレス・ユニット，ヘルス

・ハウスである。その関連は鴎IV-4に示す通りである。

但し，村のレベノレ家族計画実施においては，コミュニティーにおけるオピニオン・リー

ダ}となっているイスラム寺院僧と村長の役割を重視すべきである。
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図IV-4 厚生省母子保健家族計画局・公衆衛生センター局の中央周辺関連機構図
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b. NGOの役割と政府機関との関係(予算配分，連絡調整，人的交流)

今回訪帰したNGOの事務所は， トノレコ家族計劉協会 (FamjlyPlanning Association 

of TlIrkey )，トノレコ産婦人科協会 (TlIrkishGyl1ecological Associatiol1 )， トノレコ環境

問題基金(ぬvi ronmen ta I Prob I ems FlInda t i on i 11 Turkey )'である o 上記のうち活動内容

が最も積綴的であったトルコ家族計画協会について紹介する。

トノレコ家族計画協会は 1963年に設立され，元厚生大包ケマ〆レ・デミーノレ(Dr.Kemal Demir) 

が会長，保健省次官タンドア γ. トッキョス(Dr. Ta ndogan Tokgoz )が事務局長左なって

おり，保健省との関係は密接である o 専務理事であるセンラ・コラノレ(Dr. Senra Koral)に

よれば， トルコ家族計画i協会の活動は厚生省のコントローノレの下にあり，昨年度の政府補助

金は 5000万トノレコリラであった。その(ttJ，の資金は， 1 PPF， UNFPA， 1 LO等の諸機関から

プロジェクト・ベースで得ている。援助プログラムについては， トノレコ家族計l商協会→保健

省→民家計画局の順に従って申請される。現在保健医療，家族計踊分野における NGO間のコ

ーディネーショ γはできておらず 5月の 25周年記念大会において NGO間の連絡調整の

きっかけを作りたい左のこ左であった。

1987年度年次報告書に示されたとれまでに実施されたプロジェタトは下記の通りである。

①家族生活教育(1983 -1984に行われた「家族生活教育 Jのフォローアップ)

@ファミリー・カウンセリング(1987年アンカラ大学医学部との協力)

@工場労働者に対する家族計画教育(1987年 37工場で実施， UNFPA!::ILCめミらの資

金援助)

@トノレコ家族計画協会支部の再編 (USAID→ RONCOとの共同プロジェグト)

@宗教指導者に対する家族計画教育

@FPクリニック左病理研究(婦人に関するプロジェクトからの援助)

①婦人に関するプロジェグト(S 1 DAとIPPF援助)
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C. 外国援助の動向

人口分野の外国援助においては， UNFPAの占める確率が高いが， トルコにおける活動

については， UNDPは第 3次5カ年計画(1973 -1977 )における人口活動に関する政府

活動を支持するため， UNFPAが最大限 1000万ドルの援助をすることを是認した。 UNF

PAが援助を行う分野は，母子保健家族計同iサービスの向上，生化学研究，人口基礎デタ

の収集左分析，教育・コミニュケーション活動等である。また，緊急目的として，

@ 医療サービス一般の中でMCHと家族計画サービス統合のための政府政策緩助左全国

的保健サービス提供の促進。

⑥ プログラムの地域的拡大のための中心となるプロジェクト計画策定

@ 県レベノレでのプログラム実行強化のための基準設定

③ プロジェクト選定地区における MCH・家族計画サービスの提供が行われている o

そのほかの国際機関としては， UNESCO， 'A羽0，ILOの援助が行われている o すでに述

べたように，政府の保健医療分野の方針は，医療サービスの地域格差の是正，医療要員質的，

量的向上であり，これを反映した形での援助プログラムが組まれている。 UNFPAの場合，

後進的左いわれている東部 17 県において，出生率低下と母子保健向上のための~療要員訓練

プロジェクトが行われている o また， 1982年憲法改正で家族計倒概念が初めて憲法に取入

れられたこ主が示すように，この新しい概念を一般に普及するこ左が必要とされている。こ

れに関しては，おもに 1LO， UNES COにより普及のためのプロジェクトが組まれている。

その他民問機関援助左しては，家族計画国際援助 (FamilyPlanning International 

Assistance )，パッツファインダー基金(Pa thf i ndel' Fund )，ノースカロリナ大学問際保健訓

練計厩 (Universityof North Carolina， Programme for International Training in 

Hea 1 th )等により，

①工場の保健・避妊サーピスを行うための訓練計画(1982. 8 -85， 12 )。

②家族計画関連用品配布報告システム(1985. 4 -86.3 )。

①人口照題に関するワークショップ(1984.3 -1985.6 )。

④組織部門労働者に対する人口政策開発プログラム(1984.10-1985.12 ) 

@家絞計l南サービス提供に関する訓練(Sivas県， 1985.4 -1987.3 )。

@職場における家族計鍋と母子保健教育(Adana， Diya l'baki 1県， 1985. 5 -86. 10 )。

⑦トルコ人口に関するブッグレットの出版(1984.3-11 )。

@家族計画診療サービス(1984.12-86.11 )。

@新婚夫婦に対する家族計画ブックレットの配布(1985.8 -86. 11 )。

⑬助産婦学校におけるカリキュラム改善(1983.10-87.8 )。

@町ICH/FPのためのインサーピス・トレイニング:農村部の助産婦活動支援のためのへ

ノレス・センター拡充(Ice 1 i:: I¥aysel'i県， 1983. 1 -84. 6 )。

等が行われてきた。

国家計画庁での聴取によれば，現在行われている人口分野のプロジェクトは下記の 4項目
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である o

①東部 17県を対象左した訓練計画(UNFPA) 

@家族計画に対する成人教育(文部省)

③組織部門労働者に対する家族計画教育(トノレコ家族計釘l協会)

@家族計画教育に対する総合的自主人教青

WHOの駐トルコ代表 (Dr. Umberto B. Tommasi， Director )によれば，¥!'喧Oでは， VN

ICEF等 kの共同プロジェクトに加えて，医療要員の海外研修の一環左して，タイ， イン

ドネシア，ハンガリーへの派遣プロジェクトを行っているとのこ左であった。

人口調査関連分野においては，主としてハV ェテベ大学人口研究所によるセンサス間一末

尾が 3!:: 8の年ーにおける出生力，家族計画に際!する誠査が行われている。前回 1983年調査

(1983 Tllrki sh Pop"la t ion and Hea lth Survey)に関していえば，学術審議会(High Co日

rporation Public Appl ied Systcm )から財政的援助を受け実施された。

現行のプロジェクトについては，各機関の報告書を入手できたものについてのみ表にまと

めて示した。プロジェクトタイプに示された記号は次の通りである。

a 人口教育

b 人口情報

e田 保健サービスの提供

d. 人口調査・研究

e. 関連産業振興

f. 保健要員訓練教育

単独自的型プロジェクトと復合型プロジェクトの5JIJ
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現行の人口・iiX放H[Iijプロジェクト一覧表(合外関111幼)

プロジェクト名 JUIfIJJ プロジェクトヲイプ

Inlegraled MCII/FP Services in 1984-89 
17 Provinces 

2 Turkish FP campaign 1987.5- b i単独1u9x)ト
1988.6 

3 Endoscopy Programme lor Os/GYN 1980- f iI附 ω ト

4 Family Planning Training for 1983- f|単独7ωト
Mid.ives at School & Vi Ilage 

5 FP Educalion for Industrial JYIII!J ~己紙 a i単独山ト
Workers なし

6 FP Educalion for nel igious Jllln"~己総 a i単独7
Leaders なし

7 Woman 10胃omanProjecl 1985.1 a i単独角川

8 Integraled Child Survival & 1988- aC !i 抱合刈九分
Developmenl in Poor Urban 1992 
Ne i ghbourhoods in Turkcy 

9 Inlegraled Services for Chi Id 1988- aC li 彼合刈9af
Survival & Developmenl in the 1992 
Prlority Provinces 01 Turkey 

技)ま特に地域記捻なし.
TFIIPF:Turkish family lIealth & Planning Foundalion. 
JlnJ: John 1I0pkins Universily 

担当/1重助機関

政府
WHO 
UNFPA 
UNICEF 

TFHPF 
J HU. 

厚生省
JIIPIEGO 

厚生省
Pathfinder Fund 

UNFPA 
ILO 
FPAT 

FPAT 

IPPF 
SIDA 
FPAT 

厚文生部省省//内宗務教省庁

大学/TRT
UNICEF 

厚文大生部学省/内務教省
省//T宗庁
RT 

UNICEF 

対象地域

東部17県

全国

* 

然

2県

* 

* 

* 

都市部

東部
28県

JIIPIEGO:John 1I0pkins University， Training Programme Cenler for Inlernalional OB/GYN Specialisl 
FPAT: Family Planning Associalion 01 Turl<ey 
SIOA: S.edish Inlernalional Oevelopment Aulhority 

出所)1: UNFPA， .a盟並立Ilof Populalion Proiects in Oeveloping Counlries Around the刊orld，1984/85. 

2・TheJohn 1I0pkins Univ.， proposal for the Foundalion for the Advancement and necognllion 
o f Turkish官omen，

5、6、7:FamilyPlanning Associalion 01 Turkey， 1987 Annual Report. 
5、6についてはJlJWOの記裁がなかったが‘比例年ブロジェク下として報告されてあったので表に加
えた。

8，9: 日IIICEF，Noted Pro.iect Proposa 1， 1987. 
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プロジェクト名 主な援助l世間 カウンヲーパート 111助1/1附 予算稲

新姉夫婦のための家放計画ブ The Palhfindcl' N. S. 1986.3 1987.3-1989.2 $65，639 

ックレットの配布 Ftlnd 

家族ol極サーピスr:itJシステ 伺 l二 ジェプハル・ネシ 1986.6-1988.5 $70，000 

ム ぺ保健大学

工場労働者に対する家政計伊l向上 トルコ家紋計画協 1986.11-1988. 

サーヒ'ス提供 (5奴) 会 10 

医療~(UJI削!，i ~phj 戸11 カラデニッツ大学 1937.6-1号38.11 $92，461 

ffi学部

同rrrmff7!:対1るfP/MGl1サー 向上 N. S 1986.8叩 1989.5 $66，145 

ピス

都市合同府のための保育所建 向上 N. S. 1986.10-1988.9 $57，172 

5世
L一一一』

IJ:) N.S.:自己投無し
Iflil'i} UNfPA， Ilopulation Programmes and Projccts， Inventory of POPlIlation Projecls in Dcveloping Countires 

住生並並立旦住民~盟企87 ，ドラフト
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人口関連分野の阿際機関I1lU)J

プロジェクト名 七な!君OJJI世!日! カウン11-パート j~助J/IJUII 子賞係

人口・住'七センサス lili!ll 人口計醤局 1979- 19総まマの緊硫1m$1，545，897 
{出11鮒・t主{布・アド八イス) 1987予算 $17，650 

~W校外教育 IJNESCO 文部省 1983 1986までの~t高額 $37，578 
(人口に関する成人教育) IJNDP 

17県MCll/fP総合プロジェク卜 WI旧IIJNFPA/ N. S. 1984-
(医僚要員訓練) IJNICEf 政府 :$507，983 $98，099 

IJN 1 CEF :$192 ，099 
UNFP̂ :$128，517 $7~ ， 122 

WIIO :$ 93，006 $55，396 

A.¥労働者のためのFP投j'f ILO N. S. 1985- 1986:$53，763，1987:$32，297， 
1988:$23，696 

人口i珂i型i'o'jjf1J UIIfP̂ N. S. 1986:$18，710， 1987:$2，000 
(間際会JiOJH席、研修旅行、
研究等の補助)

m日Eミッション UNFP̂ N. S. 1986- 1986:$27，308， 1987:$24，100 

m生力調節のための測を助成 ¥'/110 ハジェテベ大学 1986/7 $87，75日

話(/i主計 ~!jのーI習としてのJ~llrf Assor，目forVol アンカラ産宇IJiiJ抗 1987目3-1988，4 $36，458 
r(，~jに間宮るサービス Vol"ntary 

Surgical Contrnccption 

骨抜HIffiiに関する1EC FP Tuck-ls 1982.8-1986.12 総額 $389，000 
、人材教育) Inlcrnational 社会保障省

Assishlnce 

家族計画サービスJlWl 向上 母子保{控室主』主計画 1985.4-1986.12 $15，0日日
局

家族計商関連品供与 向上 N. S. 1987.6までの累積楠4，03日，日72

!z(冊・沼i告知の;;JI向1I JIIPIEGO 母子保1曲家放計画 1981.ふ1987.1 総初 $64.000 
好J

家族II画1s及キャンベーン ジョン・ホプキ トルコ家族計直前自 1987.5-1988.6 総額 $130，00日
ンス大学 会

人口!期i1I!刊行物WIJR 向上 ノ、ヅェテベ大学 1986.3仇 1987.8 2儲日 $76，0日目
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1988. 3回現在

ピデオ・リスト(Bureau of MCH/FP， Producing Training Material Division ) 

1. 家庭における下痢対処法

2 自宅での分娩(トノレコ語)

3 イズミーノレ義歯センター

4 サムソ γ公衆衛生センター

5 イスタンプノレ『サイト農家』公衆衛生センタ-

6 人形劇lによる人口家族計街l

7 下痢

8. 健康維持のための予防接種

9. 下痢病に打ち勝つには

10 下痢(ユニセ 7 ) 

11. 結核(トルコ語アニメ・日本製)

12 ヨヌカット県(劇場7ィノレム)

13. 17燥のプロジェクトに隠するブイノレム

14 トルコ赤十字の献取週間キャンベーン

15. ヌムネ病院の手術に関するフィルム

16 家族計画に関するドキュメンタリー

17 家族計画に関するドキュメンタリー

18 歴史におけるトルコ音楽コンサートのアィルム
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3. lnforming the peoplc of the nced for popuJation 

planning， and the training. eaucation and implementation 

se即日目 reilltingto this shall be carr百 dout by the Minislry 

of Health and Social Welfare according to the principies of 

a directiue to be prepαred jointly by the Ministries of De~ 

fen旦 ，Edu出 tionand Soc.国 ZSecurity. under the coordina-

tion of the Minislry of Health and Social Welfare， and to be 

promu/gated by the decree of the Counci/ of Ministers， through 

a coopcra!iοn wilh lhc uniucrsitics. the Turhish Radio and 

Television Association. the soc皿 securityorganizations and. 

all state agencies and organizαtion.s.国 wellι therela四 nt

professional and uoluntary organizatfons which are pu.oZic 

ln nature. 

Article 

日∞
N
4
)For lJ:us pu.rpose. the Ministry of Hcalth and Soc出 IWel. 

fare回目的orizedto esta blish spec坦1organizatio出 .to obtain 

07 have ob白ined07 to mantifacture 07 to houe manufactured 

contraceptive drugs αnd deuices and to distrioute or haue 

distributed介eeof ChaT宮eor sell or.haue sold at in口pe田 we

prices these drugs and deuic出 tothose whp need them. The 

manufacture of such drogs αnd deuices or their importation 

into Turkey shα11 be subject to the pe円π出 ionof the Minislry 

of Health and Social Wel，向re.

A吋たle1. The purpo目 ofthis Law目的setforth the principles 

of popuJation pJanrong， to define !he白市首 "terminationof 

pregnancy"，、teπlization"and "emergency si血ationrequ.trin.g 
medica1 in.teroentionてandto rcgulate matters concerning the 

procu問 ment. manufac血reand 0庁lc回1recognition of con-

tracepnue drugs and deuices 

LAW NO: 2827 

The Law Conceming Population pl祖国ng

(Published in the Official Gazette dated 27 May 1983 

and No. 18059) 

Purpose 

Arがc/e2. PopuJation planning means an indiuidual's hauIT習

children at the times and in the numbers he wants. 

Pop凶ationPlanning 

ー日
U
4

The田 tureof the drugs and deuices to be used in popula-

tion pJanning shall be determined by the Ministry of Health 

and Social Welfare by soliciting the written opinion of a com-

mι5lun.αmungωhusc mcmbcrs山 illbc inclu.dcd facully mcm-
bers o{ medical schools. Drugs and deuices not 50 determined 

shall not be u.sed on hu.man being5 by any indiuidual， organiza・

tion or institution， including the medical schools of uniuersi-

ties 

The St，αte will臼kethe me田町'esnece，島町'Y to ensu.re the 

implemen臼丘onof population pJanning through education. 

Population planning回illbe prouided for through conlracep. 

tiue me国 U月 s.

will be pcr-Slerilization and termination o( pregnancy 

formed und.er gouernment supe.町出onαndcontrol. 

Pregna.ncies will not be terminated nor ste円1izationor 

血strationope皿 tio田 performedapα吋介。m the conditions 

en凶sagedby Ihis La凶.



to cause a seno出 in(irmityin the child to be bo1'n 01' in 四 cces-

siue generations. ana then only on the basis of rep町民 con・

taining a statement of justi{icαtion ba.sed on objectiue findings. 

o{ an obstetrician官ynecologistand αspec岨listin the releuant 

branch of medici71e 

The establishment and {u.nctioning o{ tlze comm時sion.

the methods relating to preventIon of pregnancy. and.介om

the point of view of impleme71tation. the principles and meth-

ods of training and employi71g physicians. nu.問自由tdmidwives. 

田山ell出 thepoints specifyi71g their四 thorityi71 practice. shall 

be go凹 r71cdby a di1'cctiuc Lο bc issucd by tJU! Ministry of 

Health and Sociai Wei{are. 
JIl emcTf，!cncy c，αscs in which lifc 01' onc of lhe vilalorgans 

wiZl be threatened u.nless i71teroention is u71dertake71 immedi-

ately. the u.ter出 maybe evαucated by the n即時四ゥ inte同 en-

tio71 u.ndertaken by the authorized physician回hodiagnosed 

the situ.ation. Hou'ever. the physician is required to 1'eport. 

before undertaken such interoention 01'， if th国お impossibZe.

山ithinat most twenty-four hours [oZZowing the intervention. 

the回 meo{ the回oman，the type of interoention u.ndertaken 

and the reαsons it山田 requiredto the directorates o{ health 

and social回elfa1'ein the prouinces and to the government 

heaIth office in the subprouinc皿1admin日廿'atiued白廿'ic白ー

Phys日uzns，nu.rs田 anamidwiues. wit}包outbeing bound by 

the conditions of spec皿 1laws. shaZZ implement the methods 

of contraception in keeping凶iththe conditions specified in 

this directive. 

ArticIe 4. Sterilization means the interoention which i.s under. 

白kenin order to remove a man 's 01'山omen~ abiZity to hαve 

chiIdren without preuen訂ngthe satisfaction of his or her sexuaZ 

needs. 

Tem 

The folZowing points shαlZ be specified in a statu.te to be 

issu.ed later: what co国 titutesan emergency sittιtion requiring 

interoention. the 10円冗 and1日 tureof the report to be made. 

the [orm of the au.thorization document required from those 

who agrcc to u.nderJ.:o slerilizalion 01' aborlion G71d the princi-

ples 01 filling it in. the places where such operatio出 maybe 

perfonned， the hea1th and other conditions req u.ired in these 

pla.ces and the poin白 regardingthe controZ and supero白ion

o{ such p/aces. 

i
}
ω

∞
 

Sterilization surgery shall be performed on an adu.It with 

h日 orherco田 ent田 longas no medical drowbacks are inuolved. 

ln. cases whcn c田 tralionis deemed n即時四ry.durinf: the 

COU1τe of an operation. [01' medical re，由。出 inthe treatment of 

an illness. c出甘沼tionSUl官erymαy be performed without obtain-

ing the person s permission. 

Sterilization and C邑位ation

ArticIe 6. The interuention defined in Article 5 is dependent 

on the permission of the pregnant山oman;in the case of mino1's. 

071 the minor's consent and the permission of her guard.山 7:;:n 

the case of pe月 O出回hoa1'e either u71der age and i71 the ca1'e of 

α lc;.:oI ;.tuonl iclll or a1'c inc町出blcοrd日lift~u日hinl: bclwccn 

Authorization to Perfonn Abo此io出
Art回le5. The uter山 maybe euacu.ated upon request through 

the end of the tenth week of pregnancy as Zong田 710medical 

d1'awbacks reg.町τiingthe mothe1'冠healthare inuolved. 

If the period of the pregrw.ncy日 Zongerthan ten凶 eeks.

the uten.時庁官yonly be evacu.ated in cases in which pegnancy 

lhrc.αlcns 01-is goin;: [0 lhrcaLcn Lhc molhc1"::; li{c. 01' is !:oing 



heavy fi花田 ofseven tho凶 and[iue hun.dred to thirty tho出 ana

liras. 

The Use of Unrecognized Drugs and Devic田

right四UI回rong.on the COlι.ent o{ th宇underage person ana 

ner gu.a.rdian and. the perm四 iono{ a jw;tice"of the p担 ce.How-

eve九回 the case of a pregnant woman山 hodoes not po邸ess

介'eedomof conscience owing to a men担1de{ect， the山oman缶

co田町ltshaU not be required for euac回 tionof the uter出.

Article 8. p"回国 and01官α1UZαtiono{ficials山 hoact in con. 

flict with parag悶:phthree o{ Article 3 o{ this Law shall be 

pun日hableaccording to Article 456 o{ the Turkish Penαl 

La肌国 long田 theiracts do not req凶 rehe即日rpenalties. 

Even if lhe act .falls under paragraph {our o{ Article 456， lhe 
agent sha/l be prosecuted directly. 

I{ the pe問。出 specified;n the second praa@官:phof Ar-

ticle 4 and the β同tpaTI時rraphof Article 5， and whose con.sent 

is to be却 ught，are ma庁ied，the con.sent of their spo山田 shall

also be required for steriZization 07 abortion. 

Those 山 ho 田 tin con(lict山 ilhthe prou耳目nsof pαra‘ 

graphs fou.r andβυc of Arncle 3 and即ithArticles 5 and 6 

of this La山 shallbe punishable by heavy戸nesof not less 

than戸ftytho国 andlir眠 unle且 theircrimes m1.Jolue heauier 
penalties. 

Obtaining the perm出 ionof the guardian Or a justicεof 

the pea.ce shalI not be a cond.ition in emergency c回目 inwhich 

life or a vi臼1organ山 1Ibe threa!ened unless interuention日

undertaken immediately and if it c田tbe shoωn that obtaining 

suck permission wouLd take time. 

The Legal Prov国 O出血atare Modified by this Law 

Artic/.e 9. Article 468αnd the heading 01 the fou.rth section of 

chapter nine of Book Two' of Turkish Penal Law no. 765， 

dated 11311926 heve been modifiedαs follo山町

Crimes of Performing and Undergoing Abortio出

Artic1e 7. Those who manu.facture or distn'oute in any way 

山 hαtsoever.or bring into the country or po島田S for com-

mercial purpo記 sany drugs and deuices not recognized 国

con廿αceptiveby the Ministry of Health and Social Welfare 

αccording to Article 3 of this Law， shall be punishable by 

prison sentences o{ seven month$ to two years and heavy 

fines of thirty thou.且 ndto one hundred and fifty thou且 nd

lir国 ，and their factories shall be closed do回nand the drugs 

and devices conβscated. 

Ac垣0悶 inConf1ict with the Provisions Regarding 

the Manufacture， Advertising and Publicity of Drugs 
and Devic田

H
U
申

Arてicle468. A person山hoabor詰 awoman's child山it九out

her consent shall be given a heaη prison sentence 0 f記 ven

to twelve yeaTS. 

A pe月on山hoabor官 thechild 0 f a山 omanwho has been 

pregnant for mo陀 thanten weeksωith her consent and回ithout

medical 問 αsonsshaZl be given a pば回nsentence 0 f two to 

戸υeyears. The same sentence shall be given to the山 omanωho

conscnted lo lhe abortion 

Advertising and publicity of the drugs and devices recog-

nized 国 contracepti.veln 出血ueby the Ministl'γ of Health 

and Social Welfare according to Artic/e 3 of this Law shall 

be回 TTiedout according to Article 13 of LαwNo‘ 1262 dated 

21 May 1928. Those凶hoact in confIict with this Law shall 
be punishaole by prison sentences of one to Slx months and 



l{ a pcrsοn nul auLhorizcd !o pcr{ormαborlions pror;idc:i 

a 山 omanthought to be p月'gnantwith drugs or deuic白 (or

the purpose 0 r αborting the child or if he performs certain 
acts on a山omαnthought to be pregnant [or the p町po:;eo( 

abortion凶 thoutthe woman's COnsent and in so doing ca回目

death OT physicaZ injuη， to the山oman， he shall be pu.ni.shed 
according to the prou日出国 ofArticles 452 and 456. If the 

act回 performed山iththe woman's consent， the punishment 

shall be reduced by one.third. 

If lhe act describcd in thc fi市 tparagraph Ca凶 cslhc wom~ 

an's d田 th，the agent shαII be punishable by a pnson sentence 

of戸fteento twenty y回目.αndif it四回目 physicalinjury by 

ap悶 onsenten田 ofeight toωelve years. 

If the act described in paragraph two出国esthe woman's 

death， the agent shalI be pu叫 hablebyαpnson sentence of 

戸veto' twelve yeαrs.' and if it causes physical injury by a prison 
sentence of three to eight years. 

Article 12. Arでたた 471of Turkish Penα1 La山間.765 dated 

11311926 has been modified出向llo叫.

A person山 hoperforms certain ac白 forthe purpose of 

abortion on a woman thought to be pregnant without the 

即 oman'sconsent shall be pun.ishable according to the provi~ 

SlO出 ofA月ic/e452 and 456 if th時四回目 thewoman's death 

or physi.∞1 injury. Article 471. A person凶 hoperforms sterilization or.. a man 

or凶omanwilhout his or her cC'nsent shall be pu.nishable by α 

prison sentence 0 f two toβue years. I{ this act 四回目 theman's 

orωoman's dcalh Or any physica/ injury. the agent shaZl a1so 

be pun日hcdaccording lo Artic/.cs 452 and 456. If lhis act i.s 

performed by a person not authonzed to perform steriIiza・

tion operations. the punishment shall be increased byαfactor 

of three. 

Article 10. The 月間tparagroph of Article 469 of Turkish Penal 

La山 no.765 daled 11311926 has been modified as (ollows: 

A 山omanωhovoluntarilyαborts her chi1d after lhe lenlh 

week of pregnancy sOOl1 be given a prison sentence of one to 

four yea~. 

日
品
。

Artic/e 11. Article 470 of Turkish Penal Law no. 765 dated 

11311926 h田 beenmodifi阿国follows:
If四 meonenot autho.rized to perform ste丙rlizationopera~ 
山田 performssuch an operation山ithoutthe consent of the 

person concerned. he shall be punishable by a prison sentence 

o{ one to three yeαrs. If this act causes death or physical injury 

to the person， the agent shalI also be punishable according to 

the prov回目出ofA出 cles452 and 456. 

A吋ic/e470. If a person not authonzed to perform abor'・

t即時 e叩 cuatesthe uterus of a回omanpregnant less than ten 

出目前副ththe回oman'sco問 ent，he sha/l be punishαble bya 

prison sentence of t山oto four years. If th白actca山田山oman祉

death or any physica1 injury. the agent shalI be punishab1e 

according to the prouisions of Artic1es 452 and. 456. Thc Law and Provisions that arc InvaJidated by this Law 

Artょcle13 Paragraph two of Article 472 of Turkish Penal Laω 

πo. 765 dated 11311926 日 invalidated by Family Planning 

Law no. 557 dαted 11411965. 

If a person not叫 thorizedto perform abortio出 per{orrns

any of the acts e即時αgedin the first， second， third and fourth 

paragraphs 0 f Article 468， h日 punishmentshal1 be increased by 

a factor of three. 



TempoロryArticJe 

Unti/ the statutes and rgulatio出.叫ん・~h 山1I be promu/gated 
withiπ at mOst thrce months of the路su.edate of th日 La回.

oecome effective， the articles of the "Statule con田 mingtcrm.i~ 

国 tion-of pregnancy on grounds o{ mcdicα1 necessity"， fThe 

Population Planning Regulatio国 "αnd'The Popula百fonPlan~ 

ning General Directora白~ on-the-job tr田町ngactivities re，♂"la-

00田川 {α1I imp/emen臼d accorcling to Population Planning 

Law no. 557)，出hichdo not conf1ict凶 ththe 即日Ia民 shaII
悶冗皿nin effect. 

Effectiven国S

14. 7古isLaw shaZl becolne effective on the date it国A出 c/e

promuJgated. 
日

品

目

l Enf町田ment

Artic1e 1 S. The prouisions. of this Law shaIl be enforced by the 

CounciI o{ Ministers， 



JI隠~


